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特集／福島第一原発における被ばく労働の現状と課題

はじめに

2019年3月、東日本大震災から8年が経過した。
東京電力福島第一原発事故は未だ収束してな
い。この厳然たる事実から私たちは目を背けること
はできない。政府・東電は、廃炉までのロードマップ
を想定し、1～3号機の溶けた核燃料を順次取り除
く方針を打ち出しているが、それを可能にする技術
は開発されていない。今後の事故収束・廃炉工程
で作業員がいのちと健康を危険にさらすことはな
いか、しっかりと監視の目を向けていかなければな
らない。

1　廃炉・汚染水対策の現状

政府・東電は福島第一原発（イチエフ）の廃炉・
汚染水対策の行程を中長期のロードマップとして
示している。1）事故発生から30年～40年かけて廃
炉措置を完了するという目標をたて、中長期ロード
マップの進捗状況を、毎月開催される廃炉・汚染水

対策チーム会合で報告している。
2019年4月25日に開催された同会合の報告によ

れば、原子炉のメルトダウンを免れた4号機では、
2014年に使用済み燃料の取り出しが完了したが、
1号機、2号機では、建屋内のがれきの撤去、除染
が開始されたばかりである。2023年度をメドに使用
済み燃料の取り出しを開始するとしている。3号機
では、2019年4月15日から燃料取り出しをはじめ、7
体の燃料（559本のうち）が完了した。また、1号機、
2号機では、原子炉格納容器内の状況を把握し、
燃料デブリを取り出すための工法を検討している
段階である。2019年度中に燃料デブリの取り出し
方法を確定することになっているが、いまのところ格
納容器内部に入れたカメラ等で内部の状況の一
部を確認できたにすぎない。
汚染水対策は暗礁に乗り上げている。すでに
100万トンの汚染水が構内のタンクに保管されてい
る。950基のタンクが設置されているが、2020年に
はタンクの容量が限界に達するという。原子力規
制庁は、トリチウムを含む汚染水の海洋放出が現
実的という見解だが、地元の漁業組合をはじめとし

放射線被ばく、労災、過労死
外国人労働者導入は見送り
被ばく労働問題省庁交渉、労災認定・裁判支援等
飯田勝泰
東京労働安全衛生センター事務局長
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て、海洋放出には反対している。安易な汚染水の
海洋拡散は許されない。

2　福島第一の被ばく労働の実状

福島第一原発における事故収束・廃炉作業に
登録されている東電社員及び協力企業の作業員
は、2018年12月～2019年2月の1か月あたり約9,500
人。実際に業務に従事したのは、1か月あたりの平
均で約7,200人である。2016年度以降の1か月当た
りの平均作業員数は、約3,900人～6,200人規模で
推移している。2）

東電は、作業員の月平均の被ばく線量が毎年
度減少していることを強調している。2015年度の
月平均の被ばく線量は約0.59mSv、2016年度約
0.39mSv、2017年度0.36mSvであり、年間の被ばく
線量の目安（20mSv/年≒月1.7mSv/月）からすると、
「大半の作業員の被ばく線量は、線量限度に対し
て大きく余裕があると状況である」としている。
一方、過去3年度の累積線量を別掲の表にし

た。年間平均の被ばく線量は2016年度2.90mSv、
2017年度2.69mSv、2018年度2.43mSvとなってい
る。事故発生前の年間平均被ばく線量約1.0mSv
までには減少していないことが分かる。さらに、年
間被ばく線量の目安20mSvを超える作業員は、
2016年度1,377人、2017年度74人だった。イチエフ
構内では、がれきの撤去や除染によって空間線量
はかなり下がったものの、原子炉建屋内部はもちろ
ん、周囲の線量は依然として高い。2018年12月の
被ばく労働問題省庁交渉でも問題になったが、原
子炉建屋内部や周囲での作業で、被ばく線量が
高まる傾向にある。

3　第18回被ばく労働問題省庁交渉

2018年12月18日、全国安全センターは、18回目と
なる被ばく労働問題に関する省庁交渉を行った。
交渉には、厚生労働省、経済産業省に加え、初め
て東京電力からも担当者が出席した。
福島第一原発事故発生以来、放射線被ばくによ

る白血病を発症した作業員3人、甲状腺がん2人、

肺がん1人労災認定されている。また、2017年10月
にイチエフ構内で倒れ急性心疾患で死亡した車
両整備士が過労死として認定された（後述）。事
業所とイチエフ間の移動が業務として認定され、長
時間労働や不払い賃金の問題が明らかになった。
一方、東電は2017年来、イチエフ構内では軽装
備でも作業可能なエリアが拡大し、労働環境が大
幅に改善されたとして、協力企業への発注労務単
価を見直し、下請労働者の賃金を切り下げる方針
を打ち出した。賃金の減少に対する作業員の不
満が高まっていた。
2018年12月18日の交渉では、作業員の社会保
険、労働保険の加入状況、長期健康管理制度の
実施状況、労働災害の発生と労災補償状況を確
認するとともに、イチエフでの就労に伴う移動の実
態、緊急時の救急対応と医療施設の体制、被ばく
防護対策の実態、労災認定問題等を取り上げて
交渉を行った。

〇福島第一原発の作業員の社会保険、雇用保険
加入について【厚生労働省】

（1）	福島第一原発の協力会社、下請会社の労働
者の社会保険、雇用保険加入状況について、実
態を把握するよう要請してきたところである。現
在どのようにその実態を把握しているのか明ら
かにすること。

2016年度 東電 協力企業 計
人数（人） 1,678 14,157 15,835
最大（mSv） 14.75 38.83 38.83
平均（mSv） 1.27 3.09 2.90
2017年度 東電 協力企業 計
人数（人） 1,530 12,413 13,943
最大（mSv） 15.94 32.74 32.74
平均（mSv） 1.15 2.88 2.69
2018年度 東電 協力企業 計
人数（人） 1,443 9,863 11,306
最大（mSv） 15.52 19.90 19.90
平均（mSv） 1.04 2.64 2.43
東電「福島第一原子力発電所にて放射線業務に従事した
作業者の被ばく線量の評価状況について」（2019年4月24
日）より作成3）
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発生日 発生状況 備考
1 平成23年3月12日 車両還転中、水素爆発の爆風で吹き飛ばされた瓦礫が、被災者に激突した。

2 平成23年3月14日 補修等の作業中、水素爆発の爆風で吹き飛ばされた瓦礫が、被災者に激突し
た。 被災者2名

3 平成23年5月14日 作業中、急性疾患により死亡した。 死亡

4 平成23年5月31日 電気関係のケーブル敷設作業中、作業していた場所で、バランスを崩し転倒
し、足下の金属部材に激突した。

5 平成23年6月5日 電気関係のケーブル敷設作業中、熱中症を発症した。

6 平成23年6月6日 機器の設置作業中、作業していた場所で、足を滑らせ転倒し、足下の金属部
材に激突した。

7 平成23年7月18日 電気関係のケーブル敷設作業中、電柱から援落した。

8 平成23年10月29日 移動式クレーンの解体作業中、解体した移動式クレーンの部材（ジブ）の上面か
ら、作業で用いる機材が滑り落ち、下方で作業をしていた被災者に激突した。

9 平成24年1月27日 足場の上を移動中、積雪によりバランスを崩し、足を負傷した。

10 平成24年1月30日 電気関係のケーブル敷設作業中、ハンマーでパイプの打込みをしていたとき、
誤ってハンマーで手をたたき、負傷した。

11 平成24年2月17日 車両系建設機械の給油中、車両系建設機械の上方から下方に下りるとき、足
をステッブから踏み外し、地面に墜落した。

12 平成24年6月23日 車両の荷台に建設資材を積み終えた後、荷台から地上に下りるとき、足を踏み
外し、地面に墜落した。

13 平成24年8月23日 通路を移動中、路面の小石でバランスを崩し、足を負傷した。

14 平成24年8月29日
クレーンの解体作業中、移動式足場の作業床に置いていた工具を取るために、
移動式足場を上っているとき、移動式足場が水平方向に動き、移動式足場から
墜落した。

15 平成24年11月27日 移動中、地面の配管につまずき、転倒した。
16 平成25年1月14日 移動中、路面の積雪により滑って転倒した。

17 平成25年4月15日 建築物の屋上に設置している機器の点検・清掃作業中、屋上の作業場所から
移動するとき、足を滑らせ、屋上から墜落した。

18 平成25年9月30日 クレーンの運転作業中、近傍の別のクレーン（無線操作）と接触したが、そのとき
の接触の衝撃により、被災者（クレーン運転者）が負傷した。

19 平成25年12月27日 土のうの袋を運搬中、通路でバランスを崩し、足を負傷した。

東京電力福島第一原子力発電所構内における休業4日以上の死傷災害発生状況
（平成23年～平成30年）（※）

（2）	下請事業者の中には、社会保険、労働保険の
加入を回避するため、作業員との間で請負契約
を結び、特別加入の労災保険をかけさせている
場合がある。福島第一原発内で、一人親方また
は事業主として労災保険の特別加入者がどれ
だけいるのか調査し、その実態を明らかにするこ
と。

（3）	社会保険、雇用保険の未加入事業者に対し
て、監督指導を徹底すること。

（4）	とくに被保険者確認請求の手続により失業保
険給付を受給できる権利を労働者に周知徹底
するため、リーフレット等の作成することを確認し
た。その後の取り組みについて明らかにするこ
と。

特集／福島第一原発における被ばく労働の現状と課題
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20 平成26年3月28日 貯蔵倉庫内の基礎杭補修工事において、土砂が崩壊して行き埋めとなった。 死亡
21 平成26年5月19日 タンク堰内を移動中に足を滑らせ転倒した。
22 平成26年5月27日 足場パイプを取りに行くため移動した際、足を滑らせ転倒した。
23 平成26年5月31日 ハシゴを降りる際ハシゴが揺れたため転落した。
24 平成26年6月28日 仮設昇降階段を下りていた際、足を滑られ転落し足をひねった。
25 平成26年9月30日 高圧ケーブル末端処理作業で感電した。
26 平成26年11月7日 旋回梯子レール落下により被災した。 被災者2名
27 平成27年1月7日 鉄筋を踏み外し、膝をひねった。
28 平成27年1月13日 昇降台車の機械操作を誤り、台車の一部が頭部に激突した。
29 平成27年1月14日 構内巡回パスの下車時に、ステップを踏み外して肩を強打した。
30 平成27年1月19日 タンク上部のマンホールから墜落した。 死亡

31 平成27年6月16日 重量物を二人で運搬するため後進して階段を降りたところ、床の配管に気付か
ずつまずいて転倒した。

32 平成27年8月8日 土砂のバキューム車のタンク後部のハッチを閉じていたところ、何らかの理由で
タンク頭部に頭を挟まれた。 死亡

33 平成28年1月18日 土嚢袋の受け渡しをしていたところ、土嚢袋とガードレールの問に指を挟まれ
た。

34 平成28年4月22日 大型機器点検建屋建物改修工事に従事していた作業員が、鋼管杭を跨いだ
際に体勢を崩して鋼管杭で股間を負傷した。

35 平成28年6月22日 仮設階段に安全帯のロープが引っかかり、転倒した際に右足首を骨折した。

36 平成29年4月19日 トラック荷台上で荷下ろしのため玉掛け作業をしていたところ、H鋼を跨いで移
動した際に滑って転倒した。

37 平成29年9月1日 機械室内での片付けが終了し、隣室との間の間仕切りを越えて移動した際、飛
び降りて負傷した。

38 平成29年12月22日 巡視中、歩行路として設置されたゴムマットに足を滑らせて転倒した。
39 平成30年7月2日 防災関係の点検・確認の作業中、熱中症を発症した。

40 平成30年9月26日 トラックの荷台から荷を下ろすために、トラックから降車したとき、強風によりトラッ
クの運転席のドアが突然閉まり、手を挟まれた。

41 平成30年12月14日
コンクリートを打設するために用いる型枠の解体作業中、作業手順を誤り、型枠
の支持材を先に取り外してしまい、その結果、型枠が倒壊し、倒壊した型枠が
被災者iこ激突した。

※厚生労働者福島労働局富岡労働基準監督署に提出された労働者死傷病報告による（平成31年3月7日現在）。
［担当]	労働基準局安全衛生部安全課建設安全対策室

【回答】	 協力会社の社会保険、雇用保険の加入
率は100％（年金局、雇用保険課）

厚生労働省年金局と雇用保険課は、東電の協
力会社の労働者の社会保険、雇用保険の加入率
は100％であると回答した。しかし、数次を超える請
負構造の末端の労働者まで加入しているとは考え

られない。東電は、毎年労働環境改善のアンケート
を実施しており、厚生労働省は独自調査が困難な
らば、東電に指示しアンケートに社会保険、雇用保
険の加入状況を確認する質問項目を追加させるこ
ともできるはずだ。実態把握に努めるべきである。

〇福島第一原発の作業員の労働条件について



6   安全センター情報2019年7月号

【厚生労働省】【経済産業省】
	 東電が「労働環境の改善に向けたアンケート
結果（第8回）と今後の改善の方向性について」
（2017年12月）を発表している。その内容につ
いて東電に詳細を確認し、以下の事項について
明らかにすること。

（1）	東電は「2017年4月から雇用会社と雇用契約
の有無について、書面により確認し、雇用契約を
確認することができた方々のみ、福島第一での
就労を可能とするような運用をしている」と報告
しているが、具体的にはどのような形態、方法に
よりなされているのか、東電から詳細を確認し、
明らかにすること。

（2）	「不適切な作業指示」では「作業内容や休
憩時間等を指示する会社と賃金を払っている
会社が違う」と回答した者が、作業員2,754人中
174件、6.8％あった。そのうち35件は適正な指揮
命令系統が確認されたが、139件は元請企業へ
の周知徹底を依頼するにとどまっている。東電
の情報をもとに監督機関が調査、監督指導を行
い、偽装請負や違法派遣の防止に徹底して取り
組むこと。

（3）	東電は、「緊急安全対策による労働環境改
善方策の一環として、設計上の労務費の割増を
したうえで工事代金を算出し、…作業員の皆様
の賃金改善が図れるよう取引先様と一定となっ
て取り組んでおります」と報告している。しかし、
2018年1月、マスメディアの報道によれば、「福島
第一原発で働く作業員の賃金が4月から下が
る。東京電力が「危険手当」の意味合いで加算
していた割り増し分を、「労働環境が改善され
た」という理由で大幅に減額する」という（2018
年1月22日、東京新聞）。東電は、「設計上の
労務費単価に加算する割増について、Gゾーン
（B/C区域相当）は新たに設定、管理対象区域
外及びA区域相当のエリアは改めて設定する」
と発表している（2019年1月28日）。東電の設計
労務費の減額は、作業員の賃金切り下げに直
結するものであり、労働条件の悪化につながる。
このような東電の労務単価切り下げを国はどの
ように受けとめ、対応するのか明らかにすること。

【経済産業省】
（4）	福島第一原発の下請労働者の賃金の実態
調査を実施し、賃金の水準と推移を把握するこ
と。【経済産業省】

（5）	被ばく線量が20mSv超になった労働者が、被
ばく線量の上限に達したとして雇用主から作業
員が解雇されている。その実態について国は把
握しているのか明らかにすること。被ばく線量限
度超えを理由にした解雇は許されないこと、当該
労働者の雇用継続が確保されるよう、東電、協
力事業者を指導すること。【経済産業省】

【回答】
（1）	元請企業の雇用契約書により協力企業と労
働者との雇用関係を確認。そのうえで作業員名
簿に記載して東電に提出。東電はこの名簿を
確認して、作業員全員に雇用契約の完了を確認
（需給調整課）。
（3）（4）	 個別企業の手当の引き下げは把握して
いない。福島第一原発の下請労働者の賃金実
態調査は検討していない（賃金課）。

（3）（4）	 個別・具体的な賃金水準に立ち入るもの
ではない。適正化はすべからくイチエフの作業
場所を下げるわけではなく、改善された場所、軽
装化を図った場所、装備を着けなくてよいところ
を適正化した。いまのところ作業員確保に困っ
ているとは聞いていない（経済産業省）。

2018年1月、マスメディアは「福島第一原発で働
く作業員の賃金が4月から下がる。東京電力が『危
険手当』の意味合いで加算していた割り増し分を、
『労働環境が改善された』という理由で大幅に減
額する」と報じた（東京新聞、18年1月22日）。
厚生労働省賃金課は、個別企業の手当引き下

げを把握しておらず、イチエフの下請労働者の賃
金の実態調査も検討していないと回答。経済産業
省も、個別・具体的な賃金水準に立ち入らない。労
働環境改善された場所、作業員の軽装化を図った
場所、装備を着けなくてよいところを適正化した。い
まのところ作業員確保に困っているとは聞いていな
い、と回答した。
設計労務費の削減は下請労働者の賃金切り

特集／福島第一原発における被ばく労働の現状と課題
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下げに直結する切実な問題であり、今後の事故収
束・廃炉作業にも重大な影響を及ぼす。東電と協
力企業との契約には関与できなことを口実に、国が
労働条件の悪化を見過ごすことは許されない。

〇労働災害発生状況及び労災補償状況【厚生労
働省】
	 2017年度の福島第一原発事故収束作業におけ
る業務上災害・通勤災害、業務上疾病に関して
明らかにすること。

（1）	2017年度の業務上災害の発生件数、災害の
内容

（2）	2017年度の業務上災害及び業務上疾病、通
勤災害の労災補償状況について、請求件数、決
定件数、支給件数及びその内訳

（3）	東電が公表している災害状況報告と厚生労
働省の業務上災害の発生状況、労災補償状況
を照らし合わせて、災害防止対策、労災隠しの
摘発と根絶、労災請求勧奨を徹底すること。

【回答】
（1）	2017年東電福島第一原発構内における休業
4日以上の死傷災害は3件。

（3）	東電が毎年度まとめている作業災害一覧の
報告は17件。厚生労働省が把握する労災請求
件数は26件。負傷の請求15件、支給決定13件、
業務上疾病の請求11件、支給決定1件。通勤
災害は請求、支給とも0件。東電の作業災害17
件より多い再回答する（補償課）。

東電は毎年4月、イチエフ構内で発生した「作業
災害」について報告している。2017年度は17件、
2018年度は21件である。厚生労働省安全課は、
労働者死傷病報告に基づく労働災害を回答。後
日、衆議院議員阿部知子事務所を通じて提供され
た2011年～2018年の休業4日以上の死傷災害発
生状況は41件（死亡災害4件含む）である（3～4頁
掲載の表参照）。厚生労働省補償課は、2017年度
に作業員が負傷、疾病で労災請求した件数は26
件と回答。東電が公表している作業災害17件に
比べ多かった。東電が把握していない労災請求
事案があったものと考えらえる。

〇事業所と福島第一原発間の移動時間について
【厚生労働省】
	 2018年10月16日、いわき労働基準監督署は、福
島第一原発の車両整備工場で働いていた自動
車整備士が構内で倒れ致死性不整脈で死亡し
た事案を、長時間労働による過労死として労災
認定した。当該労働者は、午前4時30分に事業
所に出社し、社用車で福島第一原発に移動し、
構内での車両整備業務に従事した後、再び事
業所に戻り勤務していた。構内での業務だけで
なく、事業所との往復移動時間も労働時間とし
て認められた。福島第一原発では登録車両以
外の進入は認められていない。作業員の大半
はいったん事業所等に出勤し、登録車両で福島
第一原発に移動している。こうした事業所等か
ら福島第一原発での就労に伴う移動は、通勤で
はなく業務である。

（1）	事業所等から福島第一原発での就労に伴う
移動について実態を調査すること。

（2）	事業所等から福島第一原発での就労に伴う
移動が業務であることを周知徹底するとともに、
使用者に対して移動時間に対する賃金支払い
義務があることを監督指導すること。

【回答】平成29年1月20日付け「労働時間の適正
な把握のために使用者が講ずべき措置に関す
るガイドライン」を周知し、事業場に対する指導、
是正を行っていると回答（監督課）。猪狩さんの
過労死労災認定の事例では、イチエフと事業場
との移動は労働時間と認められた。遠方の集合
地点からイチエフに移動するという特殊事情が
ある。そのような実態を調査して指導すべきとの
要請に対し、監督課は、本省、福島労働局に伝え
ると回答。

猪狩忠昭さんは、会社とイチエフの移動が業務
にあたるとして、毎月100時間以上の時間外労働
が認められ、過労死として労災認定された。事業所
とイチエフの移動について、大半の労働者は「通
勤」とされて、賃金も支払われていないのが実態で
ある。厚生労働省に対し、イチエフでの就労に伴う
移動について実態を調査すること、使用者に対し
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移動時間に対する賃金支払い義務があることを監
督指導するよう求めた。しかし、監督課の回答は、
「労働時間の適正な把握のための使用者が講ず
べき措置に関するガイドライン」（平成29年1月20日）
を周知するという一般的なもの。移動時間が業務
である場合、作業員の長時間労働の是正や不払
い賃金の支払い等、監督指導すべきである。

〇医療体制状況について【厚生労働省】
（1）	福島第一原発構内で負傷者や体調不調者
が発生した場合、東電、元請、下請事業者間の
通報、医療施設（ERを含む）への連絡、負傷者、
不調者の搬送と受診、医療処置、外部への救急
搬送等（ドクターヘリを含む）、構内での医療体
制がどのようになっているのか具体的に明らかに
すること。

（2）	ERが開設されて以降、ERに搬送された件数
及びその内訳。

（3）	これまでドクターヘリの利用回数、ERから外部
医療機関に搬送された件数とその内訳

【回答】	 ERの体制、運用の現状を説明。これまで
の傷病発症件数は約900件。内訳は、かぜ、腹
痛、熱中症、創傷、心筋梗塞、脳卒中等。ドクター
ヘリの利用回数は13件。ERから外部医療機関
に搬送された件数は90件。内訳は、熱中症、創
傷、骨折、心筋梗塞、脳卒中等（東電）。

イチエフ構内で負傷者や体調不調者が発生し
た場合の東電の対応を確認した。東電がイチエ
フ構内のERの体制、運用状況を説明。心筋梗塞
や脳卒中等で外部医療機関に搬送されている事
例があるが、そのうち労災認定されたのは、2011
年5月14日に心筋梗塞で亡くなった大角信勝さんと
2018年10月16日に致死性不整脈で亡くなった猪狩
忠昭さんの2例に過ぎないと思われる。

〇放射線被ばく防護対策について【東電（1）～
（6）】【厚生労働省（7）】
（1）	東電が公表している毎月の外部被ばく線量の
集計にて、最大被ばく線量を受けた作業者の作
業内容を明らかにすること。

（2）	「東京電力福島第一原子力発電所における
安全衛生管理対策のためのガイドライン」（平成
27年8月26日基発0826第1号）に基づき、全労働
者の被ばく線量の総計が1人・シーベルトを超え
るおそれのある放射線業務については、①「被
ばく低減仕様書」の作成、②元方事業者による
「放射線管理計画書」、「放射線作業届」（1日
につき1mSvを超える恐れのある作業）を作成さ
せ、富岡労働基準監督署に提出させ指導する
ことになっている。前回交渉（2017年7月20日）で
は、厚生労働省放射線対策室は、2017年6月末
までの放射線管理計画届は6件（建屋内）、放
射線作業届4,085件（PCV内部の調査）と回答し
ている。それ以降、現在までの同計画届、同作
業届の件数、内容について明らかにすること。

（3）	同ガイドライン通達後、計画届、作業届以外の
作業で最大被ばく線量を受けた作業者がいる
か明らかにすること。また、いまだに最大被ばく
線量が月10mSv前後になっているが、最大被ば
く線量を低減するためにどのような指導を行って
いるのか明らかにすること。

（4）	計画被ばく線量1mSv/日を超える高線量被ば
く作業は認めるべきではないこと。

（5）	前回の交渉で、どの年においても50mSv/年、
5年で100mSvを超えないよう被ばく線量管理を
徹底させるよう要請したが、明確な回答が得られ
なかった。再度回答すること。

（6）	前項と同じく、東電に対し線量管理期間を問
わず事故発生時から各月までの累積線量分布
を公表させるよう求めたが、明確な回答が得られ
なかった。再度回答すること。

（7）	現在の東電福島第一原発の現状は緊急被ば
く状況ではないにもかかわらず、特定高線量作
業が容認されている。2015年10月以降、緊急被
ばく限度が適用される特定高線量作業の届出
はない。電離則7条の適用による特定高線量作
業を廃止すること。【厚生労働省】

【回答】
（1）	最大被ばくを受けた方の作業内容は公開して
いない（労働衛生課）

（2）	2018年11月末現在で、放射線管理計画届は

特集／福島第一原発における被ばく労働の現状と課題
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累計9件、放射線作業届は累計4,498件（労働衛
生課）。

（3）	計画届、作業届に記載された以外の作業で
最大被ばく線量を受けた作業者がいるのか否
かは把握していない（労働衛生課）。

（4）	電離則第4条、5年につき100mSvを超えず、か
つ1年につき50mSvを超えないように、遵守徹底
が重要（労働衛生課）。

（5）（6）	 電離則第4条、5年間とは事業者が事業
場ごとに定める日を始期とする5年間、1年とは5
年間の始期の日を始期とする1年間とする旨が
規定されている（労働衛生課、東電）。

（7）	今後、緊急被ばく限度が適用されるような作
業が発生しないとは言い切れない状況にあるた
め、特定高線量作業を廃止することは考えてい
ない（労働衛生課）。

東電は毎月、外部被ばくの最大被ばく線量を公
表している。2019年4月24日公表のデータによれ
ば、2018年1月の最大被ばく線量は7.81mSv、2月は
12.60mSv、3月11.81mSv。変動はあるものの、かな
り高い被ばく線量になっている。どのような作業で
それほどの線量を浴びたのか、厚生労働省労働
衛生課は、作業内容を公開していないと回答した。
他方、東電は今年4月15日、特定原子力施設監視・
評価検討会（第70回）に報告した「3号機燃料取り
出しに向けた進捗状況」のなかで、2018年8月に3
号機の燃料取扱設備に生じた不具合の対応と復
旧訓練で、2018年月～2019年3月までの個人最大
被ばく線量が14.73mSvだったと報告している。国
は、どのよう作業で被ばく線量が高まり、どう対策を
指導したのか明らかにすべきである。2018年11月
末現在、厚生労働省の提出された放射線管理計
画届は累計9件、放射線作業届は累計4,498件。
両届に記載された作業以外で最大被ばく線量を
受けた作業者がいるかどうかを労働衛生課は把握
しなかった。放射線防護対策を監督指導する行
政として、怠慢と言われても仕方がない。

〇福島第一原発事故の緊急作業従事者の長期
健康管理制度について【厚生労働省】

（1）	東電福島第一原発の緊急作業従事者の長
期健康管理制度について、現在までの実施状
況を書面で明らかにすること。
①	 現在までの登録証の発行数
②	 特定緊急作業従事者被ばく線量等記録手
帳の発行数
③	 がん検査の実施状況とがんの発症件数と
その内訳
④	 健康相談、保健指導の実施状況

（2）	がん検査によりがんの発症が確定診断された
場合には、当該受診者に必ず労災請求を勧奨
すること。

（3）	福島第一原発の事故収束作業は長期間つ
づき、今後も他の原子力施設に比して高線量被
ばく作業に従事する労働者が増える。また、白血
病、甲状腺がん、肺がんの労災認定も出ている。
2011年12月16日以後に福島第一原発で事故収
束作業に従事しているすべての作業者に登録
証を発行し、被ばく線量にかかわらずがん検査
が受けられるようにすること。

（4）	特定緊急作業従事者に対する健康相談や
保健指導に必要な費用負担を補助すること。
	 必ず放射線障害に関する労災補償制度につい
て説明すること。

（5）	放射線業務従事した労働者に対し、労働安全
衛生法に基づく健康管理制度を適用すること。

（5）	2014年度から放射線影響協会に委託して実
施している福島第一原発緊急作業従事者の疫
学調査について、これまでの調査の実施状況に
ついて明らかにすること。受診者が2割（4千人
強）と言われるなかで、どのような改善策、取り組
みをしているのか明らかにすること。

【回答】
（1）	登録証19,786人。被ばく線量等記録手帳
は877人に発行。白内障の検査の実施状況は
72.3％、がん検診等の実施率は96.6％。がんの
発症件数とその内訳は把握していない。これに
対し、がん検査をやって生涯にわたり健康管理
を国が支援することになっている。がん検査の
結果、確定診断につながるかもしれない。受診
者ががんを発症した場合は、国が労災請求を
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勧奨すべきと重ねて要請したが、検査結果として
「要精検」、「異常なし」は報告されるが、がん
の発症まで報告を求めていないと回答（労働衛
生課）。4）

（2）	緊急作業従事者約2万人に、直接、毎年放射
線被ばくに関する労災保険のリーフレットを送付
している（補償課）。

（3）	緊急作業者のみ対象。それ以外の作業員
は健康診断の実施、線量記録の保存を事業者
に義務付けている（労働衛生課）。これに対し、
2011年12月16日以降入場した作業員の中にも
緊急作従事者よりも、被ばく線量が多い人がお
り、非合理との批判が出た。

（4）（5）	 特定緊急作業従事者に対しては、東電
福島第一原発緊急作業従事者健康相談等事
業として国の費用で実施（労働衛生課）。
	 労働安全衛生法に基づく健康管理制度は一定
の要件があるため、適用困難（労働衛生課）。

（6）	約2万人の4割、7千人超の方々に参加しても
らっている（労働衛生課）。

福島第一原発事故のあと、厚生労働省が急ごし
らえで作った緊急作業従事者の長期健康管理制
度では、約2万人の緊急作業従事者をデータベー
スに登録し、生涯にわたって健康管理を行うことに
なっている。厚生労働省労働衛生課の回答は、現
在までに、登録証は19,786人、被ばく線量等記録
手帳は877人に発行。白内障の検査の実施状況
は72.3％、がん検診等の実施率は96.6％。しかし、
がんの発症の有無、がんの種類については把握し
ていない。がん検診を受けても「要精検」、「異常
なし」の結果だけが報告されるという。受診者が
がんを発症した場合に、国が労災請求を勧奨すべ
きと重ねて要請した。
労働安全衛生法に基づく健康管理制度を適用

し、放射線業務従事者に対して健康管理手帳を
発行すべきことを繰り返し要請しているが、相変わ
らず「適用困難」との回答だった。

〇福島第一原発でのがんの労災認定等について
【厚生労働省】

（1）	2017年12月、福島第一原発の緊急作業、事
故収束作業に従事した東電の社員が白血病を
発症し労災認定された。また、2018年8月末、肺
がんで死亡した元原発作業員の労災が認定さ
れたと報道されている。死亡した当該作業員の
累積被ばく線量は195mSv、事故後の緊急作業
に従事し、被ばく線量は約74mSvだったという。
	 	 これまでの2例の白血病の認定について、厚生
労働省は「電離放射線障害の業務上外に関す
る検討会の検討結果及び労災認定」を発表し、
わずかながらも放射線被ばくによる労災認定に
関する情報を発表している。しかし、それ以後の
甲状腺がん、白血病、肺がんの認定事案につい
ては、そのような情報が同検討会のホームページ
にも公表されていない。その理由を明らかにする
とともに、同事案に関する「検討会」の検討結果
及び労災認定ついて明らかにすること。

（2）	2017年度から現在までの間における電離放
射線障害による労災請求事案の件数及び疾病
名、被ばく業務内容等について明らかにするこ
と。

（3）	厚生労働省は「労災認定されたことをもって、
科学的に被ばくと健康影響との因果関係が証明
されたものではない」と説明し、本来、労災補償
と白血病の認定基準の考え方を正確に伝える
取り組みをしていない。あらためて放射線被ばく
による白血病の労災認定基準の考え方及び放
射線被ばくによる健康障害の労災認定事例に関
して、積極的に周知する取り組みを行うこと。

【回答】
（1）	①2015年10月	白血病、②2016年8月	白血病、
③2016年12月	甲状腺がん、④2017年12月	白血
病、⑤2018年8月	肺がん、⑥2018年12月	甲状腺
がんを認定（補償課）。

（2）	事故から12月12日までの請求件数は16件、そ
のうち支給決定が6件、不支給決定が5件、調
査中5件、これ以外に請求取り下げが2件（補償
課）

（3）	原則として個別の労災請求事案については
個人情報の観点から公表していないが、緊急作
業従事者に対して労災認定の要件を満たせば

特集／福島第一原発における被ばく労働の現状と課題
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労災補償が受けられるということを周知し、労災
請求が適切に行われるようにするため、緊急作
業従事者が発症した疾病の支給決定事案につ
いては、本人等の同意を得たうえで事案の概要
を公表、労災認定の考え方について公表してい
る（補償課）。これに対し、緊急作業者の白血病
だけでなく、甲状腺がんや肺がんに関する労災
認定事例の概要も、厚生労働省がマスメディア
にプレスリリースした範囲の情報を、ホームページ
に掲載するよう再検討を要請した。

これまで厚生労働省は、2例の白血病の労災認
定について、「電離放射線障害の業務上外に関す
る検討会の検討結果及び労災認定」を発表し、
放射線被ばくによる労災認定に関する情報を公開
している。しかし、それ以後の甲状腺がん、白血病、
肺がんの認定事案については、報道機関へのプレ
スリリースのみで、厚生労働省のウェブサイトで情
報を発信していない。
厚生労働省労働基準局補償課は、原則として
個別の労災請求事案は公表していないが、緊急
作業従事者に対しては、認定要件を満たせば労
災補償が受けられることを周知するため、本人の
同意を得て事案の概要を公表したと回答してい
る。緊急作業従事者に限らず、イチエフ作業員に
とって放射線によるがんの認定事例に関する情報
に無関心ではいられない。可能な限り厚生労働省
は情報を公表し、周知すべきである。

〇過酷事故における炉心溶融と水蒸気爆発の危
険性について【厚生労働省】
	 	 福島第一原発で起きた過酷事故における炉
心溶融の対策として、原子炉下部に水張りをし
て溶融炉心を冷却する方式は、水蒸気爆発を
起こす危険性がある。
	 	 労働安全衛生規則249条では「事業者は、水
蒸気爆発を防止するため、溶融した高熱の鉱物
（以下「溶融高熱物」という）を取り扱うピット（高
熱の鉱さいを水で処理するものを除く）につい
ては、次の措置を講じなければならない」として、
「①地下水が内部に侵入することを防止できる

構造とすること。ただし、内部に滞留した地下水
を排出できる設備を設けたときは、この限りでな
い。②作業用水又は雨水が内部に侵入すこと
を防止できる隔壁その他の設備を周囲に設ける
こと」と規定している。
	 	 一方、東電は、「労働安全衛生規則第249条
の適用対象となるピットについては、『高熱の鉱さ
いを水で処理するものを除く』と規定され、解釈
通達に『高熱の鉱さいに注水して冷却処理する
もの』が例示されていることから※、原子炉格納
容器下部注水設備のように、水の注入による冷
却処理を前提とした設備に適用されているもの
ではない」との認識を示している（2018年9月26
日）。
	 	 しかし、これは、溶融高熱物と水との接触に
伴って発生する水蒸気爆発を防止するための
措置を義務付けた安衛則249条に反する解釈
ではないか。厚生労働省の考えを説明すること。
	 ※安衛則第249条解釈例規
4	「高熱の鉱滓を水で処理するもの」とは、
高熱の鉱滓に注入して冷却処理するもの
及び高熱の鉱滓を水中に流しこんで粉砕
処理（水砕処理という。）するもののことをい
う。

【回答】何か起こったときにそれを受けとめる条文
がないのは非常にまずい。原発というきわめて特
殊な環境で行われている作業であったり、労働
者の安全という観点から、注水設備で水蒸気爆
発が起こるとはたして水蒸気が労働者のいると
ころまでいくのか、なかなか安衛則の適用という
のは難しい。どちらかというと一般的な規則とい
うより、もっと大きな法令の中で規制するのが馴
染むのかと個人的な意見として思うところで、現
状では難しい（安全課）

4　あらかぶ裁判支援と	 	 被ばく労働ネットの取り組み

（1）	あらかぶ裁判で大法廷を埋め尽くす傍聴

2011年10月～2013年12月、東電福島第一原発
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事故発生後、福島第一原発、第二原発での事故
収束作業や九電玄海原発での定期点検作業に
従事した鍛冶工のあらかぶさん（通称）は、2014年
1月、急性骨髄性白血病を発症し、2015年10月に労
災認定を受けた。
2016年11月、あらかぶさんは、東京電力、九州
電力が放射線防護対策等、安全配慮義務を怠っ
たとして、両社を被告として、原子力損害賠償法に
基づく損害賠償請求訴訟を東京地裁に提訴した。
全国安全センターとしても、あらかぶさんの裁判を
支援する「福島原発被ばく労災損害賠償裁判を
支える会」（以下、支える会）の結成を呼びかけ、筆
者が共同代表の一員に加わり、裁判闘争の支援
運動に取り組んでいる。
被告東電、九電は安全管理に問題はなかった

として、あらかぶさんが従事したイチエフ等での業
務と白血病発症との因果関係を否定し、全面的に
争っている。
2019年5月で提訴から2年6か月が経過した。こ

れまで11回の口頭弁論が開かれ、毎回、東京地裁
の大法廷には傍聴席を埋め尽くす支援者が結集
し、裁判終了後には議員会館等の会場で報告会
を開催している。

（2）	裁判の争点と今後の展開

2019年3月22日、支える会が開催した「東電・九
電はあらかぶさんに賠償を支払え！東電の労災責
任を問う3・22集会」では、海渡雄一弁護士があら
かぶ裁判の争点と今後の展開について講演した。
要旨を紹介する。
提訴以来、11回の口頭弁論期日を通じて原告、
被告が主張・反論を展開している。裁判所は前
提となる事実を確認し、「前提となる専門的知見」、
「相当因果関係の考え方と労災認定基準の位置
付け」、「重要な間接事実」、「結論」について争点
を整理しつつある。原告側の主張は次のとおりで
ある。
①放射線被ばくと疾病との相当因果関係を判
定するときの証明レベルについて、おおむね70～
80％程度を超える確率が真実ならば「高度の蓋然
性」が認められるべきであり、労災認定を受けてい

ることで因果関係を推認できる。②原告の被ばく
線量について、原発事故後の混乱時期のなかで
放射線量測定方法に限界があり、アルファ・ベータ
核種の内部被ばくが計測されておらず、ガンマ核
種の内部被ばくが切り捨てられている。記録されて
いる放射線量は著しく過小評価されている。③低
線量被ばくによって白血病を含むがんの発症リスク
を増加する。原告の受けた放射線量は計測され
た線量を超えた外部被ばく、内部被ばくを受けた
可能性が高く、「ごく低線量被ばく」とは到底いえ
ない。④白血病の労災認定基準では早くから5ミリ
シーベル基準が定められおり、原賠法改正時に労
災認定された場合の損害賠償でも、放射線に起因
するものとして合理性が認められている。⑤白血病
は他のがんと異なり、海外の労働者被ばくデータを
分析した最新の知見では、白血病のリスクの方が
高いことが示されている。⑥原告の16番染色体異
常は、原告の白血病が放射線被ばく労働に起因す
ることを強く推認させている。
今後の裁判では、専門家・医師による意見書を
提出する予定となっている。また、あらかぶさんの
元同僚から、現場の実態がいかにずさんなもので
あったのかを裏付ける書面を提出することにして
いる。被告が原告の主張に反論するため、7月9日
（火）第12回、9月24日（火）第13回の期日が入っ
た。それ以後に証拠調べを行うことになるが、結審
するまではまだかなりの時間を要する。

（3）	被ばく労働ネットの取り組みと
	 	 原発関連労働者ユニオン

2012年11月に結成された被ばく労働を考えるネッ
トワークは、原発や除染労働者の危険手当問題、
安全と健康、労災問題に取り組んできた。2018年6
月、これまでの取り組みをまとめて、「原発被ばく労
災―拡がる健康被害と労災補償」（三一書房）を
編集出版している。
2019年5月26日、「原発労働者は団結して要求

する5・26春闘集会」を都内で開催し、原発労災裁
判を闘う梅田隆亮さん、あらかぶさんを招いて裁判
闘争の意義と現状を話してもらい、全統一労組か
らは、福島で除染作業に従事させられたベトナム

特集／福島第一原発における被ばく労働の現状と課題
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人技能実習生の被ばく労働問題の取り組みにつ
いて報告を受けた。さらに、被ばく労働ネットを中心
に議論を積み重ね、「原発関連労働者ユニオン」
の設立を呼びかけた。原子力施設や除染で働く
労働者の個別の相談に応じ、問題解決を図りなが
ら、労働条件改善、背景にある制度や業界の改善
にも取り組んでいくこと提起した。
今春期、「原発関連労働者ユニオン」のリーフ

レットを作成し、福島をはじめ多方面に働きかけて
いくことにしている。

5　猪狩さんの過労死認定と遺族の闘い

（1）	イチエフへの移動と長時間労働

猪狩忠昭さん（享年57歳、別掲写真）は、福島県
いわき市内のいわきオール（株）（会社）に勤務し、
毎日、東電福島第一原発（イチエフ）の車両整備
工場に派遣され、構内の車両の点検・整備の業務
に従事していた。同車両整備工場の業務は東電
から元請会社（株）宇徳に委託され、宇徳がいわき
オール他2社の下請事業者に請負わせていた。
2017年10月26日午前6時に忠昭さんは、イチエフ

に入構した。午前7時に免震重要棟で朝礼に出席
し、午前8時から車両工場で点検・整備作業を行っ
た。午前中の作業を終え午前11時免震重要棟に
戻り、昼食休憩をとった。午後1時前に再び工場に

移動した直後、忠昭さんは血の気が失せた表情に
なり意識がなくなった。同僚が車でイチエフ構内に
ある医療室に搬送した。ドクターヘリが要請された
が、心肺停止状態で蘇生処置ができないため陸
送救急車で外部の病院に搬送。午後2時30分頃
に病院に到着したが、午後2時36分に死亡が確認
された。死因は「致死性不整脈」と診断された。
忠昭さんは、毎日午前4時30分に会社に出勤し、

同僚とともに会社の車両で国道6号線を使ってイチ
エフに移動し、イチエフでの業務終了後も会社に
戻り、午後6時頃まで業務を行ってから帰宅してい
た。会社とイチエフとの往復の移動時間を含める
と、相当な長時間労働になる。
遺族は、支援者の援助を受けながら、死亡当日

の行動記録、過去1年間の勤務記録を克明に調
べ上げた。会社から提供されたタイムカードやイチ
エフの入退記録等から、忠昭さんの時間外労働は
死亡直前の1か月で122時間、死亡前6か月の平均
が110時間を超えていたことが判明した。妻は夫の
死が過労死であることを確信した。
2018年3月9日、遺族はいわき労働基準監督署に
労災保険の遺族補償年金等を請求した。その後
毎月いわき労基署に連絡し、支援者とともに要請に
出向いた。同署は労災認定の標準処理期間の6
か月を経過しても決定を出そうとしなかった。遺族
は夫の一周忌までには墓前に認定の報せを届け
たいと願っていた。10月半ばすぎ、同署から遺族に
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連絡が入り、10月16日付けで忠昭さんの死亡を業
務上と認定し、遺族補償年金等を支給決定したこ
とが伝えられた。
イチエフでは、事故発生直後の2011年5月、過酷
な作業環境のもとで心筋梗塞を発症し死亡した配
管工が労災認定されている。猪狩さんの過労死の
特徴は、事故後のイチエフ構内で、全面マスクとタ
イベックを装着して車両の整備、点検作業を行うと
いう過酷な作業負担にくわえ、会社とイチエフ間の
往復移動を含めた長時間労働による過重負荷が
認められ、労災認定されたことにある。
イチエフでの就労は、放射線管理区域という特
殊な作業環境での被ばく労働であることに加え、周
囲が避難地域であるために、作業員は遠方の事
業所、宿舎等から長時間かかけてイチエフに移動
しなければならない。猪狩さんのように、午前4時半
に会社に出勤し、血圧、体温を測定し、イチエフに
入構するために必要なIDカード（個人識別）、WID
カード（元請会社や工事名記載）、フィルムバッジを
装着し、会社の車両に乗り換えてイチエフに移動
する。その場合、移動は「通勤」ではなく、「業務」
にあたることは明らかである。イチエフでの就労に
ともなう移動が業務であれば、当然にも使用者は
労働時間として適正に管理し、賃金支払い義務が
生じることになる。

（2）	裁判提訴と追及する会の結成

2019年2月、忠昭さん遺族は福島地裁いわき支
部に会社、元請、東電を被告とする損害賠償請求
の裁判を提訴した。忠昭さんを長時間労働で過
労死させた会社の不法行為、安全配慮義務違反
は明白である。宇徳も元請事業者として管理責任
は免れない。東電はイチエフでの救急医療体制
を整備する責任があった。忠昭さんが工場で倒れ
て、同僚が車で構内の医療施設に搬送する際、連
絡体制等の不備で直ちに救命治療が受けられな
かった。加えて東電は、忠昭さんが亡くなった当日
午後5時45分から記者会見を行い、そのなかで車
両整備士が構内で倒れ救急搬送された病院で死
亡が確認されたと発表。過労死ではないかという
記者からの質問に対し、「直接の作業との因果関

係はない」と回答した。同時刻は、遺族が急報をう
けて病院に向かっている途中であり、まだ、忠昭さ
んと対面すらしていなかった。イチエフで尊い命が
犠牲になったにもかわらず、自らの責任を回避する
かのような東電の対応は、遺族の感情を著しく傷つ
けた。下請労働者の尊厳を否定するものであり、
道義的にも許されるものではない。
2019年3月25日、第1回の弁論では遺族の妻が、
5月23日第2回目の期日には、長男、長女がそれぞれ
意見陳述を行った。家族を心配させまいとイチエフ
での仕事について多くを語らなかった父親を突然
失った悲しみと喪失感が消えることはない。なぜ父
親が過労死したのか、裁判を通じて真実を究明し
てほしいと訴えた。
5月19日には、いわき市内で「福島原発の過労死
責任を追及する会」が結成され、フクシマ原発労
働者相談センター、全国一般いわき自由労組、全
国一般全国協議会とともに、東京労働安全衛生セ
ンターの筆者が呼びかけ人・共同代表に名を連ね
ることとなった。
福島の脱原発運動の市民団体や女性たちのグ

ループ、東電福島原発刑事訴訟を闘う人びとも裁
判傍聴や集会に参加しており、「追及する会」を中
心に裁判闘争の支援運動の輪を幅広く拡げていく
ことにしている。

6　イチエフ、除染に外国人労働者受入れ

2018年12月の臨時国会で、政府は、出入国管理
法の一部改正法案を成立させた。改正入管法に
より、新たな在留資格「特定技能1号」「特定技能2
号」が創設され、出入国管理庁の設置等が決まっ
た。この改正で政府は「特定技能1号」の外国人
労働者を、建設、造船・船舶工業、介護等の14の特
定産業分野に、今後5年間で約34万5千人を受入
れる方針を打ち出した。改正法は2019年4月から
施行されている。

（1）	建設業の関連・付随作業で除染を認める

2019年4月からの法施行に合わせて、特定分野
ごとに各省庁が特定技能の外国人労働者の受入

特集／福島第一原発における被ばく労働の現状と課題
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れに関する運用についての基準等を策定した。
国土交通省は2019年3月20日、建設分野の基準

を発表。そのなかで特定技能外国人が従事する
業務に関する留意事項として、「建設工事に該当
しない除染・除雪等の業務に従事させることを主な
目的としている場合は、建設業への従事を目的とし
た受入れに該当しないことから、建設分野における
いずれの業務区分に該当せず、建設分野におい
ては受入れ対象外となります。ただし、これらの業
務について、同じ特定技能所属機関に雇用され、
特定技能外国人と同様の業務に従事する他の技
能者が従事している場合、特定技能外国人に同
程度の範囲内で従事させることは差し支えありま
せん」とした。つまり、特定技能外国人が働く会社
の同僚が除染業務をしていれば、同程度にさせる
ことは差し支えないというのである。

（2）	福島第一原発の廃炉への受入れ問題

さらに、福島第一原発での事故収束・廃炉作業
では、いち早く東電が3月に協力企業に対して「在
留資格「特定技能1・2号」のイチエフでの就労につ
いて」説明会を開催し、改正入管法の説明と特定
技能外国人を就労させる場合には、「特段の育成・
訓練を受けることなく直ちに一定程度の業務を遂
行できる水準の技能、及び放射線量の正確な理
解、班長や同僚作業員等からの作業安全指示等
の理解が可能な日本語能力（コミュニケーション能
力）が必要と考えられる」と説明した。特定技能外
国人を受入れる前提で、東電は協力企業・下請事
業者に対し就労にあたっての基準を示したのだ。
改正入管法が施行された4月、マスメディアは

「原発に特定技能外国人東電福島廃炉に受け
入れ」と大々的に報じた（2019年4月18日、朝日）。
同記事では、「東電は、法務省に問合せた結果、
「新資格は受入れ可能。日本人が働いている場
所は分け隔てなく働いてもらうことができる」（東電
広報担当）」と判断したという。
2018年、外国人技能実習生が除染業務に従事

させられていたことが社会問題となった。あわてた
厚生労働省・法務省・技能実習生機構は、同年3月
14日付けで、「技能実習制度における除染等業務

について」、また、5月16日付けで、「東京電力福島
第一原子力発電所における技能実習の取扱いに
ついて」を通知し、技能実習の禁止を周知すること
になった。
今回の建設業での特定技能外国人の多くは、
技能実習からの移行が想定されている。権利侵
害の温床たる技能実習制度のもとで、日本語教育
も十分受けられず、底辺労働に従事させられてき
た技能実習生が、特定技能制度という新たな枠組
みの中で、電離則、除染電離則、ガイドライン等の
周知と安全衛生教育が保障され、帰国後の健康
管理、放射線業務による健康障害を発症したとき
の適切な補償を受けられようになるのだろうか。
4月の通常国会でも衆議院の厚生労働委員会、
参議院の法務委員会、厚生労働委員会で野党
の議員がこの問題を取り上げ、政府の見解を質し
た。厚生労働省の坂口卓労働基準局長は、電離
則、除染電離則に基づく安全衛生教育を事業主
に義務付けているとしながら、とくに特定技能外国
人を含めた外国人労働者に対しては、平成31年3
月28日の「外国人労働者に対する安全衛生教育
の推進等について」（基発0328第28号）通達を出
し、「外国人労働者を就業させる業務について、母
国語に翻訳された安全衛生に関する教材や視聴
覚教材を用いた教育、そして理解度を確認しなが
ら継続的に教育を繰り返すこと等を適切に実施す
るよう関係事業者を指導しておるところ」と答弁し
ている（4月25日、参議院厚労委員会）。在留資格
の適否を審査する法務省も、特定技能として認め
られる分野、業務に該当するかは、個別の事案ごと
に審査するというという答弁に終始していた。

（3）	東電は当面受入れないと方針転換

こうしたなかで、特定技能外国人の送り出し国の
ひとつであるベトナム政府は、同国の技能実習生を
除染作業で不当に被ばくさせないよう日本政府に
要請したことがある。ベトナム政府は、特定技能の
ベトナム若者たちが、合法的に被ばくさせられること
に重大な懸念を持っている。
5月21日、根本厚労大臣は記者会見で、急きょ東
電に対し通達を出し、福島第一原発における廃炉
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作業で特定技能外国人労働者を放射線業務に
従事させることは慎重に検討し、その検討結果を
報告するよう求めた。5）

厚生労働省の通達を受けた東電は、翌5月22日、
検討結果を厚生労働省に報告した。「日本語や日
本の労働習慣に不慣れな労働者に対する安全衛
生管理体制を確立する必要があること、放射線に
関する専門知識がない労働者が作業することに
起因した労働災害・健康障害が発生する恐れが
ある等の課題が想定されることもふまえ、当社とし
ても、きわめて慎重に検討する必要があると考えて
いる」「安全衛生管理体制の確立やリスクアセスメ
ント及びその結果に基づく措置の実施、安全衛生
教育の実施については、発電所の現場状況をふま
え、適切に行うことができるかどうかについて、より
慎重に検討すべきと考えており、同検討には相当
の時間を要する」「以上のことから、当面の間、発
電所での特定技能外国人労働者の就労は行わな
いこととする」ことにした。6）

（4）	特定技能外国人労働者と被ばく労働

政府は移民政策をとらない外国人労働者の導
入策として、2018年の入管法改正により「特定技
能」の在留資格を新設し、人手不足の特定産業の
14分野に34万5千人の外国人労働者を受入れる
方針を打ち出した。日本における移住労働者政策
は大きな転換期を迎えている。
各省庁では特定技能外国人労働者が従事す

る業務の範囲、基準を定めているが、関連する業
務や付随する業務の定義が極めてあいまいであ
り、放射線管理業務や除染業務に従事させられる
おそれがある。また、技能実習生制度がそうであっ
たように、今後、事業者の要求に応じて対象業務
の範囲が拡大する可能性もある。
政府が慎重検討を求め、東電が「当面の間」受
入れないということになったものの、楽観はできない。
そもそも今後の福島第一原発の廃炉までには30年
～40年以上かかるとされている。毎日、数千名を超
える作業員が事故収束・廃炉作業に安定して供給
される保障はない。人材確保が困難として、将来、
建設業分野等で廃炉や除染業務が関連・付随作

業として認められる可能性は否定できない。
いかなる特定分野の業務であれ、特定技能外
国人労働者を福島第一原発構内や除染作業で
の被ばく労働に従事させるべきではないと考える。
N4レベルの日本語能力の確保、外国人が理解でき
る法令周知や安全衛生教育・訓練の実施、帰国後
の健康管理と放射線障害への補償等々、特定技
能外国人労働者を受入れる元請や下請事業者に
それらの問題をクリアできる能力や支援態勢がある
とは思えない。東電は発注者であり、特定技能外
国人労働者の受入れと管理は、あくまで元請及び
下請事業者の責任で実施しなければならない。こ
うした状況においては、特定技能外国人労働者を
放射線障害の健康リスクのある被ばく労働に従事
させるべきではないと考える。
当面、福島第一原発での就労はなくなったもの

の、建設分野等の業務で関連・付随業務として除
染作業を行うことは容認されている。特定技能外
国人労働者の被ばく労働の実態を注視して
いかねばならない。
1）	 東京電力ホールディングス「廃炉に向けたロードマッ
プ」
	 http://www.tepco.co.jp/decommission/project/
roadmap/index-j.html
2）	 東京電力ホールディングス「中長期ロードマップの
進捗状況（廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会
議）」2019年4月25日第65回事務局会議【資料2】中長
期ロードマップ進捗状況（概要版）
	 http://www.tepco.co.jp/decommission/
information/committee/roadmap_
progress/2019-j.html
3）	 東京電力ホールディングス「福島第一原子力発電
所にて放射線業務に従事した作業者の被ばく線量の
評価状況について」2019年4月24日
4）	 厚生労働省「東京電力福島第一原子力発電所緊
急作業従事者の長期的健康管理の実施状況につい
て」（平成29年10月23日）
5）	 厚生労働省「東京電力福島第一原子力発電所に
おける特定技能外国人労働者に対する労働安全衛
生の確保について」（令和元年5月21日）［48頁参照］
6）	 東京電力ホールディングス「福島第一原子力発電
所における外国人労働者に対する安全衛生の確保
の徹底に係る厚生労働省通達に対する報告につい
て」（2019年5月22日）

特集／福島第一原発における被ばく労働の現状と課題
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2019年3月13日、韓国からのゲストを招いて、第2
回「なくそう労災職業病」交流会を大阪で開催し
た。第1回交流会は2017年12月に開催したが、化
学物質ばく露などから多くの職業病被害者を出し
たサムソン電子を相手に、10年闘ってきた被害者
たちとその支援団体のパノリムを応援しようという
主旨で計画したものだった。パノリムの闘いについ
ては、本誌2018年12月号などで紹介している。
パノリムが活動を始めたのが2007年、そのきっか

けになったファン・ユミさんの白血病死が労災と認め
られてからは、訴訟によらずとも労災と認められる
ケースが増え、2015年には専門家や有識者による
調停委員会が作られた。ところが、サムソン側が調
停委員会の出した調停案を拒否して、独自の補償
制度をスタートさせたため、パノリムは2015年10月
より、サムソン本社前で抗議のテント籠城を開始し
た。前回の集会に招いたときは、解決を見ないまま
2年あまり籠城が続いていた。
そして2018年7月、サムソンとパノリムの両者は、
調停委員会の作成する調停案を無条件で受け入
れるという合意に至った。1,023日目にテントは撤収
された。その後、11月23日に、仲裁判定履行合意

協約式が行われ、正式に仲裁協約に調印された。
3月13日の集会では、パノリムに調停合意までの
経過報告を依頼した。

パノリム、「シーズン2」開始

今回のなくそう労災職業病集会の内容は盛りだ
くさんであった。
まず、「クリーンルームの話」というサムソンの被
害者たちを取材したドキュメンタリーを上映した。
パノリムがIPEN（国際POPs［残留性有機汚染物
質］廃絶ネットワーク）という化学物質の環境汚染
問題に取り組むネットワーク組織の助成を受けて
作成したものだ。以前に映画「もうひとつの約束」
やテレビの特集番組「ゴム靴の花」の上映も行っ
たが、これらが「闘争」を描いたものだったのに対し
て、今回のドキュメンタリーは、被災した元労働者と
その家族のインタビューで構成され、発病後の彼、
彼女の病状、生活、現実をリアルに見せる内容だっ
た。前回と今回も日本に来てくれたカメラマンのイ・
ビョングクさんが撮影した。
次に、サムソン電子半導体工場の元労働者、ハ

サムスン半導体職業病被災者
双方向の往来で一層の連帯
大阪でなくそう労災職業病交流会
関西労働者安全センター
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韓国サムスン職業病被災者と連帯

ン・ヘギョンさんが、パワーポイントを使って話をした
（次頁左写真右側）。
ハンさんは、脳腫瘍の後遺症で手足が不自由で
発語もスムーズにできない。そんな彼女が、日本ま
で来て実体験を話してくれた。1995年、高校3年生
のときにサムソン電子に入社し、ディスプレー工場
で3交代勤務をした。基板の部品検査やハンダ付
け作業に従事し、イソプロピルアルコール、アセトン
などに曝され、様 な々フラックスも使用した。仕事を
はじめてからいつも疲れている状態になり、生理が
なくなる、顔にできものがたくさんできるといった症状
で心配になって、6年目に退社。しかし、2005年に
脳腫瘍を発症し、手術を受けた。2008年にパノリム
を知り、2009年に脳腫瘍で初めて労災申請した。
残念ながら労災認定されなかったが、その後、脳
腫瘍で労災と認められる人が出はじめた。話の最
後にハンさんは、こうしたことが再び起こらないよう
にすることが重要だと訴えた。ハンさんは、リハビリ
のために絵を描いている。会場にはその絵が展示
され、その絵をあしらったマグカップも販売された。
次に、パノリムの運動の中心を担ってきたイ・ジョ

ンラン労務士（次頁右写真右側）から、「サムソン
電子職業病闘争」について報告を受けた。
最初は把握していた被災者はファン・ユミさんの

みだったので、工場前で抗議行動をしたり、垂れ幕
を出して、被災者や情報提供者を探していった。
昨年調停合意後は、情報提供者が増えて200人

以上から連絡があった。2019年2月までの情報提
供は616人分で、うち185人が死亡している。サムソ
ン電子では444人でうち132人が死亡している。ま
た、この中に入っていない、不妊や流産という被害
もとても多い。パノリムはこれまでに14回労災の集
団申請を行い、その人数は137人。当初はほとんど
認定されなかったが、少しずつ認定数が増加し、こ
れまでに43人が労災と認められた。
また、闘いの中で警察に弾圧されたり、サムソン
からお金を支払うから労災申請を放棄するように
圧力をかけられたり、被害者は二重に傷つけられ
てきた、とイ労務士は、被災者が警察やサムソンの
警備員に取り囲まれている写真を示した。
今回の和解で、サムソン電子は公開謝罪をし、
500億ウォンを出資して安全のためのセンターを開
設した。しかし、これで終わりではなく、「シーズン2」
のはじまりであると、イ労務士は言う。
サムソンは、これまで使用した化学物質を明らか

にしておらず、今後、化学物質の詳細を公開するこ
とを求めていく、また、労災認定が幅広く容易にで
きるようにがんばっていくとした。

非正規職と安全の問題を問いかけた
キム・ヨンギュン闘争

次に同じくパノリムのチョ・スンギュ労務士から、
韓国の非正規労働者の運動について報告しても
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らった。
2018年11月、泰安（テアン）火力発電所で働く
24歳の非正規労働者キム・ヨンギュンさんが、石炭
運送用のベルトコンベアに、巻き込まれて死亡する
事故があった。彼は、夜中薄暗い場所で、コンベア
を稼働させた状態で1人で作業しなければならな
かった。彼は、これら危険な作業について発電所
に改善を要求していたが、下請け労働者であるた
めに反映されることがないまま、事故で死亡した。
彼の母親や所属する労働組合が遺志を継ぎ、大
勢がデモを行った。
この事故をきっかけに起こった「キム・ヨンギュン
闘争」で問題となっているのは、「危険の外注化」
である。労働安全について元請に責任を持たせな
ければいけない。2か月の闘争後、一定の解決を
みた。発電所の非正規労働者を正規職化するこ
と、28年ぶりに産業安全保健法が改正されて、元
請の管理責任が拡大され、処罰が強化されたこと
などだ。それに加えて、この闘争で被害者・家族間
の連帯が作られた。この中で、企業処罰法が必要
という声が上がってきている。パノリムのシーズン2
でも、企業責任の追及などを続けていく。

アジアの連帯の輪を広げよう

最後に全国労働安全衛生センター連絡会議の
古谷杉郞さんから、国際的な労災職業病をめぐる

状況について報告してもらった。ヨーロッパ・アメリ
カなど西洋の労災職業病ネットワークの紹介からは
じまって、アジアでは労働者のみならず周辺住民に
も多くの死亡者を出した工場でのガス漏れ事故、
火災事故などをきっかけに、労災の問題がクローズ
アップされ、アジア規模のネットワークの形成に至っ
たことなどが紹介された。今回の集会のような国
際的な交流の場は重要で、これからも続けていくべ
きだろう。
集会には約60人が参加した。
今回来日したパノリムのメンバーは、集会で発表

した3人とカメラマンのイ・ビョングクさんと漫画家の
キム・ソンヒさん（左写真左側）。キムさんは、パノリ
ムの運動のシンボルになっている防塵服を着た少
女の絵を描いた人である。5人は集会後さらに3日
滞在し、日本観光を楽しんだ。ハン・ヘギョンさんが、
発病後に登山ができなくなったため、高いところへ
行ってみたいと希望したので、六甲山にも一泊し
た。サムソン職業病問題がすべて解決したわけで
はないが、ひとつのステップにいたったことで、少し
は安心して日本観光を楽しんでもらえたと思う。
調停合意の協約式にあたって、ファン・サンギさ

んの語った言葉が印象に残っている。「今日のサム
ソン電子の代表理事の謝罪は、率直に、職業病被
害家族に充分だったとは思いません。この11年間、
パノリムの活動をしながら、数えきれないほど騙さ
れ、侮辱されました。職業病の苦痛、愛する家族を



20   安全センター情報2019年7月号

失った痛みを考えれば、実際どんな謝罪も充分で
はないでしょう。だから私は今日の謝罪を、サムソン
電子の『確約』と思って受け容れようと思います。」

パノリムの「シーズン2」とも今後も連帯し、労災職
業病根絶、労働者の安全のためにがんばっ
ていこう。

ファン・ユミさん追悼文化祭に参加
故郷の束草でも追悼行事

サムソン電子半導体工場の労働
者であったファン・ユミさんが亡くなっ
てから12年が過ぎた。
命日である3月6日には毎年追悼式

が行われている。これまではサムソン
電子本社前で行ってきたが、今年は
ソウル市内で会場を借りて行うことに
なった。
わが国においてもこの事件を題材

にした韓国映画「もうひとつの約束」
の上映会を何度も開催し、多くの賛
同者から支援も得てきた。映画のと
おり、ユミさんの事件は労災として認
められたが、原因究明や予防対策などの根本的
な解決に向けての話し合いにサムソン電子は協力
せず、独自に被災者への補償を決めて、被災者や
遺族をお金で黙らせるという方針を示した。これに
抗議するべく、ユミさんの父親であるファン・サンギさ
んらパノリムによってサムソン電子本社前で約3年
に及ぶ籠城が行われたが、ようやくサムソン電子も、
「サムソン電子半導体など事業場での白血病など
の疾患発病に関連する問題解決のための調停委
員会」の仲裁を受け入れることに同意した。今回
の追悼式は、ユミさんをはじめとする被災者の冥福
を祈り、これ以上被災者を出さないようにすること、
サムソン電子のように労災被災者が大量に発生す
る事業所に刑事罰を処すための運動を展開するこ
とを誓う第一歩となる。
文化祭とタイトルを打って毎年開催されていると

いうが、今年は映像、音楽、詩の朗読といったプロ
グラムが静かに進んでいった。参加者全員による

黙祷ののち、これまでに倒れていった労働者が元
気だった頃の写真を、「もうひとつの約束」のメイン
テーマ曲「Bye	My	Dear」をバックに流していく。
美しく、また幸せそうな写真から、何事もなければ被
災者が送ることのできたはずの人生が容易に想像
できるが、いずれも20代から30代でその生の幕を閉
じている。一家の働き手だったのか、あるいは自慢
の息子や娘だったのか、ファン・サンギさんと同じ経
験をした家族の記録は、一枚の写真でも映画と同
じように伝わってくる。
音楽は、「もうひとつの約束」で、白血病で亡くな

るユンミを演じたパク・ヒジョンさんが劇中で自ら歌っ
た「回想」を披露し、音楽担当のヨン・リモクさんが
「Bye	My	Dear」を英語と韓国語で歌うという豪
華な内容で、最後はパノリムの音頭で、「一緒に行
こう、この道を」を参加者全員で歌って終了した。
若いパノリムのメンバーがこれからも闘い続けると
いう決意を示し、歌でみんなを誘ったことで、これか

韓国サムスン職業病被災者と連帯
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らの支援もさらにひろがっていくことにちがいない。
この日のファン・サンギさんの言葉の中に、「毎年、追
悼文化祭をサムソン電子本社前でやってきたが、
いつも寒い日だった。今日は皆さんを暖かい室内に
お迎えできてよかった」というものがあったが、暖か
かったのは、たんに屋内で開催したからというだけ
ではなかっただろう。
忘れてはならないのは、会場の外に展示された

ハン・ヘギョンさんの描いた絵である。サムソン電子
LCD工場で就労し脳腫瘍を発症した彼女は、言
語機能や歩行に障害を残し、現在も車椅子が必要
である。被災者であるが、これからは労働者を癒や

す手の持ち主でありたいとリハビリに励む。彼女の
描いた花や手の絵は、必ず日本の集会にも持って
きてほしいと頼んだ。

ファン・ユミさん墓参

追悼文化祭に先立つ3月2日、ユミさんの故郷で
ある束草で、彼女の墓参りをした。パノリムのメン
バーを中心に、ソウルから40名もの参加者が3時間
ほどかけて束草に向かう。
映画「もうひとつの約束」で、劇中の印象的な
場面のひとつである、父親による散骨のシーンは事
実に基づくもので、ユミさんの墓碑はない。まずは
その場所に祭壇を設け、供物を供えて故人の冥福
を祈った。季節柄、蔚山岩（左下写真）をはっきりと
拝むことはできないかと思ったが、この日は雲も少な
く振り向けばすぐ側に蔚山岩がせまっている。しか
し、今日はもっとよく見える、手を伸ばせば蔚山岩ま
で届くと言われる山を登ることになっており、再びバ
スに乗って麓の寺院まで向かう。
山道は雪が残り、ぬかるんで歩きにくいところも

あったが、道のりは険しいものではなく、1時間半ほ
どで山頂に到着した。開けた山頂から臨む蔚山岩
は映画のどのシーンとも異なる姿を示す。



22   安全センター情報2019年7月号

映画の中では、蔚山岩について主人公が説明
するシーンが2回ある。神が国中から岩を集めて朝
鮮半島北部の名山である金剛山を造ろうとした。
南端に近い蔚山からも岩がえっちらほっちらやって
来たが、途中にある雪岳山で休憩し、そのまま座り
込んだ、という逸話である。今回、ファン・サンギさん
から直接この話を聞くことはなかったが、ご自身のタ
クシーに乗って来て下さったので、映画の冒頭で乗
客に蔚山岩の由来を話すシーンを思い出した。
束草はソウルから鉄道で行ける地にはなく、山間

部を縫うように走る高速道路をバスで数時間かけ
て向かう。ソウルで籠城していた頃も、ファン・サンギ
さんは何度もこの距離を往復し、それ以前はイ・ジョ
ンラン労務士も労災の相談のために毎週のように
束草のファン・サンギさんの下にバスで通ったものだ
と言っていた。絶壁のようにそびえ立つ蔚山岩が
越えられない壁のように威圧してくるかのように見え
た日もあったに違いないが、これからはユミさんが祀
られる山として、常にパノリムの側で見守って
いく山となってくれるだろう。

［論評］

半導体がん疫学調査、労働者健康権
のためにもう一歩前に

－半導体労働者を10年間追跡した疫学調査の結果、血液がんの発生と死亡の危険の高さを確認

－胃がん、乳がん、腎臓がん、一部稀貴がんも発生の危険が高い

－原因糾明と協力業者の労働者を含む予防対策作りが切実

2019年5月22日、［韓国］安全保健公団が、10年
にわたった疫学調査で出した「半導体作業環境が
血液がんに影響を与えた可能性が大きい」という
結論に、万感の思いが交差します。11年を越えて
被害者が訴えてきた事実を確認した様子です。容
易でなかったであろう研究を遂行した方々の労苦
も記憶しなければなりません。
研究内容には物足りなさもあります。もっと大き

な危険に曝露した協力業者の労働者が含まれな
かった点と、作業環境と化学物質に対する資料
の限界によって、がんの原因を突き止めることがで
きなかった点です。性急な結論も憂慮されます。
2011年以後の血液がんの減少が作業環境改善
の結果であれば幸いですが、そのように判断する
には根拠が足りません。がんの危険が協力業者の
労働者に転嫁されていないかも、確かめなければ
なりません。胃がん、乳がん、甲状腺がんが高く出
たのも、たんに健康診断の機会が増えたためでは
なく、夜間交代勤務や放射線曝露の影響のためな

のかも、調べなければなりません。
今回の研究結果は、私たちの社会が解決すべ

き宿題を残しました。まず、政府は、職業性がんの
労災認定の敷居を一層低くしなければなりません。
政府機関が10年研究しても職業性がんの明確な
原因を見付けにくかったのに、被災労働者が立証
するのはどれほど難しいでしょうか。二番目に、下
請け・協力業者など、高危険群を含む作業環境と
化学物質の情報を忠実に確保し、原因を明らかに
するための研究を続けなければなりません。三番目
に、このような研究ができるためには、企業が作業
環境と化学物質に関する情報を、責任を持って、
透明に、提供しなければなりません。四番目に、半
導体労働者の健康を効果的に保護できる作業環
境の管理方法と基準を作らなければなりません。
現在の作業環境測定方式や曝露基準では、労働
者の健康は保護できないということが確認されたか
らです。

韓国サムスン職業病被災者と連帯
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○血液がんは、最も多くの情報提供を受け、最も多
くの労災を申請した疾病です。
※パノリムが情報提供を受けた半導体の白血
病は57人（死亡34人）、リンパ腫は29人（死亡
5人）

○しかし、永い間、勤労福祉公団は証拠が足りない
として労災と認定せず、サムソンなどの企業も作
業環境との関連性を頑強に否認してきました。
○被害者は、過度な立証負担の緩和、迅速な労災
認定、原因糾明と予防対策を要求して、永い歳
月をギリギリで闘ってきました。
※最初に認定されたサムソン半導体での白血
病による死亡者・ファン・ユミさんの労災認定ま
でに7年2か月かかりました。

○その結果、いろいろな被害者が裁判所と勤労福
祉公団で労災と認められ、2018年には、雇用労
働部が、血液がんなど8つの疾病に対する立証
負担を緩和する方針を立てました。
※雇用労働部の2018年8月7日の報道資料「す
でに業務関連性が認められた事例と同一ま
たは類似の工程従事者に発生した8種の疾
患は、業務関連性判断の過程を簡素化し、労
働者の過重な立証負担を減らす」（白血病、
多発性硬化症、再生不良性貧血、卵巣がん、
脳腫瘍、悪性リンパ腫、乳がん、肺がん）

○方法がなかったところに道を作ってきた被害者
の涙ぐましい闘いの結果でした。今回の疫学調
査の結果は、このような努力の正当性を再確認
したものです。

研究結果が歪曲・悪用されず、半導体労働者の
健康権を保護するために正しく利用されるように願
います。

○2011年以後の半導体工場はさらに安全になっ
たのか？
－	非ホジキンリンパ腫と白血病の大部分は2010
年以前の入社者に発生しました。研究陣はこ
れについて、「工程の自動化、生産する製品、
取り扱い原料資材の変化など、作業環境の
影響が変った可能性」を提示しています。

－	だが、速断する前に、過去と現在の作業環境
にどんな差があるのか、具体的な資料を検討
しなければなりません。また、下記のように合
理的に推定される地点も検討しなければなり
ません。
①　半導体工場の危険作業を協力業者に外
注化した影響の場合もあります。
	 	 パノリムに情報提供してきた被害者のうち、
パク○○さん（サムソン半導体華城工場の下
請け業者に2013年5月に入社、2014年7月に
白血病発病）、ヤン○○さん（サムソン半導体
華城工場の下請け業者に2011年11月に入
社、2014年12月にリンパ腫発病）のケースがこ
れに該当します。
②　2011年以後の入社者に対する観察期間
が短くて起こった可能性もあります（今回の研
究では、2015年までの発病資料を分析したた
め、2011年以後の入社者に対する観察期間
は5年以下です）。
	 	 パノリムへの情報提供者のイ○○さん（サ
ムソン半導体華城工場に2015年8月に入社、
2017年7月に白血病発病）のケースがこれに
該当します。

○胃がん、乳がん、甲状腺がんの危険の増加は、た
んに健康診断機会の増加のためか？
－	半導体の女性労働者に胃がんと乳がんによる
死亡の危険が増加したことは、健康診断の早
期発見の効果だとは説明し難いです。夜間
交代勤務など、作業環境の影響を同時に考
慮しなければなりません。

－	甲状腺がんも放射線曝露の影響を強く受ける
という点で、半導体工場の環境の影響を慎重
に検討する必要があります。

○今回もどんな疾患が「統計的に有意な増加が
確認されるか否か」でした。
－	このような結果が、あたかも該当疾患の危険
がまったくないという式に歪曲されたり、勤労
福祉公団の労災申請の棄却理由に悪用され
るのはやめなければなりません。
－	2008年の半導体疫学調査で、白血病の増加
が統計的に有意でなかったという理由で、被
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害者が苦痛を受けた歴史が繰り返えされては
いけません。

今回の疫学調査に高危険群が含まれなかった
点、発病原因を突き止めることができなかった点は
残念です。

○今回の疫学調査では協力業者が含まれません
でした。
－	半導体工場の危険作業は、相当数が構内下
請けと協力業者に外注化されました。

－	危険だった手動の設備が自動化されたとして
も、そのような設備を点検し、補修する協力業
者の労働者は依然として存在しています。

○今回の疫学調査は、1998年以前の入社者を含
んでいません。
－	それ以前の作業環境はいまよりもっと危険だっ
ただろうという合理的な推論が可能です。

○半導体工場の作業環境に関する資料の限界が
大きいです。
－	この研究で調査したがんの発生と死亡は、
1998年から2015年・2016年までなのに、作業
環境と使用化学物質はそれぞれ2013年以後
と、最近2年内の資料を使っています。
－	研究陣が過去の資料をわざわざ収集しなかっ
た可能性よりも、企業が過去の資料を保管し
ていなかったり、提供しなかった可能性が大き
いです。

－	集められた2,014個の製品の物質安全保健資
料のうちの40%に営業秘密が含まれているほ
ど、情報の質も低いものです。

政府と企業は、半導体労働者の健康と人権のた
めの責任を全うしなければなりません。

○政府は職業性がんの労災認定の敷居をより一
層低くしなければなりません。
－	政府機関が10年研究しても職業性がんの明
確な原因を見付けられなかったように、被災労
働者が立証することはより一層難しいのです。
※2018年8月に雇用労働部が立証負担の緩

和政策を導入する以前には、半導体・ディス
プレイ産業の職業病の被害者が勤労福祉
公団から労災と認められるまでに、平均605
日（最長3年10か月）、裁判所を通じて労災
と認められるまでに、平均1,405日（最長7年
2か月）が必要とされました。

－	がんや稀貴疾患など、立証が難しい疾患の立
証負担の緩和政策を拡大して、被災労働者
の権利を積極的に保障するようにしよう。

○協力業者など高危険群を含む作業環境と化学
物質の情報を忠実に確保し、原因を突き止めて
いく研究を持続しなければなりません。
○企業は、作業環境と化学物質に対する情報の
生産と保管、提供の責任を全うしなければなりま
せん。
－	使用物質や作業環境モニタリングの情報が
不十分であれば、どんなに長く研究をしても、
疾病の危険要因を見付けることは困難です。
労働者の担当業務と工程に対する情報が中
身があるように提供されてこそ、高危険群を狭
めていくことができます。

－	企業は、化学物質と作業環境に対する情報を
きちんと作って保管し、公益的な使用のため
に、透明に提供する責任を全うしなければなり
ません。
－	安全保健情報に「営業秘密」が濫用されな
いように、実質的な法と制度的な装置が必要
です。

○半導体労働者の健康を効果的に保護できる作
業環境管理方法と基準をつくらなければなりま
せん。
－	発がん物質への曝露レベルは曝露基準よりは
るかに低かったのに、がんの危険は高く現わ
れました。現在の作業環境測定方式や曝露
基準では、労働者の健康を保護できないとい
う意味です。
－	間歇的な高濃度曝露も頻繁ですが、正しく管
理されていません。

－	半導体産業労働者を保護できる作業
環境管理方法と基準が必要です。
半導体労働者の健康と人権守り（パノリム）

韓国サムスン職業病被災者と連帯
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ハン・ヘギョンさんについに産災承認（労災認定）
ソウル疾病判定委が先月末 「業務の関連性は排除できない」 と判定

1		 正論直筆のために努力されるメディア関係者
のみなさまに感謝します。
2		 サムソンLCD脳腫瘍被害者ハン・ヘギョンさん
が2019年5月30日、勤労福祉公団から産業災害
認定の通知を受け取りました。ハン・ヘギョンさん
は2009年の申請から大法院まで闘って敗訴しま
したが、昨年、再申請しました。その結果10年目
に遂に産災と認められました。このお知らせに関
して、パノリムの立場などの資料を添付します。
3		 パノリムでは10年目に達成したハン・ヘギョンさ
んの認定を記念して、お祝いの音楽会を行う計
画です。
<ハン・ヘギョン産災認定祝い音楽会：あなたに
は花の香りがしますね>

	 	 日時：	 6月14日（金）午後6時
	 	 場所：	チョンドンのフランシスコ会館1階

パノリムの立場

「いまは被害者の声を聴く準備ができている」と
いう意味が込められた、ハン・ヘギョンさんの産災認
定の判定を、心より歓迎します。
ハン・ヘギョンさんは、お母さんのキム・シニョさんと
一緒に、どの誰よりも長い期間を、情熱的に電子産
業の職業病問題を提起してこられた方です。ハン・
ヘギョンさんの初めての産災申請は2009年3月で、
いまは2019年5月です。闘ってきた期間だけでも10
年を超えます。脳腫瘍の診断を受けた2005年10月
からすると14年目のことです。その長い時間、ハン・
ヘギョンさんは肉体的、経済的、精神的な苦痛だけ
でなく、繰り返される産災不承認、サムソンの責任
回避など、多くの困難にぶつかりながら、電子産業
の職業病問題を一途に提起してきました。その結
果、2019年5月30日、ついに本人の脳腫瘍に対して
公式に職業病（産業災害）と認められることになり

ました。
ハン・ヘギョンさんは、サムソン電子LCD事業部

（現サムソンディスプレー株式会社）のモジュール
課で生産職オペレーターとして働いた5年9か月間
（1995年11月～2001年7月）、PCB基板に電子部
品をハンダ付けするSMT工程で、鉛と錫、有機溶
剤などに曝露しました。在職中に生理が止まるな
ど、次第に体調が悪くなるのを感じて退社しました
が、引き続き体調が悪くなり、退社から4年後に脳腫
瘍と診断されました。小脳部に発生した脳腫瘍を
手術で除去しましたが、その後遺症で視覚、歩行、
言語障がい1級の判定を受けました。その後、ハ
ン・ヘギョンさんは、2008年秋頃にパノリムに最初に
脳腫瘍被害の情報を提供し、準備を経て2009年3
月に初めて脳腫瘍に対する産災申請を提起しまし
た。

最初の申請判定の問題点

ハン・ヘギョンさんは、2009年の最初の申請不承
認以後、公団の審査、労働部の再審査、裁判所で
の1～3審、その後、再び公団に再申請による最初
の審議過程（可否同数で保留の決定）まで、全部
で7回の産災判定の場で認められず、2019年4月29
日にソウル業務上疾病判定委員会の再審議によっ
て認められました。8回目に認められたのです。
6回の不承認判定は、脳腫瘍の発病原因に対す

る「医学的研究」が不足であるという点を不承認
の根拠としました。しかし、研究が足りないのは被
害者のせいではなく、現在の医学的知識水準の限
界です。だから、2017年に大法院は、医学的研究
不足を理由に職業病ではないと断定してはいけな
いとしました。
また、6回目の不承認判定は、有害物質の危険
性が十分に明らかになっていないという点を不承
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認の根拠としました。そして、電子産業の多くの有
害要因のうち、比較的その危険性が良く知られた
鉛だけが検討され、錫や有機溶剤、電磁波、交代
勤務などの有害要因についてはまともに考慮する
こともしませんでした。しかし、この10余年の間に、
電子産業の労働者の職業病被害問題が続いて
明らかになり、過去に見過ごされた有害物質の危
険性が少しずつ明らかになりました。いまでは、安
全保健公団がホームページの資料で、ハンダ付け
の過程での錫が主要な有害要因であることを明示
しています。
ハン・ヘギョンさんが経験した最初の申請の過程

の問題を一言で要約すれば、こういうことです。当
時の私たちの社会は、まだハン・ヘギョンさんの話
を、電子産業の職業病被害者の話を、聴く準備が
できていなかったということです。

今回の産災認定の意味

まったく聴く準備ができていない人に話をするの
はかなり難しく困難なことです。しかし、ハン・ヘギョ
ンさんは、挫折せずに、粘り強く自身の話を世の中
に知らせてきました。	ハン・ヘギョンさんが以前に
はなかった道をつくられたので、その道にしたがっ
て、他の脳腫瘍被害者の方 も々自身の話を話せま
した。そして、ひとつふたつと脳腫瘍の産災認定事
例も作られました。
ハン・ヘギョンさんの認定以前に、7人の脳腫瘍
被害者の方たちが産災を認められました。	そして
今回は、ヘギョンさんの話も受け容れられるのでは
ないかと思いました。最初の申請のときは大法院ま
でいって負けましたが、再申請によって正せるかを
確認しました。幸いなことに、民主労総の法律院で
の法的な検討の結果、再申請が可能だと言われま
した。大法院の判決も、行政機関が自ら自身の誤り
を認めて、正しく直すことまでを止めてはいないから
です。このような法的な検討を経て、ハン・ヘギョン
さんは2018年10月16日に、産災を再申請しました。
そして、ついに2019年4月29日、ソウル業務上疾
病判定委員会の審議会議で、ハン・ヘギョンさんも
産災と認定されました。ソウル業務上疾病判定委
員会は判定書で、「▲申請人（ハン・ヘギョン）は約

6年間、サムソンディスプレー㈱でLCDモジュールと
生産職オペレーターとして働き、作業工程の中で、
鉛、錫、ハンダ合金、イソプロパノールアルコールな
どの有害要因に曝露した、▲	2002年度以前の事
業場に対する調査が充分でなかった点、▲申請人
が業務を始めた時期が満17歳で、比較的幼い年
齢に有害要因に曝露したという点、▲申請人が業
務を遂行した1990年代の事業場の安全管理基準
及び安全に対する認識が現在よりも遅れ、保護装
具の未着用と安全措置が不十分なものと判断され
る点、▲最近の脳腫瘍の判例と、判定委員会で承
認された類似の疾病の事例を考慮するとき、業務
関連性を排除できず、申請傷病と業務との相当因
果関係が認められるということが、審議会議に参加
した委員の多数意見であるから、申請人が療養給
付を申請した傷病『脳腫瘍（成人細胞腫）』は産業
災害補償保険法第37条第1項第2号による業務上
疾病と認定される」と認定しました。
今回の産災認定は、大きな意味のある決定で

す。勤労福祉公団は、たとえ最初の申請当時の訴
訟で勝っても、当時の不認定決定の不当さを自ら
認め、自身の立場を変えたからです。
疾病判定委員会が過去の誤った判断を認め

て、いまは違う姿を見せると言っているからです。
パノリムは、今回のハン・ヘギョンさんの産災認定
が、「いまは聴く準備ができた」という意味として残
ることを望みます。いま、私たちの社会がハン・ヘギョ
ンさんの話を、電子産業の職業病被害者の話を、
聴く準備ができたということです。もうひとつ言えば、
「非常に遅くなって申し訳ない」という意味でも残
ることを希望します。電子産業の職業病問題を直
視するのに10年もかかって、申し訳ないということで
す。産災保険の趣旨が、社会的扶助である以上、
これからはそんなに苦しく、そんなに長く待たせて
はいけないということです。

残された課題

ハン・ヘギョンさんが10年間、粘り強く提起してき
た主張があります。本人のように、もうこれ以上は仕
事をして病気に罹って苦しむ人が出てははいけな
いということ、事業場の危険に対しては、企業が隠

韓国サムスン職業病被災者と連帯
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すことができなくさせなければならず、労働者はそ
の危険性について十分な教育を受けなければなら
ないということ等々。この10年の間、多くの変化を作
り出しましたが、未だ労働者の知る権利と健康に働
く権利のためには、進まなければならない道が多く
残っています。パノリムは、ハン・ヘギョンさんが提起
した問題が解決されるその日まで、引き続き進んで
いきます。

ハン・ヘギョンさんとキム・シニョ・オモニの感想

ハン・ヘギョンさん
産業災害認定の知らせを聞いてとてもうれし

かったです。でも、私の考えでは、当然に、私は初め
から産業災害が認められなければならなかったと
思います。そして、このように長い歳月がかかったこ
とをあんまりだと思います。
以前は、中に何か石の塊りがあるようでした。い

まは、産業災害が認められて、少しは気がせいせ
いしました。これからは職場で、現場で、働いて怪
我をしたり、病気なったりすれば、機関は速かに処
理し、私のような人が出てこなければ良いです。
キム・シニョ・オモニ
私たちのヘギョンが産業災害認定されるまでに
非常に長い歳月がかかりました。お医者さんから、
ヘギョンは脳腫瘍だという話を聞いたのが2005年
ですね。この間の時間を考えれば、あまりにも口惜
しいです。再申請を行いながらでも、これが果たし
て上手くいくのかと思っていました。
しかし、このように遅くなったけれども、ヘギョンの
産業災害が認められて、とてもうれしいです。勤労
福祉公団は、これからは私たちのように永い間の不
当さを経験させないように、判定を正しく出してくれ
れば良いです。

ハン・ヘギョンさんの最終陳述書

ハン・ヘギョンさんが2019年4月29日.にソウル疾病
判定委員会の会議で述べて、提出した内容です。
私が働いていた工程が2001年になくなり、私が

その当時、どんなに多く曝露したのか確認すること
ができません。しかし、とんでもないところを調査し
て、曝露が少なかったと結論を出すのは不当です。

実際にラインからは臭いがたくさん出ます。生臭
い鉛の臭いとリフローの中からの臭いがしました。
まだ熱い基板に鼻を近付けて、肉眼で検査をす
れば、臭いは一層激しかったです。
IPA、アセトン、フラックスに曝露することについて

は全く評価せずに、そのまま曝露が低かったと言い
ますが、納得することはできません。
私が仕事をするときは、ビニール手袋もよく破れ

て、素手で薬品に触れたり、マスクをしても臭いが
すべて入ってきました。そのようなものが危険だとい
うことは知りませんでした。誰も教えてくれなかった
ですから。
私が以前に産業災害を認定されなかった理由

は、私の病気の原因が未だよく明らかになっていな
いという理由でした。しかし、いまは変わったと知っ
ています。半導体、LCD工程で脳腫瘍の被害者
がたくさん出て、また、明確に立証できなくても、産業
災害保険の趣旨から、脳腫瘍も産災と認められる
人がたくさん出ました。私にも公正に判定されれば
よいです。
私がきっと産災と認められ、今後は私のような人

が出てこないようになればよいですね。
2019年4月29日　ハン・ヘギョン

（別添は41歳の誕生日祝いの写真）
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クボタ・ショック後、アスベスト問題に関する関係
閣僚会合がまとめた「アスベスト問題に係る総合
対策」では、①「一般環境経由によるアスベスト曝
露による健康リスクが高いと考えられる地域につい
て、周辺住民に対する健康被害に関する実態調
査」、及び、②「一般住民等の健康管理の促進」
が掲げられた。
環境省は石綿の健康影響に関する検討会をつ

くり、2005年度に「兵庫県における石綿の健康影
響実態調査」を実施。2006年度からは「健康リスク
調査」として尼崎市、鳥栖市、大阪府泉南地域で
実施され、2007年度に大阪府河内長野市、横浜市
鶴見区、羽島市、奈良県、2009年度に北九州市門
司区が追加された。健康リスク調査は、第1次2006
～09年度、第2次2010～14年度にかけて実施され
た。しかし、前者の課題に関して、尼崎市について
は「疫学的解析調査」も行ったうえで、「市全域、特
に小田地区等において対象期間内（1955～1974
年）に居住していた者について、労働現場との関
連以外の曝露による発症リスクが高くなっている可
能性」を認めながら、それ以上の解明がなされな
かった。鳥栖市と大阪府泉南地域については、「尼
崎市のような、曝露経路が特定できない者が相対
的に多い地域を見出すことはできなかった」とされ
てしまっている。こうして、「周辺住民に対する健康
被害に関する実態調査」からその原因を特定する
努力を放棄したまま、「一般住民等の健康管理」の
あり方を検討するというかたちになってしまったので
ある。

2015年度からは、「石綿検診（仮称）の実施を見
据え、モデルとなる事業を実施することを通じて、課
題等について調査・検討を行うための「石綿ばく露
者の健康管理に関する試行調査」を実施すること
となり、検討会の名称も石綿ばく露者の健康管理
に関する検討会に変えられた。これには、健康リス
ク調査参加自治体に加えて、2015年度に大阪市、
堺市、芦屋市、西宮市、2016年度に東大阪市、八
尾市、加古川市、2017年度にさいたま市中央区及
び大宮区、2019年度にさいたま市の他の区、東京
都大田区、宝塚市が加わっている。
最終年度である2019年度を前にして、2019年3

月27日に平成30年度石綿ばく露者の健康管理に
関する検討会が開催され、「石綿ばく露者の健康
管理に関する試行調査の主な結果及び今後の考
え方について（案）」が示され、5月になって「案」が
とれた文書も公表された。ここで示された「今後の
考え方」の内容は以下のようなもの（【】内は「案」
段階での表現で、公表版では修正されている）。
①	 石綿の大量曝露が推定される集団【石綿関
連疾患のリスクがある集団】＝広範囲のプラーク
等の所見、じん肺法上の第1型以上の線維化の
所見を有する者→将来的に石綿関連疾患を発
症する可能性が高いため、専門医による個々の
所見や症状に応じた経過観察の対象になると考
えられ、集団を対象とした健康管理【従来の健
康管理】の枠組みの対象とはならない
②	 石綿の曝露が推定される集団【石綿関連疾
患のリスクが否定できない集団】＝①ほど明確な

試行調査の結果と今後の考え方
健康管理体制の確立放棄？

施行調査の主な結果と今後の考え方
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発症リスクは有しないが、職歴等や石綿関連所
見の存在から一定の石綿曝露を受けた可能性
が高い【ことが確実】とみられる集団＝直接・間接
的な職業曝露や家庭内曝露があったことが分
かっている場合（本人や家族の職歴以外にも考
慮すべき点があるか等、今後具体的な検討が
必要）、限局的な（広範囲ではない）胸膜プラー
クのみの所見を有する者等（どのような所見が
対象となるか精査をしつつ、別に考慮する必要）
→毎年のCT検査を受けることは推奨されない
が、健康管理の在り方を検討する上でのさらな
る知見の収集が望ましい。追加的な検証を行っ
ていくことが必要。（注：環境曝露を受けた可能
性のある者は考慮されていない。）
③	 石綿の曝露が不明な集団【石綿関連疾患の
リスクが推定できない集団】＝①②以外の者→
追加的な検診は設けずに、既存健診など既存
のエックス線検査の機会を捉えて、石綿関連疾
患が発見できるよう、体制を整備していくことが考
えられる。→結果的に、「公共政策として検診モ
デルを積極的に推進する根拠は弱い」と退ける
一方で、「既存健診が一つの機会として活用さ
れることを想定しつつ、当面、読影体制の誠意日
については、国が支援していくことが望まれる」と
している。
これは、「大まかな方向性の提示を試みた」「中
間とりまとめ」とされ、わかりにくい文章だが、環境省
が、全国連や検診参加自治体が要望する健康管
理体制の確立も、「石綿検診（仮称）の実施」も放
棄しつつあることは明らかなように思われる。
（石綿対策全国連絡会議第31回総会議案より）

中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の会は、5月
10日に環境省に以下の要求書を提出して、話し合
いを開始している。
1		 胸部CT検査を軸とした現在のアスベスト検診
を、恒久的な健康管理制度として継続すること。
2		 労働者のアスベスト検診と同じように、受検者
について「健康管理手帳」を作成すること。
3		 国による石綿のずさんな管理・放置の結果、現
在の大きな被害を生み出していることから、検診

実施に伴う費用負担は受検者・自治体には課さ
ないこと。
4		 「中間とりまとめ」（案平成31年3月）に言う
「一般集団」を対象とした石綿の公的検診モデ
ルとは、どのような事例を指しているのか。実例を
あげてその内容を説明されたい。（私たちは聞き
取りで発症のリスクを相当特定できると考えてい
る。）
5		 胸膜プラークと石綿関連疾患の「発症リスクを
関連づける知見は十分ではない」としているが、
知見を得るための研究は行なわれてきたのか。
尼崎についての見解はどうか。

また、さいたま市、大阪市、堺市、八尾市、泉南
市、阪南市、尼崎市、西宮市、芦屋市、加古川市、
北九州市の担当部局長は、3月18日に連名で、環
境省に以下のような要望事項を提出している。
1		 試行調査に関する総括及び上記検査手法の
変更［CT検査主体からの大幅変更］に至った
根拠を明確に示すとともに、国においてもその内
容を住民に十分に説明し、理解を得ること。
2		 健康管理制度の構築にあたっては石綿ばく
露の可能性のある住民が無料で受診できること
及び地方自治体の財源負担を伴わないものとす
ること
3		 新たな健康管理制度については、これまでの
調査等の結果を踏まえて構築するとともに、住民
が受診しやすいよう各地域の実情にあわせたも
のとすること。
4		 石綿ばく露者は一般の検診受診者等に比して
石綿関連疾患に関するリスクが高いことから、新
たな健康管理制度の枠組みの中で胸部CT検査
など必要な検査を受診できる体制をつくること。
5		 仮に胸部X線検査を主体とした健康管理制度
に至った場合、ばく露の聴取及び石綿関連読影
の精度担保ができる手法を示すとともに、自治体
においてその体制が整うまでの間、必要に応じて
読影精度が担保される組織を構築すること。
6		 既存検診を活用する場合においては、円滑な
連携のため、厚生労働省を通じて関係部
局への協力依頼を行うこと。
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Ⅰ　はじめに

環境省においては、平成18年度以降、第1期石
綿の健康リスク調査及び第2期石綿の健康リスク
調査（以下「リスク調査」という。）を実施し、一般環
境を経由した石綿ばく露による健康被害の可能
性があり、調査への協力が得られた7地域（16自治
体）において、石綿取扱い施設の周辺住民に対し
て、問診、胸部エックス線検査（以下「エックス線検
査」という。）、胸部CT検査（以下「CT検査」とい
う。）等を実施してきた。これにより、石綿ばく露の状
況の違い等による石綿関連所見や石綿関連疾患
の発生状況の比較等を行い、石綿ばく露者の中・
長期的な健康管理の在り方に関して、一定の知見
を得た。
平成27年度以降は、リスク調査で得られた知見

を踏まえつつ、石綿検診（仮称）モデル（以下「検
診モデル」という。）の実施に伴う課題等を検討す
るため、「石綿ばく露者の健康管理に係る試行調
査」（以下「試行調査」という。）を行うこととなり、同
調査をはじめ石綿ばく露者の健康管理に関するこ
とについて専門的見地から評価、検討及び助言を
行うため、環境省環境保健部長の招集により、本
検討会が設置された。本検討会は公開で行われ、
事務局は環境省が務めている。
今般、平成27～29年度までの試行調査の実施
状況等を踏まえ、試行調査の主な結果及び今後の
考え方について、中間とりまとめを行った。

Ⅱ　試行調査の概要について

平成27年度より開始した試行調査では、エック

ス線検査及びCT検査による初期評価に加えて、
定期的なエックス線検査等によって石綿ばく露者
の健康管理を行う検診モデルの確立と実施に伴う
課題を抽出するために、自治体の協力を得てモデ
ル事業を試行してきた。試行調査の実施に当たっ
ては、全国の自治体を対象に参加を募り、参加を希
望する自治体全ての協力を得た。

1.	 検診モデルの試行

試行調査では、検診モデルの主な要素として、
以下を想定した。
① 石綿ばく露の把握

質問票を用いて、参加者より呼吸疾患等の既往
歴、本人・家族の職歴等を詳細に聞き取ることとし、
石綿に関する健康管理等専門家会議による「石
綿ばく露把握のための手引き～石綿ばく露歴調査
票を使用するに当たって～」（平成18年10月）等を
参考にし、十分な知識を持った者が対応することと
した。
② 画像検査及び読影

参加者の石綿ばく露を把握した結果、石綿ばく
露の可能性が認められる場合には、初期評価とし
てエックス線検査及びCT検査により石綿関連所
見の有無等を確認し、翌年以降は既存検診による
定期的な健康管理を行うこととした。
なお、エックス線画像は可能な限り肺がん検診
等で撮影したものを取り寄せ、既存検診や職場検
診等でエックス線検査を受ける機会が全くない者
に対しては、追加でエックス線検査をすることも可
能とした。
また、画像の評価に当たっては、読影委員会を

石綿ばく露者の健康管理に係る試行調査の
主な結果及び今後の考え方について

（中間とりまとめ）
平成31年3月　石綿ばく露者の健康管理に関する検討会

施行調査の主な結果と今後の考え方
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設置するなど石綿関連疾患に精通した複数の専
門家によって読影を行うこととした。
③ 保健指導

健康管理に役立てるため、石綿ばく露について
医師が評価をした後に、医師、保健師又は看護師
を以て、原則として全員に対して対面で保健指導
を行うこととした。
更なる検査が必要とされた場合は、早期の医療
機関受診を促し、更なる検査の必要がないとされ
た場合は、「石綿ばく露の健康管理に関する保健
指導マニュアル（平成29年3月環境省環境保健部
石綿健康被害対策室）」（以下、「保健指導マニュ
アル」という。）を参考にし、以降は肺がん検診等を
活用した定期的な健康管理に努めるよう指導する
こととした。
なお、自治体の判断により肺がん検診等を活用

した定期的な健康管理が必要とされた者に対して
は、肺がん検診等の受診を勧奨し、自己の健康管
理に役立てるため、検診の受診歴等の項目を記載
できる受診カードを配布することとした。
また、検診モデルの対象者は、原則下記の要件
をすべて満たす者とし、その他の要件（年齢、性別
等）については、個々の自治体における石綿関連
所見や石綿関連疾患等の発生状況に応じて、自
治体が決定できるものとした。
①	 現在対象自治体に居住している者
②	 調査対象地域やその周辺で石綿取扱い施
設が稼働していた等石綿飛散が発生した可能
性のある時期に、当該調査対象地域に居住して
いた者
③	 対象自治体等が検査を実施する医療機関等
で検査を受けることができる者
④	 試行調査の内容を理解し、調査への協力に
同意する者

2.	 試行に伴う課題の抽出

自治体を通じて、自治体の担当者、医療機関の
担当者等に対して、ヒアリング調査又はアンケート
調査等を実施することにより、検診モデルの試行に
伴う以下の課題について、抽出・検討を行うこととし
た。

①	 実施体制
②	 既存の検診事業との連携
③	 人員、施設等確保
④	 対象者
⑤	 対象地域
⑥	 検査内容・検査頻度
⑦	 結果の通知及び保健指導
⑧	 費用
⑨	 精度管理
⑩	 その他

3.	 参加者の不安の変化等に関する調査

健康管理を通じた参加者の健康不安の変化及
びその要因等についても調査することとした。
① 実施方法

調査は自治体を通じて検診モデルの参加者に
郵送によりアンケート用紙を配布・回収することで実
施した。
平成27年度・28年度の参加者については調査

を実施していなかったため、平成29年度に過去2
年間の参加者について、両年度の参加者につい
て重複がないようにアンケート用紙を配布した。ま
た、平成29年度の参加者については、過去の参加
の有無に関わらずアンケート用紙を配布した。
② 主な調査事項

○	 参加の前の不安の内容と原因
○	 参加の前・後での不安の変化とその理由
○	 参加した内容（ばく露聴取・エックス線検査・
CT検査・保健指導）
○	 検査の結果
○	 喫煙状況や禁煙した場合はその契機など

Ⅲ　結果の概要

平成27～29年度で25自治体において検診モ
デルを試行し、のべ6,208人が参加した（平成27～
29年度に対象自治体から報告された結果の取りま
とめデータ編（以下「データ編」という。［省略］）表
2-1、表2-2）。

1.	 検診モデルの試行状況及び課題

（1） 石綿ばく露の把握について
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【主な結果】
・	平成27～29年度に石綿ばく露の聴取を行った
参加者のうち、平成27年度に石綿のばく露の聴
取のみに参加した者を除いたのべ6,142人に対
して、石綿ばく露の分類を行った（データ編表
6-2）。平成29年度（2,260人が参加）の分類結
果は、ア）主に直接職歴557人（25％）、イ）主に間
接職歴238人（11％）、ウ）主に家庭内ばく露294
人（13％）、エ）主に立ち入り等225人（10％）、オ）
その他946人（42％）であった（データ編表6-2参
考）。
・	石綿ばく露の聴取の実務を行う者（複数回答）
は、保健師（23自治体）が最も多く、次いで看護師
（7自治体）、事務職（6自治体）であった。
・	聴取にかかる時間は自治体によりばらつきがあ
り、短い自治体で一人あたり10分、長い自治体で
は1時間以上かけている場合もあった。
・	聴取の実施時期（複数回答）は、予め指定した
日に行っている自治体と、任意の日に行っている
自治体が15自治体ずつであった。

【抽出された課題】
・	聴取を丁寧に行うためには、非常に時間がかか
る。
・	ばく露から数十年経っているため、覚えていない
などの理由により、詳細な聴取が困難な場合が
あった。
・	参加者が高齢で身体的制限を抱えている場合
は、技術的な困難さがあった。
	（例：質問票の記載ができない、電話や来所に
よる聴取ができない等）

（2） 画像検査及び読影について

【主な結果】
・	平成27～29年度にCT検査を受診した者は、の
べ4,719人であった（データ編表2-1、表2-2）。
・	初期評価のためのCT検査は初回のみの実施
を想定していたが、2回目以降の受診時にもCT
検査を希望する者が多く、平成28年度にCT検
査を受けた者の約60％、平成29年度にCT検査
を受けた者の約54％が少なくとも2年間連続で
CT検査を受けていた（データ編表4-1、表4-2）。
・	平成27～28年度に受診カードを配布された

1,814人のうち、平成29年度に肺がん検診での
み健康管理を行った者は327人（約18％）であっ
た。一方、平成29年度も引き続き、試行調査に
おいてCT検査を受けた者は671人（約37％）で
あった（データ編表7）。
・	平成27～29年度にエックス線画像の読影を実
施した者は、のべ2,906人であった（データ編表
2-1、2-2）。
・	肺がん検診等の既存検診からのエックス線画像
の取り寄せは、15自治体で実施していた。また、
既存検診とは別にエックス線検査の機会を設け
る自治体が2自治体あった。残り8自治体はエック
ス線画像の取り寄せ・読影は実施しなかった。
・	エックス線画像の取り寄せ方法（複数回答）は、
「自治体が肺がん検診実施機関から取り寄せ」
が6自治体、自治体が自ら肺がん検診を実施し
エックス線画像を保有している場合や肺がん検
診と読影実施機関が同じなど、「取り寄せ不要」
が8自治体、「本人が肺がん検診実施機関から
取り寄せ」が3自治体であった。
・	読影体制については、CT検査実施医療機関で
二次読影まで完結させていた自治体が18自治
体、一次読影をCT検査実施医療機関で行った
後、二次読影を読影委員会で行っていたのが7
自治体であった。

【抽出された課題】
・	CT検査が可能な医療機関の確保が困難な市
町村があった。
・	2回目以降の参加者についても希望者はCT検
査の対象としたことで、2年以上連続でCT検査
を受ける者が多くいた。
・	都道府県が実施主体の場合、市町村で実施し
ている既存検診の活用が困難で、エックス線画
像の取り寄せ・読影率が低かった。
・既存検診が集団検診ではなく個別検診で実施さ
れており、多数の医療機関からエックス線画像を
取り寄せることが困難なため、独自にエックス線
検査の機会を設ける自治体があった。
・	参加者の負担軽減のためにCT検査を実施でき
る医療機関で既存検診を実施したため、自治体
における費用負担が増加する場合があった。

施行調査の主な結果と今後の考え方
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・	石綿関連疾患の読影が可能な医師の確保が難
しいとの意見があった。
・	CT検査の適切な実施頻度（間隔）・対象者、エッ
クス線検査とCT検査の有効性、エックス線検査
とCT検査の双方を受診する必要性等につい
て、検討が必要との声があった。

（3） 保健指導について

【主な結果】
・	平成27～29年度に保健指導に参加した者は、
のべ3,733人であった（データ編表2-1、2-2）。
・	保健指導の実施日（複数回答）は、15自治体で
予め指定した日に、12自治体で任意の日に行っ
ていた。
・	保健指導を行う者（複数回答）は、保健師（24自
治体）が多く、次いで医師（8自治体）であった。ま
た、看護師等が対応している自治体もあった。
・	個別指導に加えて、講義形式で集団の保健指
導も実施している自治体があった（4自治体）。
・	保健指導の平均所要時間は、個別指導で約70
分、集団指導で約40分であった。
・	平成27年度・28年度の参加者に対して行った不
安の変化等に関する調査結果では、アンケート
回答時に喫煙している者は141人、試行調査の
参加を契機に禁煙した者は22人であった。なお、
平成29年度の参加者に対して行った同様の調
査結果では、アンケート回答時に喫煙している者
は83人、試行調査の参加を契機に禁煙しようと
した者は、14人であった（平成27年度・28年度の
アンケート回答者と重複の可能性あり。）。

【抽出された課題】
・	人員を含めた十分な体制整備が困難な自治体
があった。
・	個別指導の場合には時間が長くかかり、途中で
帰ってしまう参加者や結果の郵送だけを希望す
る参加者などが見られた。
・	翌年以降の既存検診による健康管理に活用す
る目的で配布した受診カードについては、紛失や
持参忘れにより、十分に活用できていない場合
があった。

（4） その他、実施の状況と課題

・	これまで試行調査では、対象となる地域の拡大

を推進してきたが、実施する場合の自治体にお
ける事務的負担の増加や、住民からのニーズが
ないことなどを理由に、平成27～29年度の間に6
自治体の増加にとどまっている。
・	調査対象者、対象地域の考え方が対象自治体
によって異なり、正式な検診制度とするのであれ
ば、統一的な基準が必要との声があった。

2.	 不安の変化について

・	二度行ったアンケート結果を集計すると、試行
調査の参加前に石綿関連疾患に関する不安を
尋ねた項目では、「とても不安があった」が19％、
「少し不安があった」が64％、「ほとんど不安が
なかった」が16％であった。
・	試行調査後の不安感の変化について尋ねた項
目では、「不安が減少した」が50％、「不安が増
加した」が10％、「変わらなかった」が40％であっ
た。
・	「不安が減少した」と答えた理由として、「所見
や病気が見つからなかったから」が最も多く60％
であった。また、次に多かった理由は「受診カー
ドにより、今後も肺がん検診で定期的な健康管
理ができるから」で、46％であった。保健指導の
効果と見られる「不安な気持ちを聞いてもらった
から」「石綿に関する正しい知識を理解したか
ら」は、それぞれ12％であった。
・	「不安が増加した」と答えた理由として、「所見
や病気が見つかったから」が最も多く53％であっ
た。また、次に多かった理由は「石綿の発がん性
を知ったから」「石綿による病気について知った
から」で、42％であった。

3.	 石綿関連疾患と認定された者について

・	平成27～29年度の試行調査を受けたのべ
6,208人のうち、石綿関連疾患と診断された者は
計25人（中皮腫1、肺がん12、石綿肺6、びまん性
胸膜肥厚7、良性石綿胸水0）で、男性が20人、
女性が5人だった。
・	このうち、労災制度により認定された者が2人
（肺がん1、石綿肺1）、救済制度により認定され
た者が0人であった。
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Ⅳ.　結果の考察

試行調査は、その実施を通じて、参加者に石綿
ばく露の把握の機会を提供し、石綿健康被害に
ついての知識の普及・啓発を図り、石綿関連所見・
疾患の読影について一定の質を確保するという点
で、一定の成果があった。
一方で、公的資金を使用し、公共政策として行

われる検診は、限られた資源の中で、利益と不利
益のバランスを考慮し、集団にとっての利益の最大
化を図ることが求められており、対象となる人々が
公平に利益を受けるために、有効性の確立した検
査方法が用いられている。
そこで、本中間とりまとめにおいては、検診モデル
の実施による効果を振り返り、それらの効果が、検
診モデルの公共政策として行われる検診としての
妥当性を支持するものであるか否かという観点か
ら結果の検討を行った。また、その検討結果を踏ま
え、今後の石綿ばく露者の健康管理の在り方につ
いて、大まかな方向性の提示を試みた。

1.	 検診モデルの有効性について

検診モデルの狙いは、参加者の石綿関連疾患
のリスクを明らかにし、リスクに応じた健康管理を促
すことに加え、疾患の早期発見による早期救済や
不安軽減につなげることであるが、以下に述べるよ
うに、試行調査のこれまでの結果や各種調査結果
からは、意図した効果を得ることの困難さが示唆さ
れている。
（1） 石綿ばく露の把握の有用性について

石綿ばく露については、本人の自己申告（聴取）
による石綿ばく露（自覚的なばく露）と石綿にばく露
したことを示す医学的所見により把握しており、そ
れぞれの有用性についての検討を行う。
検診モデルでは、質問票を用いて、参加者の呼
吸器疾患等の既往歴、本人・家族の職歴、居住
歴、通学歴、喫煙の有無などを詳細に把握すると
もに、自覚症状等を確認している。このような質問
票の利用に加えて、丁寧に聴き取りを行うことによっ
て、参加者側では、忘れている石綿ばく露やそれま
で認知していなかった石綿ばく露を自覚し、自身の

健康に対する意識を向上させる、また、石綿ばく露
の可能性の低さを知ることで不安が解消されると
いう効果があったと考えられる。
また、実施主体側では、詳細に把握されたばく露
は、読影や保健指導の際の参照情報として活用さ
れている。
一方で、自覚的なばく露については、職歴等から
相当量の石綿にばく露した可能性が高いと考えら
れる場合を除き、不確実さが存在する。過去の国
内での石綿使用の実績を考慮すると、誰もがばく
露を受けた可能性があるが、ばく露の有無は、多く
の場合、数十年前の記憶をたどって思い起こすよ
りほかなく、記憶は必ずしも実際のばく露状況を的
確に反映していない。このため、自覚的なばく露か
ら発症リスクの大きさを推定することにはしばしば
困難が伴う。
実際に、平成18～26年度まで行ったリスク調査

を契機に救済制度に認定された者12人のうち4人
（33％）は、石綿ばく露が特定できない者であった
（表1［省略］）。なお、平成27～29年度までの試
行調査を受けた者の中で、これまでに救済制度で
認定された者はいない。
また、独立行政法人環境再生保全機構による

「石綿健康被害救済制度における平成18～28年
度被認定者に関するばく露状況調査報告書」に
おいても、救済制度の被認定者を対象としたばく
露状況調査のアンケートに回答した者のうち、34％
が石綿ばく露の可能性が特定できない者であった
ことが分かっている（表2［省略］）。
加えて、試行調査においては、十分な知識があ

る者が丁寧に聞き取るなど、可能な限り正確にばく
露を把握するよう努めているが、それにかかる対象
自治体の人員的・時間的負担や回答する参加者
の負担が大きいとの指摘もある。
以上のことより、自覚的なばく露の把握は、読影
時や保健指導時の参照情報となり、また丁寧な聴
取により参加者の行動変容や不安解消に繋がりう
るものであると考えられるものの、実施体制や参加
者本人の負担も考えるとその把握には限界もある
ことから、より効率的・効果的なばく露の把握の方
法について引き続き検討する必要がある。

施行調査の主な結果と今後の考え方
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次に、石綿にばく露したことを示す医学的所見に
ついては、胸膜プラークを始めとする石綿関連所
見があるが、それらの所見と石綿関連疾患の発症
リスクの関係については、必ずしも十分には明らか
になっていない。
肺がんの発症リスクを二倍以上に高める量の石
綿ばく露があったとみなされる画像所見について
は、広範囲の胸膜プラーク等の知見があるが、これ
らは職業的ばく露のような大量の石綿ばく露により
発生する所見であることが分かっている。職業的
ばく露者については、胸膜プラークの存在による肺
がん死亡リスクの上昇を示唆する文献も存在し、こ
の中で対象者が有する胸膜プラークの範囲につい
ては言及がないが、既述の広範囲の胸膜プラーク
の所見を有する者が一定以上の割合で含まれると
推測される。
一方、一般環境経由（少量）の石綿ばく露者に
認められるような胸膜プラークと肺がんの発症リス
クの関係については十分な知見がない。また、びま
ん性胸膜肥厚や石綿肺についても、石綿ばく露と
発症の関係は肺がんに近いと考えられているが、
石綿関連所見とそれら疾患の発症リスクの関係に
ついては、肺がんと同様に十分な知見が確立され
ていない。
なお、中皮腫については、現時点において石綿
ばく露量と発症の相関は明らかになっていないが、
少量の石綿ばく露でも中皮腫の発症につながる可
能性が示唆されている。職業的石綿ばく露の場合
には、胸膜プラークと中皮腫の発症に関連があるこ
とを示す報告11があるが、一般環境経由（少量）
の石綿ばく露者に認められるような胸膜プラークと
中皮腫の発症リスクの関連については、十分な知
見がない。「石綿健康被害救済制度における平成
18～28年度被認定者に関するばく露状況調査報
告書」においては、中皮腫で認定された者の4,383
人のうち1,749人（40％）が「環境ばく露・不明」で
あり（表2）、中皮腫登録12においては、登録された
被認定者2,037人のうち1,561人（77％）は、ばく露の
証拠となる所見（胸膜プラーク）が確認されていない
（表3［省略］）。
既述したように、胸膜プラークと石綿関連疾患の

発症リスクの関係が十分には明らかになっていな
いことに加え、仮に胸膜プラークが発症リスクの上
昇を示す所見であったとしても、胸膜プラークを指
標として健康管理を行うことでその後の石綿関連
疾患の発症を予防する方法は確立されていない。
以上のことから、限局的な（広範囲ではない）胸
膜プラークの存否から発症リスクの高低を推測す
ることを支持する知見は不十分であり、CT検査に
よる放射線被ばく等の不利益を考慮すると、胸膜
プラークの有無の把握を必須とする根拠は現時点
で見当たらない。ただし、限局的な（広範囲ではな
い）胸膜プラーク等の所見と石綿関連疾患の発症
の関連について知見が不十分であることから、胸
膜プラークを有する集団の経過について、引き続き
データを収集した上で結論づけることが望ましい。
（2） 画像評価にCT検査を用いることの有用性に

ついて

検診モデルでは、エックス線検査及びCT検査に
よる初期評価を行うことによって石綿関連所見を
把握し、将来の石綿関連疾患の発症リスクを推測
した上でその後の定期的なエックス線検査を行う
ことによって、疾患の早期発見の促進に繋げること
を想定していた。CT検査は、胸膜プラークなどの
所見やごく小さな肺がんの発見という点ではエック
ス線検査に比して優位性があるが、放射線被ばく
や偽陽性者への不必要な検査と不安などの心理
的負担等の不利益も大きいことから、その有用性
については、CT検査を用いることの利益が不利益
を上回るかどうかという観点から検討する必要が
ある。
石綿関連所見の発見の観点では、第2期リスク
調査において、エックス線検査とCT検査で検出さ
れた有所見者数・有所見率を比較した結果、CT
検査の有所見率はエックス線検査と比較して2.4倍
高く、CT検査の方が石綿に関連した所見をより多
く指摘していた（表4［省略］）。
しかし、既述したように、胸膜プラークなどの石綿
関連所見については、その有無と石綿関連疾患
の発症リスクを関連づける知見は十分ではないた
め、初期評価でCT検査を必須とする根拠は現時
点では見当たらない。
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次に、石綿関連疾患の発見の観点では、第2期
リスク調査において、石綿関連疾患で労災制度も
しくは救済制度に認定された14人のうち、11人に
ついてはリスク調査におけるエックス線検査、CT検
査でともに異常所見が指摘されていた。残る3人に
ついては、CT検査のみで異常所見が指摘された
後、精密検査によって肺がんと診断されていた（表5
［省略］）。また、これまでの試行調査で救済制度
の認定につながった者はいないが、労災制度に認
定された者は2人おり、ともにエックス線検査とCT
検査の両方で異常が指摘されていた。
これらの結果を踏まえると、基本的に、救済法の
対象となる石綿関連疾患の多くは、定期的なエック
ス線検査でも何らかの所見を確認することができ、
その後の適切な精密検査によって疾患を発見でき
る可能性があると考えられる。エックス線検査で確
認できなかったケースは全て肺がんであり、中皮腫
はエックス線で確認し得ると考えられる。なお、現
時点での公的な肺がん検診は、有効性評価に基
づきCT検査ではなくエックス線検査が採用されて
いる。
以上のことから、現時点において、疾患を早期に
発見し早期救済につなげるという観点でも、CT検
査がエックス線検査と比較して明らかに有用性が
高いことを示唆する結果は必ずしも得られていな
い。
さらに、中皮腫については、National	Compre-
hensive	Cancer	Network（NCCN）の「腫瘍学
臨床診療ガイドライン悪性胸膜中皮腫」において
は、「高リスク患者（すなわちアスベスト曝露歴があ
る集団）を対象とした中皮腫スクリーニングも研究
されているが、死亡率の低下は示されていない」と
され、また「低線量CTによるスクリーニングによって
悪性中皮腫患者の生存率が改善されることを示
唆するデータはない」とされている。
また、最近では、国際放射線防護委員会

（ICRP）や原子放射線の影響に関する国際科学
委員会（UNSCEAR）を始めとした国際機関にお
いて、医療被ばくの増加への懸念と適正化のため
の対策の必要性が指摘され、平成29年8月には日
本学術会議が「CT検査による医療被ばくの低減

に関する提言」をとりまとめた。厚生労働省におい
ても、診療用放射線に係る安全管理のための体制
の確保に関する法整備等を行ったところである。
こうしたことから、CT検査の被ばく量がエックス
線検査と比較して多いこと（表6［省略］）等の不利
益とこれまでの試行調査の結果を踏まえると、一般
集団を対象とした検診において、初期評価として、
又は定期的にCT検査を行う利益がその不利益を
上回るとは言い難く、近年の医療被ばくにかかる社
会状況の変化も考慮すれば、現段階において画
像検査にCT検査を用いることは支持されにくい。
一方、個人単位でみた場合、ばく露等から推定さ
れるリスクによっては利益が不利益を上回る可能
性もあるが、このような場合は石綿関連疾患に精通
した専門家による的確なリスクの把握とそれに基
づく検査の頻度や検査内容が選択されるべきであ
る。
（3） 保健指導の有用性について

検診モデルにおける保健指導では、受診が必要
な者が早期に医療機関を受診できるよう支援する
とともに、参加者の不安や疾病の発症リスクを軽減
することを目的として、石綿に関する情報提供、検
査結果と今後の留意事項の説明、禁煙指導、次年
度以降の肺がん検診の受診勧奨等を行っている。
試行調査の対象自治体の中には、個別健康相
談として、時間をかけて参加者の不安な気持ち等
を丁寧に聞いている自治体もあり、そうした対応が
参加者の不安の軽減に繋がっているのではない
か、自治体としても住民と話をする貴重な機会であ
るという意見があった。また、CT検査に対するリス
クを丁寧に説明することで、次年度のCT検査の受
診者が減少したという意見があり、保健指導によっ
て不安軽減やCT検査による放射線被ばく抑制の
効果が得られる場合があったと考えられる。
一方で、平成27年～28年度の試行調査におい

て、受診カードを配布された参加者のうち、平成29
年度に肺がん検診を受診した者は約18％であった
が、引き続き検診モデルにおいてCT検査を受けた
者は約37％であった。また、参加を契機に禁煙しよ
うとした者が喫煙者の一部であること、保健指導に
おいて不安な気持ちを聞いてもらったり、石綿に関

施行調査の主な結果と今後の考え方
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する正しい知識を理解したりすることにより不安が
軽減された参加者はそれぞれ12％にとどまってい
ること、個別指導の途中で帰る参加者や結果の郵
送だけを希望する参加者が見られたという報告が
あったことから、保健指導による行動変容や不安
軽減の効果は、参加者の一部にとどまっていたと考
えられる。
さらに、十分な人員と時間を確保した上で個別
の丁寧な対応をするための体制整備は困難だとい
う意見もあった。
以上のことより、現時点において、検診モデルの
一環として、参加者に一律に保健指導を実施する
ことが効果的であることを示唆する結果は必ずし
も得られていない。既述したように、不安の度合い
や理由はそれぞれの参加者によって異なるため、
不安相談を目的として健康相談を行う場合には、
検診の一部として実施するよりも、必要に応じて個
別対応として実施する方が効果的と考えられる。
その際には、保健指導マニュアルを参考に実施す
ることが推奨される。
（4） 不安軽減対策としての有用性について

健康管理の目的の一つである不安対策という
点では、試行調査の結果では50％の方の不安が
解消されている。具体的に不安が解消された要因
（複数回答）は「所見や病気が見つからなかった
から」が最も多く（60％）、「受診カードにより、今後も
肺がん検診で定期的な健康管理ができるから」と
答えた者も46％いた。
その一方で、「不安が増加した」「不安が変わら

なかった」と答えた試行調査の参加者も合わせて
50％おり、不安軽減効果が顕著とまでは言えないこ
とも分かった。
不安の感じ方は個人差が大きく、既述のとおり、
検診を受けて石綿関連所見が見つかったり石綿
の健康影響について詳しく知ったりすることによっ
て、逆に不安が募る場合もある。また、不安感の増
減に大きく影響する要因は所見や病気の有無であ
り、石綿関連疾患に関する丁寧な情報提供や不
安対応によって不安感が軽減する参加者は一部
であったことがうかがえる。
以上のことより、検診モデルの不安軽減効果が

高いことを示唆する結果は必ずしも得られていな
い。
（5） 公的検診としての有用性について

公的資金を利用した対策型検診については、限
られた資源の中で利益と不利益のバランスを考慮
し、集団にとっての利益を最大化することが求めら
れる（表7［省略］）。この点で、個人のレベルで利益
と不利益のバランスを判断する任意型検診とは異
なっている。
これまで述べてきたように、一般集団を対象にし
た場合に得られる利益と放射線被ばく等の不利益
のバランスや、実務を担う自治体の負担を考慮する
と、現状では、試行調査で実施してきた検診モデル
を、公的な検診として一般集団を対象に広く実施
することを支持する根拠には欠けると考えられる。
ただし、個人単位での利益と不利益のバランス

を考慮すると、ばく露の状況によっては、不安軽減
や早期発見による早期救済（安心して医療を受け
ることが可能となる）というメリットが被ばく等のデメ
リットを上まわる可能性もあると考えられる。そのた
め、適切な説明の下に、個人が任意で初期評価の
ためのCT検査等を受けることについては、妥当と
判断される場合もあり得る。

2.	 今後の石綿ばく露者の健康管理の在り方に
ついて

これまで、平成27～29年度までの3年間の石綿
ばく露者の健康管理に係る試行調査の主な結果
等をレビューした。以降は、当検討会として2020年
度以降の石綿ばく露者にかかる健康管理の在り
方について、現在までの知見を基に整理を行うこと
とする。
（1） 石綿ばく露者の健康管理の在り方について

既述のとおり、公共政策として検診モデルを積
極的に推進する根拠はこれまでに得られていない
が、石綿関連疾患は一旦発症すれば一般に重篤
なものとなることから、検診モデル以外の取組も視
野に入れ、石綿ばく露が否定されない場合の健康
管理の考え方を示すことが、国民の不安に対応す
る上で重要である。その前提で、石綿ばく露者の
健康管理の在り方については、所見等から推定さ
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れる過去のばく露に応じて、①石綿の大量ばく露
が推定される集団、②石綿のばく露が推定される
集団、③石綿のばく露が不明な集団に分類するこ
とが考えられる。
① 石綿の大量ばく露が推定される集団について

「石綿の大量ばく露が推定される集団」とは、石
綿関連疾患の発症リスクとの関連についての知見
が存在している所見等を有する集団を指す。すな
わち、石綿に大量にばく露することによって生じると
される、肺がんの発症リスクを高める広範囲の胸膜
プラーク等の所見、じん肺法上の第1型以上の線
維化の所見を有する者から成る集団を指す。この
ような集団においては、将来的に石綿関連疾患を
発症する可能性が高いため、専門医による個々の
所見や症状に応じた経過観察の対象になると考え
られ、集団を対象とした健康管理の枠組みの対象
とはならないと考えられる。
② 石綿のばく露が推定される集団について

「石綿のばく露が推定される集団」とは、「石綿
の大量ばく露が推定される集団」ほど明確な発症
リスクは有しないが、職歴等や石綿関連所見の存
在から、一定の石綿ばく露を受けた可能性が高い
とみられる集団を指す。構成要素として、まずは職
歴等から相当量の石綿にばく露した可能性が高
いと考えられる集団が考えられる。例えば直接もし
くは間接的な職業ばく露や家庭内ばく露があった
ことが分かっている場合には、石綿関連疾患の発
症のリスクは一般集団と比して大きいと考えられる。
ただし、相当量の石綿にばく露した可能性が高い
と考えられる者の範囲については、本人や家族の
職歴以外にも考慮すべき点があるかどうかを含
め、今後具体的な検討が必要である。
加えて、石綿関連疾患の発症リスクに関するエ

ビデンスが確立していない所見を有する集団、す
なわち、一般環境経由で（少量の）石綿にばく露
したことによる限局的な（広範囲ではない）胸膜プ
ラークのみの所見を有する者や胸膜プラークに加
えて軽度の間質性陰影を有する者などから成る
集団についても、どのような所見が対象となるか精
査をしつつ、一般集団とは別に考慮する必要があ
る。このような集団においては、石綿ばく露が明ら

かであることから、石綿関連疾患を発症する可能
性が否定できないが、その発症リスクに関する十分
な知見は集まっていない。
これらの「石綿のばく露が推定される集団」に
ついては、石綿関連疾患がもともと罹患率の低い
疾病であることや潜伏期間が長いことを踏まえる
と、毎年のCT検査を受けることは推奨されないが、
健康管理の在り方を検討する上での更なる知見
の収集が望ましい。例えば、労働安全衛生法に基
づく石綿健康管理手帳による健康管理を参考に、
石綿関連疾患の早期発見が可能かどうか、といっ
た観点で、追加的な検証を行っていくことが必要で
ある。
③ 石綿のばく露が不明な集団について

「石綿のばく露が不明な集団」とは、相当量の
石綿にばく露した可能性を示唆する自覚的なばく
露がなく、これまで石綿関連所見や石綿関連疾患
の指摘を受けたことのない一般集団を指す。胸膜
プラーク等は石綿ばく露の証拠ではあるものの、そ
れらの所見がないからといって、石綿にばく露して
いないとは限らない。
こうした場合、所見を新たに見つけるためにCT
検査を受けることは正当化できないが、既存検診に
ついてはそれぞれの検診の目的に合致した相応
の有効性評価がなされており、その画像を活用す
ることで石綿関連疾患についても発見することが
できる可能性もあることから、既存検診については、
推奨されている頻度で受診することが望ましい。
よって、このような集団の健康管理については、
石綿関連所見や石綿関連疾患の発見に特化し
た追加的な検診は設けず、被認定者の年齢分布
をカバーする結核検診や肺がん検診など、既存の
エックス線検査の機会を捉えて、石綿関連疾患が
発見できるよう、体制を整備していくことが考えられ
る。
なお、自覚的なばく露や所見以外の石綿関連疾
患のリスク要因として、年齢や居住区域が考えられ
るため、この点についても若干検討を加える。
「平成29年度石綿健康被害救済制度の運用に
係る統計資料（独立行政法人環境再生保全機構
石綿健康被害救済部）」によると、制度発足から

施行調査の主な結果と今後の考え方
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平成29年度末までの累計で石綿健康被害救済制
度の申請時年齢が40歳未満であった者は0.9％で
ある。これを踏まえると、上記のような既存検診の
受診を推奨する者は、肺がん検診の現行の対象
年齢でもある40歳以上を一つの目安とすることが
適当と考えられる（表8［省略］）。
また、居住区域の観点では、「平成29年度石綿
健康被害救済制度の運用に係る統計資料（独立
行政法人環境再生保全機構石綿健康被害救済
部）」によると、石綿健康被害救済制度の被認定
者は全国に分布していることから、居住区域によっ
て対象者を限定することは適切ではない。
（2） 今後必要な支援について

既述のとおり、公共政策として検診モデルを積極
的に推進する根拠は弱い一方、個人の状況によっ
ては、既存検診を利用したり任意でCT検査を受け
たりすることで、石綿ばく露を把握することが妥当
な場合もあり得る。しかし、石綿関連疾患は比較的
まれな疾患であることから、民間の自発的な取組に
委ねるだけでは、石綿ばく露者の健康管理の機会
は十分に提供されない（読影できる医師が増えな
い、任意型検診の機会（人間ドックなど）が提供さ
れにくい、など）と考えられる。このため、既存検診
が一つの機会として活用されることを想定しつつ、
当面、読影体制の整備については、国が支援して
いくことが望まれる。
具体的には、自治体が既存検診の画像を活用し

て石綿関連疾患の読影を行う場合、読影委員会
等の機会を設けて専門家のサポートの下に実施す
ることが可能となるよう、読影精度の確保のための
知見の蓄積・普及を図ることが望まれる。また、石
綿関連疾患の読影技術は、講習や経験のある医
師からのフィードバック等を通じて一定程度の習得
が可能であるため、既存検診にかかわる医師全般
の読影技術の向上を図り、将来的には、既存検診
の中で石綿関連疾患の読影も実施できるようにし
ていくことが期待される。

Ⅴ　おわりに

試行調査は平成31年度（2019年度）まで実施
予定であるが、本中間とりまとめでは、平成27～29

年度の結果をもとに2020年度以降の健康管理の
在り方について大きな方向性を検討した。今後は、
試行調査を通じて、2020年以降における健康管理
対策の具体化に向けたさらなる知見の蓄積が望ま
れる。
特に、これまでの試行調査の結果を踏まえ、石綿

ばく露状況をより効率的・効果的に聴取するための
方策、発症リスクが明らかではないものの一般集団
と区別して扱うべき集団の範囲、石綿関連疾患に
関する読影精度確保のための知見の蓄積・普及
の方法や国の支援の在り方などについて、検討が
必要である。
加えて、試行調査終了後の健康管理に反映さ
せるため、試行調査の残りの期間において、既存
検診を活用した健康管理の方法についてさらなる
実績を重ね、その実施に伴う課題などの抽出と対
応方針の検討を進めることが重要である。

石綿ばく露者の健康管理に関する検討会
委員名簿

（五十音順、敬称略）	○は座長
	 氏名	 	 所属
	 酒	井	 文	和	 埼玉医科大学　国際医療セン

ター画像診断科　教授
○島	 正	之	 兵庫医科大学　公衆衛生学

　主任教授
	 祖父江	友	孝	 大阪大学大学院　医学系研

究科　社会医学講座環境医学
　教授

	 中	野	 孝	司	 国家公務員共済組合連合会
大手前病院　顧問　臨床研究
センター長　呼吸器センター長

	 平	野	靖史郎	 国立研究開発法人国立環境
研究所　環境リスク・健康研究セ
ンター　フェロー

事務局：環境省大臣官房環境保健部環境保健
企画管理課石綿健康被害対策室
※報告書全文は以下で入手できる。
	 http://www.env.go.jp/air/asbestos/commi_
hefc/index.html
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3.2.5		 RNV3P（フランス）

・	システムの目標・目的

全国職業病監視・予防ネットワークまたはReseau	
national	de	vigilance	et	de	prevention	des	
pathologies	professionnelles（RNV3P）は、フラ
ンス本土の30の職業病コンサルテーションセンター
（CPPs）、及び2018年からは、レユニオン・アイルラ
ンドの新しいセンターをグループ化した、OH［労働
衛生］における監視及び予防のためのネットワーク
である。
このネットワークは、各コンサルテーションセンター
における個々の患者の医学検査からデータを収集
し、常設のODs［職業病］に関する全国データベー
スに入れることを目標にしている（患者の人口学的
データ、疾病、曝露、産業部門及び職業）。事例を
収集することによってRNV3Pデータベースは事象
監視または警告システムとして機能することができ、
新たな及び現出しつつあるリスクを検出するために
利用される。RNV3Pネットワークは、様 な々OH関
係者間の対話を促進し、監視、発見及び予防に関
する知見を入手することに狙いを定めている。
RNV3Pに関する情報は、以下で入手できる：
https://www.anses.fr/en/content/rnv3p-
national-network-monitoring-and-prevention-
occupational-diseases

このネットワークの主要なパートナーは、RNV3P
ネットワークを運営するフランス食品・環境・労働安
全衛生庁－Agence	nationale	de	securite	sani-
taire	de	l'alimentation,	de	 l'environnement	
et	du	travail（ANSES）、労働者健康保険諸機
関（CNAM）と農業労働者専門の労働者健康
保険機関（MSA）、フランス公衆衛生庁（Sante	
Publique	France）及びInstitut	national	de	
recherche	et	de	securite（INRS、職業リスク予防
についてのフランスの対応機関）である。
地方レベルでは、各ODコンサルテーションセン

ターは、職業衛生予防という目標を共有するCNA
Mの地方組織（CARSAT）と特別協定を結ばなけ
ればならなかった。

・	システムのワークフローの記述

報告する関係者

RNV3Pに報告する医師は、フランスの教育病院
または大学病院センター（CHUs）の30のODコンサ
ルテーションセンターに雇用されている医師である。
RNV3Pと関連した彼らの主要な活動は、患者の
疾病の労働関連性を評価することである。その他
のコンサルテーションは、労働能力及び適応性を評
価し、または、（例えば喘息の若年労働者など）労
働者にキャリアの手引きを提供して、労働者を雇用
にとどめるよう求める。
RNV3P報告者は、彼らを教育及び動機付ける

ための年次訓練を受ける。この訓練の主要な焦点

EUにおける労働関連疾病を
確認するための監視・警報アプローチ

欧州労働安全衛生機関（EU-OSHA）　2018年12月10日

EUにおけるWRDs監視・警報アプローチ	③
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は、コード化及び定性的データのデータベースへの
入力を学ぶことである。インタビューを受けた者は、
将来的に自動化されたオンライン訓練または個別
指導の開発を計画していることに言及した。本報
告書記述時点では、グルノーブル大学病院のチー
ムのコンピュータエンジニアが、新規参加者の教育
に責任を負っていた。ODコンサルテーションセン
ター内では「バディ・システム」が適用されている。
先輩医師が後輩のレジデントをコーチするとともに、
彼らの作業やデータベース入力を継続的に検証ま
たは訂正する。背景情報が管理スタッフによって
コード化及び報告される一方で、（疾病、曝露、職
務及び産業など）医学的その他労働関連性デー
タ医学スタッフによって登録される。上級スタッフに
よって検証されたデータのみが、データベースへの
組み入れを検討される。

報告の仕組み

大部分の患者は、地元企業に雇用され疾病の
診断を求めるOH医師（紹介の60％から70％）に
よってODセンターに照会されている。照会の15％
から20％はGPs［一般医］や呼吸器科医・リウマチ
専門医などの医学専門家からのものである。GPs
は、主に職業性ストレス問題を扱っている。筋骨格
系障害に関する照会がますます増えている。GPs
や医学専門家に加えて、社会保障制度の医学アド
バイザーも、疾病の労働関連性を評価するのにOD
コンサルテーションセンターを利用している。
まず患者は、誕生日、性別、住所、主治医、主治
医の住所、現在の使用など、管理的データや詳し
い背景を収集する秘書にまわされる。この最初の
インタビューでコンサルテーションの理由も特定され
る。可能性のある理由は、社会保障制度のための
専門的評価、WRD［労働関連疾病］の診断または
労働能力に関連した問題である。討議または調
査のその他の可能性のあるトピックスは、法医学、
ODsの認定、労働者を雇用にとどめるための対策
などであるかもしれない。続いて、医師が、患者の
医学的状況、曝露とそれらとの関連性の可能性に
ついてさらに調査する。各患者に関する情報は、
RNV3Pデータベースに入力されるデータを結び

ついた個人医学ファイルのなかで入手できる。訓
練を受けた医師が、疾病変数（ICD-10コード）、国
際標準職業分類を用いた職業、Nomenclature	
d'activites	francaiseを用いた業種及びフランスで
開発された特別のシソーラスを用いた職業曝露、
に関するデータをデータベースに入力する。このシ
ソーラスには、すべての種類の曝露（化学的、物理
的、生物的、心理社会的）をカバーする階層コード
及びコードの使用方法の説明が含まれている。品
質管理の後、上級医師がデータを検証する。コン
サルテーションを踏まえて、主治医またはOH医師
及び患者の双方に報告が送られる。
データベース内の各報告は、コンサルテーション
がなされたODセンターにある医学ファイルに対応し
ている。このため、事例に関するさらなる情報を入
手することが可能である。

労働関連性の評価

疾病の調査と、必要な場合には職業性の原因に
対する起因性の判定は、大学病院の専門家のネッ
トワークによっている（因果関係に関するこの「専門
家」意見もデータベースに登録される）。OH専門医
は、データベースのなかで曝露との関係、物質及び
医学的状況をコード化し、帰属の程度と呼ばれてい
る。例えば、喘息とイソシアネートなど、疾病と曝露と
の関連は「非常に可能性あり」から「可能性なし」
までのスケールでスコア化される。帰属の程度は、
曝露の種類、その強度、症状の経過などに基づい
ている。上級医師が常にこのスコアを検証する。

コミュニケーション

報告する関係者、専門家及び研究者の間のコ
ミュニケーションは持続的である。緊急作業チーム
の専門家と研究者が、例えば、報告者によって事
例の原因であるとされた帰属の程度を評価する。
彼らはデータベース内外について検索を実施する
とともに、他の同僚が同様の事例を報告していた
場合にはデータ分析及び評価を実施する。シグナ
ルを検出して警告が必要な場合には、彼らは、これ
を報告者及びすべての適切な当局に通知する。

データの保管
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RNV3Pデータベースは時とともに進化してきた。
最初のデータベースは、グルノーブルのCHUに所
在及び管理されたが、その後、他のすべてのフラン
スCHU職業病コンサルテーションセンターに拡張さ
れた。グルノーブルのCHUは、登録されたすべて
のデータの収集及び統合に責任を負っていた。そ
の後（2007～2012年）、システムはフランス中のその
他のCHU	OHコンサルテーションに移転された。そ
の後さらに、どこからでもアクセスできる、全国デー
タベースを含めた、よりグローバルなオンライン・イン
フォーメーション・システムになった。現在、システム
は、様 な々コンサルテーションセンター及び関係者
によるリアルタイムなデータ入力を許している。上級
医師による検証の後、更新はただちに全国データ
ベースのなかで利用できる。データベースは安全
かつ防護されている。銀行口座のように、ユーザー
はシステムにログインするためにはトークンとコード
が必要である。

・	結果の流布

このネットワークは定期的、2年または3年ごとに、
活動報告書と科学的報告書を作成している。
・	2016年活動報告書：https://www.anses.fr/
fr/system/files/RNV3P-RA-2016.pdf
・	2014年科学的報告書：Reseau	national	de	
vigilance	et	de	prevention	des	pathologies	
professionnelles	Methodes	de	detection	
et	d'expertise	des	suspicions	de	nouvelles	
pathologies	professionnelles（≪pathologies	
emergentes≫）: 	https://www.anses.fr/fr/
system/files/RNV3P-Ra-Avril2014.pdf
インタビューを受けた者は、労働環境医学または
公衆衛生関係の雑誌など一流の科学雑誌に論文
を発表していることに言及した。

・	金銭的側面

ODコンサルテーションセンターは、病院におけ
る古典的なケアコンサルテーションは行っていな
い。それらは2つの基金によって資金提供されてい
る。第1の資金源は、フランス保健省内でDirection	
generale	de	l'offre	de	soins（DGOS）によって管理

される一般的関心ミッション（MIG）と呼ばれている。
DGOSは、様 な々大学病院に資金を分配している。
RNV3Pは、そうした一般的関心ミッションのひとつ
である。第2の資金源は、地方レベル（CARSATs）
を通じた、CNAMからの資金提供である。こうした
ODコンサルテーションは、古典的コンサルテーション
よりも時間がかかる。OH医師は、いくつかの診断
検査を通じて詳細に労働者に質問及び調査する
とともに、それに対して企業によるフォローアップ調
査が要求されるかもしれない、労働条件との関連
性を決定する。その後、医師は、データをRNV3P
に登録及びコード化しなければならない。協定は、
秘書や臨床医などのスタッフの資金を認めている。
それゆえこのシステムの生存は、2つの資金源に大
きく依存している。CNAMは、ODコンサルテーショ
ンセンターの活動に資金提供するのに毎年100万
ユーロをわずかに超える額支払っており、保健省の
DGOSによるMIG資金提供（約800万ユーロ）に追
加される。分配は、5～40万ユーロの範囲である。
大きく重要なコンサルテーションセンターのひとつ
は、毎年約5千人を診ているクレテイユである。
RNV3Pの運営者としてのANSESは、情報シ

ステムの開発及び維持に関する費用をカバーし、
データベースに記録された新たな事例ごとに資金
貢献をセンターに対して提供し、ワーキンググルー
プ、コーディング学校及び専門委員会に関するす
べての経費（専門家ミッション経費）を支払い、（IT
専門家、RNV3Pプロジェクトマネージャー・統計家
など）ANSESに置かれたRNV3P調整チームの
賃金をカバーし、専門的研究協定（Conventions	
Recherche	Developpement）をもっている。

・	データの活用

RNV3Pデータベースは警戒用であり、事例を収
集する。このデータベースはフランスについての代
表サンプルであることを目標にしていない。RNV3P
は、疫学的研究のためのデータベースというよりも、
むしろ（医薬品副作用児童届出制度のような）警
戒用データベースである。
ODセンターの各医師は、例えば、現在調査して

いるものと同様な他のセンターにおける事例につい

EUにおけるWRDs監視・警報アプローチ	③
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てみるために、いつでもデータベースにアクセスする
ことができる。RNV3Pパートナーも、リクエストして
関心のある領域に関する要約情報を得ることがで
きる。

政策・予防を知らせるためのデータ活用の事例

企業レベルでは、ODコンサルテーションを踏まえ
て、予防対策を必要とする特定の職業曝露の確認
に関してのフィードバックが企業のOH医師に提供
される。企業に対する勧告は、リスク評価またはあ
る曝露から労働者を防護することであるかもしれな
い。
RNV3Pネットワークが一定の曝露による一定数

の病気を明らかにした場合には、関係する地方及
び企業における予防が緊急になる。これはまた、全
国レベルにおける予防と管理を組織するために、
Caisse	Nationale	de	l'Assurance	Maladie	des	
Travailleurs	Salaries（CNAMTS）、INRS及び労
働省のDirection	generale	du	travailに対する警
告を必要とする。機関は、化学物質に関する規制
を提案するためにもデータを活用することができる。
マクロレベルでもうひとつは、RNV3Pネットワーク

は、例えば全国対がん計画の一部として、リスク状
況を記述する。ネットワークはまた後に、労働の文脈
における一定のがんに関するリスク状況を求めら
れた。この作業に基づいて、労働医師を対象にし
た報告書と通知が出された。
別の事例は、アレルギー性皮膚病や美容師など

におけるメチルイソチアゾリノンに対するアレルギー
（一定数の化粧品処方でメチルイソチアゾリノン
はパラベンに代替された）など、多数のアレルギーを
発見したことである。それゆえANSESは、欧州レベ
ルにおけるメチルイソチアゾリノンの使用を制限す
るために、化学物質の登録、評価、認可及び制限
に関する欧州連合旗則（REACH）にもとづく措置
を提案した。フランスはこのように先取りして、一定
の濃度レベルを超える場合に化粧品におけるこの
物質を禁止することができる。

新たな/現出しつつあるWRDs発見のためのデー

タ活用の事例

RNV3Pネットワークは、新たな/現出しつつあるリ

スクを確認するための監視システムとしても利用さ
れている。今日この警報システムは、3段階の特別
のプロセスを強調している。3つのステップは、リスク
の検出、評価及び対策である。検出は臨床的であ
り得る。臨床医が現出しつつあると思われる事例
を確認及び報告することができ、その後この事例
は、全国レベルで議論される。検出はまた、データマ
イニングや不均衡なシグナルまたは書誌検索など、
統計による情報を使って行うこともできる。他の情
報源または組織からの新たな疾病に関する警報
に対応して事例を検索することによって、検出を先
取り的に行うことができる。その後、3つの側面を含
んだアルゴリズムに基づいて、専門家ワーキンググ
ループによってさらに調査及び評価され、結果的に
緊急度のスコアにつながる。専門家は、帰属性（幅：
「非常に可能性あり」から「可能性なし」まで）、事
例の重篤性（範囲：「重篤ではない」から「致死
的」まで）及びRNV3Pデータベース内外における
同様の事例発生の頻度について、スコアを計算す
る。これによって最終緊急度スコアが決まる。この
アルゴリズムとスコア付けシステムは、文献やこれま
でのPNV3P事例に基づいて検証されている。こ
のアルゴリズムによって生み出されたスコア－緊急
度スコアによって、緊急グループの専門家が、全国
レベルの警報の引き金を引く必要があるか、この
事例が内部で検討されるべきか、または外国の同
僚と議論すべきかを決定する。レベル1警報は、
RNV3Pの医師だけに知らせ、労働者に対するリス
ク及び防護の評価を勧告する。レベル2警報は、
他の臨床医や他のRNV3Pパートナーに知らせ、
RNV3Pネットワーク外の同様の事例についての調
査がなされる。レベル3警報は、健康サーベイランス
機関を通じた大規模な流布及び行動が必要とさ
れる。これは、予防のために、報告と警報が、地方
レベル、INRSまたはSante-mail	Publique	France
などの全国レベルのパートナーであるSPSSソフトウ
エア施設、健康確保機関や団体に対して、または
労働省及び保健省に直接、なされる可能性がある
ことを意味している。別の可能性は、ANSESが緊
急警報と受け止めて規制の変更を提案することで
ある。
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ケースバイケースで、緊急ワーキンググループは、
ネットワークからの事例にハイライトをあてることもあ
り、それは結果的に政府機関に向けられることにな
る。新たな事例のひとつの事例は、過敏性肺炎に
罹患した義爪装具士の事例である。問題の曝露
は、メタクリン酸エチルに対するものだった。すでに
2例の過敏性肺炎が記述されていたが、それらは
別の曝露に関連したもので、メタクリン酸エチルで
はなかった。RNV3P内外の医師に対して通知が
送られた。より幅広い流布には、次の同様の事例
が必要だろう。
別の事例は、コーヒーメーカー・メインテナンス産
業で働く喘息患者に関するものである。結果的に、
喘息と一定の鋳物（Chrysonilia	sitophila）への
曝露との関連性が記録された。この曝露はすでに
他の業種や木工など他の職業では知られていた。
同様の事例が同じ時期にスペインとイタリアでも出
版された。したがって、幅広い流布が必要とされ、
それが問題の産業部門内の警報につながった。
同産業はその後、その労働者をどのようによりよく防
護していくか決定するために、ANSESと情報交換
を行った。
第3の事例は、ジクロロメタン（DCM）としても知

られる塩化メチレンを含有するスプラッシュ防止
スプレーを使う溶接工における非ホジキンリンパ腫
（NHL）の発生に関連している。別々の4件の事
例が発見されたが、それらはNHLの異なるサブタイ
プに関連していた。DCMは、具体的にNHLのリス
クのゆえに、すでに国際がん研究機関によって発
がん物質に分類されていた。他の医師との情報交
換を意味する、レベル2の措置が求められた。帰属
性の程度が高められれば、より幅広い流布が求め
られることになるだろう。

データ活用のその他の事例

RNV3Pネットワークの地理的側面を分析した研
究者もいる。地理情報システム（GIS）を用いて彼ら
は、RNV3Pによる観察の空間的側面及び関連す
る変数（患者の住所、職場の住所及び照会した医
師の住所）を理解しようとした。分析の結果は、ネッ
トワークは国全体をカバーしているものの、（主要な

フランスの都市に所在する）30のODクリニックから
の距離が離れるにしたがって、観察の密度が低下
することを示した。基礎にある労働力人口を考慮
に入れて、この研究は、ODを捕捉する様 な々ODク
リニックの蓋然性（労働者10万人当たりのODsの
率として評価）における大きな相違を示している。
捕捉率は、疾病に応じた相違も示しているかもしれ
ない。
研究者や専門家の個人的関心または研究課題

に基づいて、特定の曝露、疾病、職業、業種などの
間の可能性のある関連を分析するためのマトリック
スが構築される。例えば、全身性強皮症に罹患し
た労働者に関心を寄せ、とくにシリカ及び有機溶剤
に曝露した者を調べた研究者もいる。他の者は、
特定の職業や業種に関心をもち、どれくらいの労働
者が曝露してきたか判定するために、職業－曝露
マトリックスを構築するかもしれない。

・	関係者の意見

推進力

ネットワークの様々な関係者全員と標準化、管
理・評価プロセスに関わる者に提供される、適切な
訓練によって保証された、入力される高い質のデー
タ。
ODコンサルテーションセンターの医師、患者を照
会するOH医師、企業や警報を受けて全国レベル
で規制または予防活動を行う全機関など、すべて
の関係者の間の協力。これらすべての関係者が
協力し、相互に結び付いており、それはもちろん持
続的で、機関によって日常的に監視する必要があ
る。それゆえ定期的な会合が開催され、それが実
際に相互交流し、システムを前進させる機会を提供
している。このネットワークは、リスク予防専門家、医
師その他OHケアワーカーなどの人 を々結び付けて
いる。
関係者1（所有者）：「距離は、努力と根気、また、
地理的に離れた人々の人的関係を維持することを
意味し、ネットワークは活力を維持し、ネットワークが
彼らと真に世界の他の者に相互利益を与えている
という感覚を皆に理解させるリーダーシップを必要
としている。」

EUにおけるWRDs監視・警報アプローチ	③



安全センター情報2019年7月号  45

RNV3Pデータベースは常に利用され、たえず変
化しているから、オンライン情報システムへのアップ
グレードは利用者に大いに役立った。このテムはま
た反応が早い。新たな曝露または物質に関する新
たなコードを追加することができる。
関係者2（報告者）：「それは私が緊急ワーキン

ググループを担当していることを意味しており、われ
われが新たな問題を確認したら、『よし、警戒、いま
やわれわれは3Dプリンティング、積層造形をもって
いる、新しいタイプの曝露や新しいタイプの用途と
関連して起こるだろうすべての疾病を理解できるは
ずだ』と言おう。しかし問題は、あなたが使用できる
メタクリレートの3Dプリンティングをもって、あなたは
バナジウム合金、チタニウムまたは使いたいと思うも
のは何でも使うことができること。だからそれらを職
業、業種または曝露別にみることはしない。追加コー
ドをもつことができるようにするために、例えば、チタ
ニウムへの曝露が積層造形で行われれるなど、リス
クを説明できるようにする必要がある。」
国際協力。Modernetネットワークは、他の領域

の他者によって挑戦されるべき機会を提供する。こ
のネットワークは、考え方や病気を交流するための
フォーラムを提供する。

障害物

必要なリソースや手段を維持すること。ODコン
サルテーションは、大量の調査や診断テストが含ま
れることも多いことから、長い調査時間を必要とす
る。データベースへのデータの入力、上級臨床医
による検証、管理事務及び支援も時間を費やすも
のであり、大きな費用を生み出している。
関係者1（所有者）：「もちろんODコンサルテー

ションからはじめるコンサルテーションはすべて長い
時間がかかり、それに加えてデータベースへのデー
タの入力を支える人 を々必要としている。また、そ
れに時間がかかり、その後、管理・支援機能と医学
的時の手段の双方について、時間と手段が必要な
上級検証がある。」
医学的手続ごとに請求する他の医学的コンサル

テーションや治療と比較して、ODコンサルテーショ
ンは、病院にとって少なすぎる利益しか生まない。こ

うした財政的関心は重要であり、しばしばコンサル
テーションセンターとネットワークの日常運営を確保
し、その質を保証するために、保健省、DGOS及び
CNAMTSとの協議課題になっている。
研究者と臨床医は、報告者に多くの情報を求め

ることと、医師に事例の報告の継続を動機付けるこ
ととの間のバランスを見出すことが重要だと言及し
た。
関係者2（報告者）：「それはそのとおりだが、これ

は人 に々多くの情報の入力を求めることと、実際に
ひとつのコンサルテーションのコード付けに25秒費
やすことができないという事実との間のバランスを、
われわれがみつけなければならないからである。」

・	データの質

医師によってコード化及び登録されるデータは、
相互比較と標準化を可能にするために、標準様式
を用いて入力される。データが入力された後、いく
つかの自動品質管理がはじまる。メジャーなまたは
マイナーな点は、報告者が速やかに警報を受け取
ることを意味する。警報が（例えば業種が入力され
ていないなど）メジャーな点に関わる場合には、そ
のデータは有効とされない。データ登録の高い質
を維持するために、ODコンサルテーションセンター
の上級臨床医が常にデータを確認する。有効と
されないデータは登録はされるものの、全国データ
ベースには統合されず、未解決とみなされる。インタ
ビューを受けた者は、データの質は時とともに改善
されていると主張した。
関係者3（研究者）：「それは、われわれが世界最
高の統計手法、質問に答える最高の疫学者または
主題専門家をもつことができることを意味している。
もしデータにバイアスがかかっていたり、質の低い
データだったら、質の低い入力データにパターンを
決めることはできず、何が入力されるかと同じように
何が出力されるかが重要だと言いたい。」
このデータベースは職業曝露の標準化されたシ
ソーラスも含んでいる。このシソーラスには、質の高
い製品及び物質のコーディングも含まれる。このシ
ソーラスを国レベルで共有すべきか、また、欧州レベ
ルでの調和化の必要性があるという議論がある。
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質の高い標準化されたシソーラスを構築及び維持
するには多くの時間と金を必要とする。労働生活に
影響を与える可能性のある新たな製品は持続的に
市場に現われていることから、寝ずの番が必要であ
る。RNV3Pデータベース内でのシソーラスとコーディ
ングの更新は戦略計画の一部である。
関係者2（報告者）：「疑いなく、主として2005年
以降、高度の警戒と質の文化が広まってきたと、私
は言いたい。」

・	他の諸国への移転可能性

いくつかの国がすでにNRV3Pのものと同様のシ
ステムをもっており、NRV3Pは、イギリス・アイルランド
のTHORシステムとなど、他の諸国と情報交換する
準備が完全にできている。NRV3Pネットワークは、
疫学者、統計学者やOH専門家など、異なる領域
の、他の諸国の3～4人の人々からなる専門助言委
員会をもっている。今後数年間におけるRNV3Pの
戦略を強固にするためには、この種のネットワークと
OHの双方のよい知見をもった人々が国境を越え
た見通しをもつことが重要である。これは、戦略的
優先順位付けについて必須であり、活動は内部で
だけでなく、外部の関係者・科学者とともになされる
べきである。

3.2.6		 EpiNano（フランス）

・	システムの目標・目的

EpiNanoは、カーボン・ナノチューブ（CNTs）また
は二酸化チタン（TiO2）ナノ粒子、集合体及び凝集
体のどちらかへの職業曝露と関連する可能性のあ
る、フランスのナノ技術関連産業または研究開発（R
&D）施設に雇用される労働者に対する中期的及
び長期的健康影響を調査することを目標にしてい
る。EpiNanoは、工業用ナノマテリアル（ENMs）に
曝露する可能性のある労働者の登録及び前向き
疫学コホート調査からなっている。
過去数年間に、産業におけるENMsの取り扱

いは成長してきた。研究の負荷にもかかわらず、
ENM曝露に関連した人間の健康への潜在的影

響に関するは不十分である。フランスでは、フラン
ス政府が公式に、現在はSante	Publique	France
の一部になっている元Institut	de	veille	sanitaire
（InVS）に、ENMsに職業曝露する労働者の疫学
的サーベイランスの開発を委託した。
フランス工業用ナノマテリアル取扱労働者登録

（EpiNano）は、フランス公衆衛生サーベイランス
研究所のOH部門によって設計されている。それ
は、独自に設計された、ENMsに曝露する可能性
のある労働者の疫学的サーベイランスシステムで
ある。それは、ENMsの中期的及び長期的な潜在
的健康影響を監視する前向きコホートである。曝
露評価のための手法とツール（オンサイト・テクニカ
ル・ログブック）は、フランスでナノマテリアルに曝露
する可能性のある労働者の疫学的サーベイランス
である、EpiNanoプログラムの一部として利用でき
るように設計された。

・	システムのワークフローの記述

このサーベイランス計画は当初は、文献レビュー、
国及び国際的なENM専門家との議論、及びCNT、
カーボンブラック、TiO2または非晶質シリカを生産ま
たは組み入れる8企業における実行可能性調査に
基づいて提案された。実行可能性調査はナノマテ
リアルに関わる3種類の企業を区別している。
1.	 CNTなど現出しつつあるナノ物体を生産及
び使用するR&D施設
2.	 一定期間すでに、非晶質シリカ、カーボンブラッ
クまたはTiO2などのナノマテリアルを生産してい
る化学企業
3.	 ナノマテリアルを使用する企業
実行可能性調査は、ナノマテリアルに曝露する可
能性のある労働者の数、曝露の状況、医学的フォ
ローアップ及び国際的ラボレーション問題などの重
要な情報を収集するための、オンサイト調査及びテ
クニカルビジット［技術的訪問］について調査した。
結果的に、そのなかでサーベイランスシステムの

ふたつの部分が相互に補完し合う、前向きコホート
調査と繰り返し行われる横断［クロスセクショナル］
調査からなる、二重の疫学的サーベイランス設計を
もつことが決定された。前向きフォローアップの費
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用のために、コホートは、CNTとナノスケールTiO2に
限定された。
現在の計画は、曝露登録構築が最高位を占め

るマルチステップ手法を基礎にしている。最初の
ステップは、労働現場においてナノ物質の粉末を
使用または取り扱う労働者の記録を保存する曝露
登録を創設することだった。CNTまたはTiO2に曝
露する可能性のある労働者は、3つのレベルのアプ
ローチを用いて確認される。
1.	 （義務的な宣言及び質問調査に基づく）EN
	 M曝露と関連した企業の確認及び選択
2.	 オンサイト曝露評価及び（測定によって捕捉さ
れた職務－曝露マトリックスを用いた）ENM曝
露に関わる職務/業務の確認
3.	 関係する労働者、質問調査で収集されるべき
関心のあるデータの確認
この曝露登録の開発には、ナノ物質とかかわり
のある企業の確認、経営陣の協力の獲得、包含基
準の定義、個人の秘密に関する問題への対処、労
働者の登録及び曝露データの収集が必要だった。
曝露は、定性的または半定量的（職位、職務、雇用
期間など）に評価された。
その後、前向きコホートへの包含に同意した、本
曝露登録に登録された労働者のための、追加的な
非特異的健康フォローアップが開発された。前向
き健康フォローアップについては、（医師のコンサル
テーション、投薬及び費用のかかる慢性疾病など）
健康保険機関及び（主として退院後の医学診断な
ど）病院からのデータを含む、行政的目的のために
収集された医学記録が集められる。OH医師によっ
て定期的に記録される医学的データも収集され
る。能動的健康フォローアップは、毎年の自己記入
質問調査のかたちである。健康データの収集を超
えて、毎年の自己記入式質問調査は、労働者をコ
ンタクトを受け、フィードバックが返されることができる
ようにするために、労働者の連絡先の詳細を更新
するのに有用である。その後、標準化された臨床
検査、診断テストや研究目的のバイオバンクなどの
オプショナルモジュールを実施することができる。こ
うしたモジュールの実施は、深刻な健康影響に関
する仮説の確認、曝露登録から生成された重要な

情報及び経済的リソースの入手可能性によって決
まる。

報告する関係者

EpiNanoアプローチには、能動的な報告する関
係者はいない。EpiNanoの研究者（疫学者及びイ
ンダストリアル・ハイジニスト）は、本プロジェクトに包
含する資格のある企業のデータを収集及び分析
する。

報告する仕組み

EpiNanoの研究者は、いくつかのステップを通じ
て収集及び集められたデータを分析する。
1.	 （彼らがANSESに送ったナノマテリアルの宣
言を用いた）CNT及びTiO2を扱う企業の確認
2.	 企業質問調査の送付
3.	 ENMsに曝露する可能性のある労働者を確
認するための、測定なしでENMsにかかわりのあ
る職場を決定する疫学者及びインダストリアル・
ハイジニストによる現場訪問
4.	 個人質問調査の送付及びコホートへの包含

現場訪問による曝露評価

指導的なフランスの研究所（InVS、INRS、原子
エネルギー委員会、フランス産業安全環境保護研
究所及びボルドー・セガレン大学）の国の専門家で
構成された、ナノ粒子計測、産業衛生、労働医学
及び疫学に専門化したQuintet	ExpoNanoワーキ
ンググループが、利用可能な手法をレビューして、
現場訪問による曝露評価のためのシステムを開発
した。この手法は、曝露を引き起こす可能性のある
ワークステーションを確認するために各企業におけ
るENMsと関わりのある作業質及び活動を確認す
ること、及び、この潜在的曝露の半定量的に評価
することからなる。EpiNanoチーム（疫学者及びイ
ンダストリアル・ハイジニスト）が、専門的監督、作業
質の管理者へのインタビュー及び各ワークステー
ションにおける活動の観察のために工場を訪問す
る。現場訪問のための標準化及びデータ収集ツー
ルは、オンサイト・テクニカル・ログブックと呼ばれてい
る。このブックは、関係するすべての人 －々HSE管
理者、職場管理者、労働者など－の助けを得て現



48   安全センター情報2019年7月号

場訪問中にファイルされ、職務及び労働条件の詳
細な観察（または説明）を基礎にする。このログブッ
クは、手法間検証調査（結果は参照方法と一致し
ている）及び手法内信頼性調査（評価者間の結果
の再現性）を通じて検証され、フランス語と英語で
入手できる。最終的目的は、ENMsへの曝露の可
能性があるまたは可能性のないものとしてのワーク
ステーションの分類、曝露する可能性のある労働
者数及びそれらの職位である。
現場訪問及びデータ収集は、3つのレベルで組
織される。
1.	 企業レベル：プロセスの記述、マップ、作業室
の所在確認、利用可能な健康・安全データ
2.	 作業室レベル：寸法、空気の流れ、換気装
置の有効性、現場メインテナンス、労働者及び
ワークステーション、超微細粒子の潜在的飛散源
（バックグラウンド・アエロゾル）
3.	 ワークステーション・レベル：用いられるプロセ
ス、密閉されているかどうか、設備、出入りする製
品に関する章際、集団的防護の存在、個人用
保護具、ワークステーションのオペレーション、オペ
レーションごとの取り扱われる製品の量、及びオ
ペレーションの頻度と期間
協議されるべき潜在的に有用なすべての文書

（工場の見取り図、検査の証明及び集団的保護
具のメインテナンス、年次宣言報告書及びナノマテ
リアル特性データや曝露測定キャンペーンの結果
などの捕捉的資料）を集めるために、現場訪問の
前に、短い質問調査が企業のOH管理者に送付さ
れる。
現場訪問は通常、1日または2日かけて実施され

る。会議室でのEpiNanoの研究者と企業の代表
者との間で、EpiNanoプロジェクトに関する情報（目
的、手順）及び企業に関する情報（その活動と作
業プロセス）を交換することから開始される。この
議論は、企業の活動と実施されているプロセスに関
して、オンサイト・テクニカル・ログブック最初の部分を
埋めることができるようにする。この議論の次に、施
設内において物質の流れる場所を確認し、それに
よってナノマテリアルが存在する作業室を確認する
ために、工場の見取り図を検討する。テクニカル・イ

ンスペクションには、用語の厳密な意味では、作業
室を訪問すること及びワークステーションと現実の
行動を観察することが含まれる。このステップは、ナ
ノマテリアルの使用についての詳細な記述を可能
にする。インスペクションの間にEpiNanoチームの
メンバー（少なくとも一人のインダストリアル・ハイジニ
ストと一人の疫学者を含む、2～3人の人々）に、安
全衛生に責任をもつ工場の代表、ラボラトリーまた
は部門のディレクター及びOH医師が付き添わなけ
ればならない。インスペクションの間に、曝露を引き
起こす可能性のあるワークステーションを確認し、さ
らに潜在的曝露を評価するための、オンサイト・テク
ニカル・ログブックの第2及び第3の部分が記入され
る。インスペクション、データの検証とログブックへの
情報の記入の後、企業はインスペクション報告を受
け取る。この報告には、ワークステーション評価の
結論、及び、ナノマテリアル、集合体及び凝集体へ
の曝露を引き起こす可能性のあるワークステーショ
ンのリストが含まれる。ログブックからのコンピュータ
化されたデータの写しがこの報告に添付される。

工業用ナノマテリアルに曝露すると確認された

ワークステーションで実施される職務及び業務に

関わる労働者の家訓とプログラムへの招聘

EpiNanoシステムは、個人用保護具の使用にか
かわらず、曝露するワークステーションを確認する。
そこで労働者が潜在的に吸入または経皮接触によ
り（集合体及び凝集体を含め）ENMとの直接接触
を経験するかもしれないワークステーションは、曝露
と関連したワークステーションとして分類される。個
人用保護具、オペレーション中に取り扱うENMsの
量、取り扱いの頻度及び期間に関する情報は、労
働者の個人EpiNano包含質問調査から集められ
る。この情報は、ENMsへの曝露と関連するものと
して確認されたワークステーションに関わる者につ
いて、労働者の個人曝露スコアに計上される。

前向きコホート調査とフォローアップを必要とする

健康影響の確認

フランスでは、法律（フランス労働法典、R4624-10
からR4624-20）によって、すべての労働者に対して
労働医学サーベイランスが義務付けられている。

EUにおけるWRDs監視・警報アプローチ	③



安全センター情報2019年7月号  49

他のすべての労働者と同様に、ナノマテリアルを生
産または取り扱う者も、そのナノマテリアルへの曝露
特有ではなく、むしろ他の物質への曝露によって決
定される、健康フォローアップを受ける。
ナノマテリアルへの曝露による人間の健康への
潜在的リスクに関する強い仮説がないこととこのプ
ロジェクトに内在する多くの不確実性は、現実的ア
プローチとシンプルだが初期の監視システムを進化
させる提案につながった。健康監視は、呼吸器及
び心血管系の影響に焦点を置くだろうが、疫学的
サーベイランスのビジョンに対応した一般的特徴も
保持している。このコホートは、曝露の生物学的指
標の調査及び検証及び/または特定の病気または
健康事象に関する早期影響または横断的または
症例対照研究など、具体的な研究仮説を追求す
るための特別研究の確立を促進するための、土台
としても貢献するだろう。
2017年夏に23の企業がEpiNanoプログラムに
招聘及び訪問された。公的な研究室のワークス
テーションは、訪問された民間企業のよりも、ナノ
粒子曝露に関連しているものと分類されることが
多く、個人的及び集団的保護具を備えていること
が少なかった。全国健康確保医学－行政データ
ベース（Programme	medicalise	du	systeme	
d'information（PMSI）、流行及び発生率サーベイ
ランスのための主要な情報源）に基づき、合計156
人の資格のある労働者が確認され、その94％が
疫学的フォローアップのプログラムに含められた。さ
らに、このコホートの40％が（毎年の）曝露サーベイ
ランス及び健康フォローアップ質問調査の対象に
なった。
2017年末時点で、EpiNanoコホートによるデータ

は、ナノ粒子に関連した発生率及び死亡率を調査
するために、全国健康保険データベース及び全国
死亡原因登録のデータと照合されている。その一
方で、企業の参加を促進し、プログラムに含まれる
労働者の数を増やすための努力もなされつつある。

労働関連性の評価

これまでのところ労働関連性の評価は実施され
ておらず、ナノ粒子曝露に関連した特定の健康問

題の報告もまだない。

コミュニケーション

参加する企業内では、曝露評価と健康影響に
関する情報収集の両方について、EpiNanoチーム
と企業内の労働者との間に緊密な協力関係があ
る。

データの保管

データの保管に関する情報は入手できていな
い。

・	結果の流布

EpiNanoは、企業、労働者及びフランス保健省・
労働省に対して短い年次報告書を発行している。
さらなる流布は、関係する専門家団体の雑誌の論
文、四半期ニューズレター及びパンフレットを通じて
行われている。

実行可能性調査の成果のひとつの事例：

EpiNanoチームは、2014年1月から5月の間に8つ
の企業を訪問した。現場訪問は、平均して1企業
当たり6つの作業室（1～13の幅）及び1作業室当た
り2つのワークステーション（1から4）だった。CNTs
またはTiO2ナノ粒子、または、それらの集合体ま
たは凝集体が取り扱われる可能性のあるワークス
テーションの平均数は約8つで、企業の活動によっ
て左右され、最大の工業作業場では27のワークス
テーションだった。合計で53のワークステーションが
観察され、オンサイト・テクニカル・ログブックが記入さ
れた。これらのワークステーションのうち、25（47％）
は民間企業及び28（53％）は公共作業現場、主と
して学術的R&Dラボラトリーであった。
もっとも多く取り扱われている物質はCNTs（43
ワークステーション）で、16ワークステーション（30％）
では単層CNTs及び27（51％）では多層CNTsで
あった。TiO2は5ワークステーション（9.4％）で取り扱
われ、18ワークステーション（34％）ではマルチプルタ
イプのENMが取り扱われていた（34％）。
全体で、30ワークステーション（57％）がCNTまた

はTiO2いずれかへの曝露と関連しているものと分
類された。図2及び3［省略］は、観察したワークス
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テーション及びENMsへの曝露と関連するものと分
類されたワークステーションで行われているオペレー
ション及び職務を示している。現場訪問で評価され
たパラメーターのうち、ほこりっぽい及びENMsの湿
気が、ワークステーションにおける潜在的曝露のもっ
とも重要な決定因子のように思われた。

・	金銭的側面

金銭的側面に関する情報は入手できていない。

・	データの活用

政策及び予防に知らせるためのデータ活用の事例

政策及び予防に知らせるためのデータ活用の
具体的な事例は入手できていない。
ENM曝露労働者における個人ばく露測定で
評価されるべき適切な曝露測定に関するコンセン
サスはないものの、国際標準化機構はENMsを取
り扱う労働現場ではコントロール・バンディング・アプ
ローチの利用を勧告している。欧州委員会は、労
働におけるナノマテリアルに関連した潜在的リスク
からの労働者の安全衛生保護に関する手引きを
発行しており、EU-OSHAは、労働現場におけるナ
ノマテリアル管理のためのツール及び予防措置の
概観を発行している。
具体的にENMsに対するものとして、コントロー

ル・バンディング・ツールが提案されており、オンサイ

ト・テクニカル・ログブックには、労働現場における曝
露バンドを評価するための、そうしたツールの実施
のために不可欠なパラメーターすべてを含んでい
る。それらは、様 な々ワークステーションでENMsを
評価及び管理するためにコントロール・バンディング・
アプローチを実施することなど、リスク管理プロセス
のために企業が直接利用することができる。それ
ゆえ、そうした手法は、曝露の特徴付け及びリスク
管理の両方にとって直接的かつ有用かもしれず、よ
り正確かつ定量的な曝露評価データとともに、さら
に改善される可能性がある。

新たな/現出しつつあるWRDs発見のためのデー

タ活用の事例

新たな/現出しつつあるWRDs発見のための
データ活用の具体的な事例は、入手できていない。
EpiNanoプログラムは、その目的のために特別に
開発されたものであることから、ナノマテリアルによ
る新たな/現出しつつある健康リスクを発見するの
に適していると見込まれている。これまでのところ、
部分的には呼吸器及び心血管系の疾病またはが
んは慢性曝露後のみに長い潜伏期間をもって発症
し、このサーベイ乱視システムはそれらを捕捉する
には新しいものすぎることから、いかなる新たな/現
出しつつある健康リスクも発見していない。
（つづく）

賛助会員、定期購読のお願い
全国労働安全衛生センター連絡会議（略称：全国安全センター）は、1990年5月

12日に設立された各地の地域安全（労災職業病センター）を母体とした、働く者
の安全と健康のための全国ネットワーク。月刊誌「安全センター情報」は、ここでしか見られない情報満載。

● 購読会費（年間購読料）：10,000円（年度単位（4月から翌年3月）、複数部数割引あり）
● 読者になっていただけそうな個人・団体をご紹介下さい。見本誌をお届けします。
● 中央労働金庫亀戸支店「（普）7535803」

 郵便払込講座「00150-9-545940」
 名義はいずれも「全国安全センター」

全国労働安全衛生センター連絡会議
〒136-0071 東京都江東区亀戸7-10-1 Zビル5階
PHONE（03）3636-3882  FAX（03）3636-3881

全国安全センター第29回総会の予定の告知
2019年9月28日（土）～29日（日）　大阪で開催の予定

EUにおけるWRDs監視・警報アプローチ	③
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出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の
一部を改正する法律（平成30年法律第102号）について
は、平成30年12月14日に公布され、一部の規定を除き平
成31年4月1日から施行される予定である。同法により在
留資格「特定技能」が創設され、人材を確保することが
困難な状況にあるため外国人により不足する人材の確
保を図るべき産業上の分野として、特定技能の在留資
格に係る制度の運用に関する基本方針（平成30年12月
25日閣議決定）の別紙に示された14分野（以下「特定産
業分野」という。別紙。）においては、新たな外国人労働
者（以下「特定技能外国人労働者」という。）の受入れ
が開始される。
特定技能外国人労働者に限らず、外国人労働者に

ついては、一般に、日本語や我が国の労働慣行に習熟し
ていないこと等から、今後、在留外国人の増加が見込ま
れる中で、外国人労働者を使用する事業場においては、
外国人労働者の安全衛生の確保のため適切かつ有効
な安全衛生教育を実施することが求められている。
こうした状況を踏まえ、平成3年1月21日付け基発第39
号「安全衛生教育及び研修の推進について」（以下「第
39号通達」という。）の一部を下記1のように改め、外国
人労働者に対する必要な安全衛生教育及び研修の推
進を図ることとしたので、事業者団体等に対しこの旨周
知するとともに、安全衛生団体等との連携を図り、地域の
実情にも応じた安全衛生教育及び研修の推進について
指導・援助されたい。
また、危険又は有害な業務について、外国人労働者
に対する安全衛生教育において事業者が特に留意す
べき事項を下記2にまとめたので、関係事業者に対して
周知及び指導の徹底を図ること。さらに、下記3の事項
について外国人労働者を使用する事業者が適切に実
施するよう周知及び指導に努められたい。

記

1			 第39号通達の改正

第39号通達の一部を次のように改正する。
	 別紙「安全衛生教育等推進要綱」5（5）を次のように
改める。
（5）外国人労働者
	 	 		 外国人労働者については、一般に、日本語や我
が国の労働慣行に習熟していないこと等から、外
国人労働者に対し安全衛生教育を実施するに当
たっては、当該外国人労働者の母国語等を用い
る、視聴覚教材を用いる等、当該外国人労働者が
その内容を確実に理解できる方法により行うこと。
特に、外国人労働者に使用させる機械等、原材料
等の危険性又は有害性及びこれらの取扱方法等
が確実に理解されるよう留意すること。併せて、事
業場内における労働災害防止に関する標識、掲示
及び表示等については、図解等を用いる、母国語
で注意喚起語を表示する等、外国人労働者がそ
の内容を理解できるようにするとともに、当該内容が
確実に理解されるよう留意すること。

	 	 		 具体的な対応は、次のとおり。
	 	 イ　リスクアセスメントの実施
	 	 		 外国人労働者を従事させる業務に関して、機械

設備、原材料、作業環境、作業方法等に起因する
危険性又は有害性等の調査（リスクアセスメント）を
実施する際には、一般に外国人労働者にとって日
本語で表示された作業標準等の理解が困難であ
ることを踏まえてリスクの洗い出しや見積りを行うこ
と。

	 	 		 当該リスクアセスメントの結果に基づき、必要に応
じて、リスクを低減するため機械設備等の見直し等
の措置を講じた上で、外国人労働者に対して実施
する安全衛生教育の内容を整理すること。

	 	 ロ　安全衛生教育の準備
	 	 		 母国語に翻訳された教材・視聴覚教材など、上

記イにより整理した安全衛生教育の内容に適した
教材を入手、整備等すること。

	 	 		 教材としては、厚生労働省ホームページに掲載
されている資料のほか、公益財団法人国際研修協
力機構、外国人技能実習機構、一般財団法人国
際建設技能振興機構等の資源が活用できると考え
られること。

	 	 ハ　安全衛生教育の実施及びフォローアップ
	 	 		 外国人労働者の日本語の理解度を把握し、視

聴覚教材等を活用して、合図、標識、掲示及び表
示等についても教育すること。また、安全衛生教育
の実施責任者の管理の下、当該外国人労働者と同

     基発0328第28号
  平成31年3月28日
都道府県労働局長殿

厚生労働省労働基準局長

外国人労働者に対する安全衛生
教育の推進等について
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じ言語を話せる日本語の上手な労働者（当該外国
人労働者と同じ国・地域出身の上司や先輩労働者
など）に通訳や教育の補助役等を依頼して実施す
ることが望ましいこと。さらに、安全衛生教育の理解
度を確認しながら、継続的に教育を繰り返すことが
望ましいこと。

	 	 ニ　労働災害防止のための日本語教育等の実施
	 	 		 外国人労働者が労働災害防止のための指示、

注意喚起等を理解することができるようにするため、
必要な日本語及び基本的な合図等を習得させるよ
う努めること。

	 	 ホ　労働安全衛生法等関係法令の周知
	 	 		 労働安全衛生法等関係法令の定めるところによ
り当該法令の内容についての周知を行うこと。その
際、外国人労働者がその内容を理解できる資料を
用いる等、外国人労働者の理解を促進するため必
要な配慮をするよう努めること。特に、労働安全衛
生法等に定める健康診断、面接指導及び心理的
な負担の程度を把握するための検査の実施につ
いては、これらの目的・必要性等についても当該外
国人労働者が理解できる方法により説明するよう努
めること。
		 ヘ　派遣労働が認められている業種での留意事

項
	 	 		 派遣労働者に対する安全衛生教育を必要十分
な内容及び時間をもって行うため、派遣元事業場と
派遣先事業場が十分に連絡・調整することが望まし
いこと。派遣労働が行われる場合、派遣労働者で
ある外国人労働者に対する雇入れ時等教育は派
遣元事業者の責任で行うこと。派遣先事業者との
協議により、雇入れ時等の安全衛生教育の実施を
派遣先事業者に委託する場合、派遣元事業者は
派遣先事業者から報告を受け、安全衛生教育の
実施状況を確認すること。また、当該教育の実施に
当たっては、派遣先における安全衛生事情にも留
意すること。
		 （注）特定技能外国人労働者は原則として直接

雇用されるものであるが、農業分野及び漁業分
野においては労働者派遣が認められていること
等に留意が必要である。

2			 危険又は有害な業務に係る安全衛生教育におい
て特に留意すべき事項

事業者は、外国人労働者を危険又は有害な業務につ
かせるときは、上記1による改正後の安全衛生教育等推
進要綱の記の5に基づき、雇入れ時等の安全衛生教育
において、当該危険又は有害な業務に伴う労働災害発

生のおそれとその防止対策等について正確に理解させ
ること。その際、下記の事項についても十分に理解させ
る必要があること。
①	 転倒災害の防止のため、整理整頓等による安全な
作業床の保持、危険箇所の表示、手すりや滑り止め
の使用方法及び積雪時に滑りにくい履き物や安全な
歩行方法
②	 高所作業に従事させる場合は、作業手順及びその
意味、墜落制止用器具の適切な使用方法及び昇降
設備の適切な使用方法
③	 機械設備、車両系建設機械等によるはさまれ・巻き
込まれ、激突、切れこすれ等のおそれのある作業に従
事させる場合には、作業手順及びその意味、安全装
置の適切な使用方法及び立入禁止等に係る掲示
④	 化学物質を取り扱う作業に従事させる場合には、
当該化学物質の危険性又は有害性及びその取扱い
方法、呼吸用保護具や化学防護手袋等の保護具の
適切な使用方法、局所排気装置等の換気装置の適
切な使用方法
⑤	 石綿を含む建築物等の解体等の作業に従事させ
る場合には、石綿の有害性及び当該含有品の取扱
い方法並びに呼吸用保護具等の適切な使用方法
⑥	 東京電力福島第一原子力発電所構内や事故由
来廃棄物等処分事業場で行われる放射線業務及び
除染特別地域等で行われる除染等業務に従事させ
る場合には、電離放射線の生体に与える影響、被ばく
線量の管理方法、設備や保護具の使用を含む機器
の取扱い方法、健康管理の必要性等
⑦	 夏季期間における屋外作業等の暑熱環境におけ
る作業に従事させる場合には、熱中症の症状、こまめ
な塩・水分補給等予防方法や応急措置等の緊急時
の対処等
なお、厚生労働省は、特定産業分野における主要な
安全衛生上の留意点を内容とする視聴覚教材を平成
31年度に作成・公表する予定であるので、必要に応じて
活用すること。

3		 健康管理手帳制度の周知等について

事業者は、特定化学物質や石綿等を取り扱う業務に
従事する外国人労働者に対しては、雇入れ時に当該業
務に関して発生するおそれのある疾病の原因等及び健
康診断の目的や内容について母国語等を用いる等、当
該外国人労働者が理解できる方法により説明すること。
また、がんなどの遅発性の健康障害を生ずるおそれ
のある化学物質、石綿及び粉じんの取扱作業について
は、当該業務に従事していた外国人労働者の離職後も
その健康管理が重要であることから、事業者は労働安

外国人労働者関係の労働基準行政通達
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全衛生法（昭和47年法律第57号）第67条に基づく健康
管理手帳制度について離職前に説明の上、要件に該当
する当該外国人労働者に対して離職後、速やかに管轄
の都道府県労働局に申請するよう促すこと。なお、この
際、申請に必要な書類について、事業者自らが準備し当
該外国人労働者に対して離職前に手交する等円滑な
手続きが行われるよう支援に努めること。
また、併せて、特定化学物質等による疾病はその潜
伏期間が長期に渡る場合があることを踏まえ、帰国後で
あっても、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50
号）に基づく労災保険給付の請求を行うことができること
について、外国人労働者に周知すること。

4		 資料の入手先一覧

○厚生労働省
	 https://www.mhlw.go.jp/index.html
	 →安全衛生に関するポータルサイト（職場のあんぜん
サイト）

	 http://anzeninfo.mhlw.go.jp/
	 →外国人労働者の安全衛生対策について
	 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/

bunya/0000186714.html
	 →アスベスト（石綿）情報
	 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/

bunya/koyou_roudou/roudoukijun/sekimen/
index.html

	 →職場における熱中症予防
	 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/

bunya/0000116133.html
	 →外国人労働者向け労災保険給付パンフレット
	 https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/

roudou/gyousei/rousai/gaikokupamphlet.
html

○公益財団法人国際研修協力機構（JITCO）
	 https://www.jitco.or.jp/
○外国人技能実習機構（OTIT）
	 https://www.otit.go.jp/
○一般財団法人国際建設技能振興機構（FITS）
	 https://www.fits.or.jp/index.php/ho

別紙

特定産業分野
1		 介護業
2		 ビルクリーニング業
3		 素形材産業
4		 産業機械製造業
5		 電気・電子情報関連産業

6		 建設業
7		 造船・舶用工業
8		 自動車整備業
9		 航空業
10	 宿泊業
11	 農業
12	 漁業
13	 飲食料品製造業
14	 外食業

技能実習生の法定労働条件の履行確保を目的と
する出入国管理機関及び外国人技能実習機構（以下
「出入国管理機関等」という。）との相互通報制度につ
いては、平成18年5月31日付け基発第0531001号「技能
実習生の法定労働条件の履行確保のための出入国管
理機関との相互通報制度について」及び平成29年10月
27日付け基発1027第50号「技能実習生の法定労働条
件の履行確保のための外国人技能実習機構との相互
通報制度について」により、的確に実施するよう指示して
きたところである。
今般、出入国管理機関が作成する実習実施者等か

ら失踪した技能実習生に係る聴取票について、法務大
臣より法務省入国管理局に対し、同聴取票を端緒とする
実習実施者等に対する実態調査を速やかに実施するよ
う指示があり、現在、出入国管理機関等において、同調
査が行われているところである。
ついては、当該調査の結果、労働基準関係法令違反

の疑いが認められる事案については、上記の通報制度
に基づき、出入国管理機関等から労働基準監督機関に
通報されることから、これを受けた場合には、速やかに監
督指導を実施すること。監督指導の結果、労働基準関
係法令違反が認められた場合には、厳正に対処するこ
と。
なお、本件については、法務省入国管理局及び外国
人技能実習機構と協議済みであることを申し添える。

10年保存 基発0118第3号
機密性1  平成31年1月18日
都道府県労働局長殿

厚生労働省労働基準局長

失踪した技能実習生の
実習実施者等に対する監督指導

の実施について
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築地市場解体工事に伴うアスベスト撤去
東京●リスクコミュニケーションの実施	②

はじめに

築地市場の豊洲新市場への
業務移転に伴い、施設の解体
工事が2018年12月に開始、解体
に先駆けてアスベスト除去工事
がはじまった。築地市場内の建
築物は大小合わせて130～140
棟、内アスベストレベル1及び2の
撤去が実施された建物は、2019
年3月20日時点で52か所の養生
検査、41件の完了検査が行われ
た。この全域の解体工事を、4社
の元請け業者とその傘下で7社
のアスベスト除去業者が担当し
た。これらの養生設置前清掃検
査、養生検査、完了検査は、それ
ぞれ管理会社による検査、中央
区による検査と2回ずつ行われ、
私は、第三者としてほぼすべて
の検査に立ち会うことができてい
る。
このほかに、仲卸棟の大屋根
の波形スレート板の撤去につい
ても、第三者として工事の事前
の検討から参加し、意見を述べ
る機会をもった。この大量のレベ
ル3建材の撤去工事においても、
他に類を見ない工事が実行され
た。
これらの立ち合いで、アスベス

ト撤去現場で起きている様々な
具体的な課題を見ることができ

た。以下にいくつかの事例を紹
介したい。

作業者用以外の、荷物専用の
セキュリティールームの設置

工事着手前に、レベル1建材
の吹き付けアスベストやレベル2
に該当するケイ酸カルシウム板
等の施工されている建物のアス
ベスト撤去について、アスベスト
除去業者により、工事の概要が
説明された。設計図面での説明
の際に、セキュリティルームや負
圧除じん機の設置場所について
第三者を交え、確認、変更が検
討された。
これらのレベル1、レベル2アス
ベスト含有建材撤去は、プラス
チックシートによる全面養生の中
で行われる。この養生は、中で発
生したアスベスト粉じんが外に漏
れないように、シートは隙間なく設
置されなければならない。また、
目に見えない微細なアスベスト粉
じんを外に漏らさないように、養
生内で負圧除じん機を稼働させ
て、負圧除じん機に設置された
ヘパフィルターにアスベスト粉じん
を吸着させる。この養生内への
出入りには、作業者はセキュリティ
ルームと呼ばれる3室を通って入
り、その中で汚染された保護服を
脱いで出てくることになる。

このセキュリティルームの設置
は普通1か所で、除去作業者と
養生内で撤去され袋詰めされた
アスベスト廃棄物とともに出入り
することになる。人と廃棄物が同
じ通路を通して出てくることで、
養生周辺のアスベスト粉じん汚
染が懸念される。そこで、築地市
場では、人用のセキュリティルー
ムと別に、廃棄物専用のセキュリ
ティルームの設置を要望し、広い
密閉養生の現場では実施しても
らった（次頁写真）。

養生検査

プラスチックシートで密閉され
た養生が、中で除去作業がはじ
まる前に、漏れがないように設置
されているかどうかを確認する
養生検査を行った。大気汚染防
止法に基づく行政による立ち入
り調査では、主に養生が完成し
た時点で、セキュリティルームの
設置の様子などを目視して確認
される。しかし、今回の築地市場
では、最初に養生設置前の清捕
の確認をし、養生が完成すると、
監理会社による養生内部の立
ち入り検査を行った。最初に監
理会社、発注者の東京都が養
生内部に入り目視点検した。翌
日中央区の行政の立ち入り養生
検査が行われ、すべての養生が
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事前にダブルチェックされた。私
は、ほぼすべての監理会社によ
る養生検査と、中央区による行政
立ち入り謂査に同行した。東京
都職員も両方に同行している。
監理会社による養生検査で

は、養生内部の目視による調査
を最初に行った。ここでは主に、
養生シートと躯体との接着部分
の密閉状態を隅々まで確認し
た。また、養生の中を負圧状態
にするためには、養生内の空気
を負圧除じん機で陰圧にするた
め、一定の強度が求められる。
負圧機が稼働しているときに養
生シートが剥がれそうなところは
補強を指示した。また、養生の
骨組みを構築するために使用さ
れている単管パイプの養生内の
断面の穴をすべて養生テープで
塞ぐよう指示した。さらに、養生
内部で露出しているすべての単
管、階段の床面、手すり部分など
を、養生テープもしくはビニール
シートで覆った。
EFAラボラトリーズから工事
期間中ずっとお借りして、何度も
繰り返し使用したスモーカー（発
煙装置＝次頁左写真）が威力を

発揮した。目視で養生を確認し
た後に、スモーカーを義生内に
入れて、無害の粉じんを大量に
発生させた（次頁右写真）。ス
モーカーは舞台などで煙を発生
させる道具で開発されたと聞い
たが、負圧機の稼働を止めて、
密閉された養生内で大量に煙を
発生させた。養生内は真っ白で
自分の足元も見えないほどに煙
を充満させた。すると、養生に穴
があったり、接着部分が不十分
であると、その養生の外側の周
辺がもわっと白く煙ってくる。養生
の穴が一目瞭然で確認できる。
ある養生では、養生内で大
量の煙を発生させると間もなく、
セキュリティルームの周辺が白く
煙ってきた。そこでテストに立ち
会っていた業者、都職員があわ
て出し、周辺を詳細に見てまわっ
た。最初はセキュリティルームの
入り口からの逆流ではないかと
疑ったが、都の職員がセキュリ
ティルームの足元の単管からも
れているのを発見した。養生の
足場を支えている単管が養生の
プラスチックシートを貫いて固定
されており、その中と外の小口の

両面がふさがれていなかったこ
とで、中のスモークが煙突を通る
ように外に出ていたことがわかっ
た。そこで、単管の両面を養生
テープで塞ぐことを指示した。
これは、スモークによるテストが
行われなければ事前に見つける
ことができず、全面養生をかけて
負圧除じん機の機能在確かめ
たにもかかわらず、アスベスト粉じ
んを周囲に漏らしてしまうところ
であった。事前のスモークテスト
で事なきを得た事例である。この
ようにスモークテストによる養生
確認はたいへん重要である。
さらに、スモークで養生内を満
たし、その後負圧除じん機を稼
働させ15分間程度、養生内から
粉じんが排出される様子在確認
した。スモークがすべて排出さ
れていれば、マニュアルに示され
ている1時間につき4回換気が実
際に目視で確認できる。狭い養
生空間では排出されるが、広い
養生空間では15分できれいに
換気できないことが起こった。こ
れは、養生空間が広いと、あちら
こちらで対流が起こり、15分では
すべての粉じんが排出されない
ケースが見られた。この場合、
負圧機を移動ができるもの（マニ
ホールドの設置）にして、除去作
業の近くまで接近させることを指
示した。ただし、この場合ダクトを
延長することから、延長分のダク
トの空気抵抗が増え、計算上の
換気量が不足することがあり得
る。そのため、排気ダクトからの
風量を直接計測し、養生内1時
間4換気を満たすかどうかの確
認が必要になる。
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このスモーカーを使用した大
量のスモーク発生テストは、各ア
スベスト除去業者に好評であっ
た。なにしろ養生の漏れを確認
するには大変わかりやすい。除
去業者の伺社かは、独自でス
モーク発生装霞を購入した。
別の養生では、スモークを発
生させた直後に、養生の一角が
白く煙った。これは、雨の影響で
養生の足元の一部のテープが
剥がれ煙が漏れたものであった。
このケースも、除去がはじまる前
に見つかったことで、工事中の漏
洩を防ぐことができた。

デジタル粉じん計による
周辺粉じんのリアルタイム監視

デジタル粉じん計は必ずしもア
スベスト粉じんを計測するもので
はないが、一般粉じんを絶えず
養生周辺で計測し粉じん濃度
が急激に高まった場合、その工
事を見直すことでアスベスト粉じ
んの漏れをリアルタイムで知るこ
とができる。アスベスト粉じん濃
度測定は、計測後早くてもその日
の工事後、もしくは翌日にわかる
ために、粉じんの漏洩をリアルタ

イムで知り、工事を見直すことが
できない。その点、デジタル粉じ
ん計による計測は、正確にはアス
ベスト粉じんではなくとも、時機を
逸することを防ぐことができる。こ
のような意味で、東京都の職員
にデジタル粉じん計での随時計
測をお願いした。
12月21日、東京都施設課職員

により「デジタル粉じん計での異
常値確認について（水産本館負
圧・除鹿機排気口）」とする報告
書が提出された。除去工事現
場周辺の粉じん濃度測定を髄
時行う中で、313カウントを計測し
た。そこで緊急に、アスベスト除
去作業在中止し、現地点検を実
施、異常のないことを確認のうえ
工事を再開している。

養生の出来不出来

当初、アスベスト除去に関する
除去業者の、養生設置の出来
不出来には差が見られた。現場
ごとに養生の設置しやすい現場
や難しい現場はあるものの、養生
のうまい業者、不十分な養生に
なってしまっている業者とで差が
見られた。その後、それぞれの

業者が、養生の作り方を学び合
い、養生のレベルが向上し、一定
のレベルの高さに均一化してき
た。このことから、養生の作り方
について、実地での訓練機関が
養生の設置についての技能者
を訓練し、一定の技能レベルに
達したものが専門に養生設置を
行う必要がある。

完了検査の重要性

完了検査は非常に重要であ
る。完了検査の重要性を各除去
業者に理解してもらい、完了検査
に際して、どの部分に取り残しが
多くあるか在認識してもらうこと
で、除去作業が隅 ま々で丁寧に
行われる効果が期待できた。
実際に養生撤去前に完了検
査で不十分な除去が判明し、結
果的にアスベスト粉じん飛散を
未然に防ぐことができた事例を
紹介する。

①腰壁の塗材の除去

市場内の仮設卸売場1F南
側外壁の周回の腰壁の塗材に
アスベスト含有が確認され、養
生下での除去工事が行われた。
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養生が設置された時点で養生
内の目視調査、スモークテストに
よる養生の漏れの調査が行わ
れ工事がはじまった。除去終了
後に完了検査を行った。除去後
養生を撤去する前なので、私た
ちは防護服を着て靴の上から覆
いをかけ、顔の全面を覆う防じん
マスクを着けヘルメットをかぶり、
負圧が維持されている養生内を
詳細に目視で撤去個所を確認し
た。案内した除去作業者に聞い
たところ、塗材は表層のものにア
スベスト含有があったとの説明
であった。塗材は表層がきれい
に撤去されていた。除去を確認
し完了検査を終了した。
ところが、築地での検査を終
わり事務所に戻ったところ、検査
に同行したEFAラボラトリーズの
メンバーから電話があり、事前の
アスベスト調査表を再度見たら、
塗材の表層がアスベスト含有で
はなく、下地材にアスベスト含有
と表記されていると指摘を受け
た。あわてて築地市場の管理会
社に電話して、今日の完了検査
した塗材はアスベストが残ったま
まなので、養生を解体する前に
全部撤去のやり直しを指示した。
その際下地材の下のコンクリート
の肌地が見えるまで表層を削る
ように、また、削った後を再検査
することを話した。

②吹き付け材取り残し

青果屋上駐車場アスベスト撤去

市場内の青果卸売場屋上の
駐車場には大量の吹き付けアス
ベストが広範聞に施工されてい
た。とこでも除去作業前にはス

モークテストで養生の確認を行
い、撤去が行われた。除去が終
了し、養生撤去前に完了検査を
行った。ここでは、下からは見え
にくい天井付近の鉄骨の上に吹
き付け材のかたまりが残されて
いた。また、天井付近の鉄骨に
施された複雑な造作の裏側に吹
き付け材が残っていた。除去作
業に使用した立ち馬の足場の床
面にも、泥状の吹き付け材が残さ
れていた。それらを指摘して、除
去の徹底を指摘した。
この完了検査について作業者
は、第三者の眼で見てもらうこと
で、作業を行った業者もあらため
て気づいたと話していた。実際
に養生内で全面マスクをかぶっ
て作業を行うと、当然マスクは汚
れ、見づらくなり、普通に見れば
当たり前に気づくものも見逃して
しまうということが起こった。大量
のアスベストの除去を行う場合、
多くの作業者が手分けして除去
を行うことで、なおさら現場では
見落としや、誰かが除去したとの
誤解が発生する。この意味でも
完了検査は非常に重要である。
以上のように、築地市場の解
体工事で発注者（東京都）、事
業者（アスベスト除去業者）、工
事監理会社、大気汚染防止法
所管行政（中央区）及び第三者
としてのアスベストセンターによ
り、リスクコミュニケーションにもと
づいて、養生検査、完了検査が
実施され、確実にその成果が確
認され、重要性が認識されてい
る。事例で紹介したように、養生
検査。完了検査を行わなければ
発見されなかった工事の不具合

が、事前に目で見えるかたちで
確認され、工事が見直された。ま
た、工事中も絶えず周辺の粉じ
ん濃度を観測することで、工事
の見直しを絶えず行うことが実
現できている。これらの経験は、
他の工事現場でも実行可能であ
る。
発がん物質であるアスベスト

の管理について、国は過去に、
適正に管理されれば環境による
被害は発生しないという、根拠
のない理由でアスベスト禁止を
遅らせてきた歴史的な事実があ
る。この「適正に管理された」発
がん物質の神話は、いまなお工
事現場に生き続けている。行政
の立ち合い検査で「適正な管
理」とは、完成したセキュリティ
ルームの周辺を見てまわることだ
けではない。発がん物質を環境
中に排出させないためには、設
計図書による事前のアスベスト
調査結果の確認と、養生設置前
の清掃の第三者による確認と、
無害な粉じん発生装置による養
生内からの粉じん漏れがないこ
との第三者による確認と、除去
後養生撤去前にアスベスト除去
完了の第三者による確認が必
要であり、これらがすべてそろっ
て初めて「適正な管理」といえ
る。「適正な管理」とは、アスベス
ト除去工事の費用や工期を圧
縮するのに「適正な管理」であっ
てはならない。工事者行う作業
者や周辺の住民の安全にとって
「適正な管理」でなけれ
ばならない。
（中皮腫・じん肺・アスベスト

センター　永倉冬史）
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手話通訳士のうつ病は職業病
高知●地裁が不支給処分取り消す判決

手話通訳士の女性（50歳）の
うつ病を職業病と認める判決
が、2019年4月12日に高知地裁で
あった。
原告は、1997年から高知県聴
覚障害者協会で手話通訳士と
して働き、障害者自立支援法の
施行に伴い2011年4月に開設さ
れた高知県聴覚障害者情報セ
ンターに、生活支援員兼コーディ
ネーターとして移籍した。
原告は移籍後、2011年7月に
難病のサルコイドーシスを発病。
翌2012年1月にAクリニックを受
診し「気のすすまぬ仕事への適
応障碍と暫定診断」された後、
同年5月にB病院を受診。当初
の診断は不眠症、不安神経症
だったが同年7月には抑うつ状
態が加わり、8月から休職した。
休職中の同年10月に受診したC
クリニックで「F32	中等症うつ病
エピソード」と診断され、2013年
1月受診のDクリニックでも「中等
症うつ病エピソード」と診断され
ている（裁判ではこの病名が本
件疾病とされ、これが認定基準
の対象疾病に該当することは争
いがなかった）。
2012年11月に労災申請を行っ

たものの、2013年10月に高知労
働基準監督署長は不支給処
分。審査請求、再審査請求も棄

却されて、2016年8月に原処分取
り消しを求めて行政訴訟を起こ
したものである。判決の主な内
容を紹介したい。

① 業務起因性の判断基準

認定基準の合理性を認めつ
つも、たんにこれに依拠するのみ
ならず、事案に応じて、個別具体
的かつ総合的な見地から検討
を行うのが相当とした。

② 本件疾病が発病した時期

原告が主張するAクリニック受
診前の2011年12月よりは、被告
主張の2012年5月の方がより確
定的に発症が確認できるものと
認め、同月を発症時期とすること
を基本としつつも、それ以前から
発症している可能性があること
を直ちに否定しないものとして、
発症時期については幅を持った
概念として検討を進めるのが相
当とした。

③ 業務による心理的負荷の

程度

まず、認定基準に従えば原則
として2012年11月＝発症時期
2012年5月の6か月前＝以降に生
じた出来事が心理的負荷の程
度の評価の対象となるが、機械
的かつ硬直的にこの期間に限定

して判断するのは相当ではなく、
出来事の性質・内容に応じて個
別具体的に判断するのが相当と
した。
具体的にはまず、原告が強調

した、移籍にあたって約束された
20万円近い月給が移籍前の月
給を3万円以上も下回る14万円
に一方的に減額されたことにつ
いて、被告は、個人の主観的な
事情であって、心理的負荷の評
価の対象となる事実に当たらな
い等と主張した。判決は、賃金
の多寡については、それ自体を
単体として業務に内在する危険
として捉えるのが難しいとしても、
契約締結に至る過程や契約上
の労務内容、実際の労務内容、
同僚との相対的な関係等を総合
的に判断して、他の要因に影響
を与える要素として斟酌するの
が適切か否かという観点から検
討し、これが是認できる場合には
全体的な心理的負荷の判断要
素として斟酌し得ると解するのが
相当とした。また、賃金の変更自
体は発病の6か月よりも前に生じ
た出来事であるものの、変更後
の賃金額での支給が継続してい
る以上、その心理的負荷の程度
の評価の対象とするのが相当と
した。
そのうえで、業務量としては、
多忙であったとはいえるが心理
的負荷の程度が非常に大きかっ
たとまではいえない。業務の質
の面からすれば、相当重い負荷
がかかっていたと評価すべき。
業務のなかに、原告自身が発案
し、実施することになった試行的
な取り組みが含まれたのだとして
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も、そのことを理由に原告に不利
な判断をすべきではない。以上
を総合すると、担当業務の質、量
及びその変化については、比較
的大きな心理的負荷が生じてい
たというべきである。上司・同僚と
のトラブルや職場環境の安全配
慮についての原告の主張はいれ
なかったものの「総合考慮」とし
て、以下のように判断した。
「2012年4月に情報センターへ
移って以降、手話通訳士として
の専門業務から対外的な交渉
を要する多岐にわたる事務作業
へと職務内容が変更して、同時
並行的に処理する必要から業
務が質量ともに増加し、かつ、専
門職とはいえ負荷のかかる手話
通訳の業務を随時に求められる
など、業務の質、量及びその変
化に伴う心理的負荷は比較的大
きなものがあったところ、本来協
力関係になければ円滑に事業
が進められない関係にある更生
センターと協会の関係が当初よ
り良好でなく、それが改善する方
向に進まない状況で、上司や同
僚の支援を受けられない中で孤
立して奮闘せざるを得なかった
と認められるところ、もともと原告
の内心では騙されたに近い形で
減額された賃金で働かされ続け
たという事情があり、しかも、同僚
と合理的に納得できない格差を
つけられたという思いが継続して
いたというのであるから、全体とし
て見れば強い心理的負荷が加
わったと認められるというべきで
ある。
なお、認定基準は直ちに準拠
すべきものではないが、これを参

考にする観点で述べれば、専門
部会意見書でも複数の『中』に
該当する事実が存するところ、関
係団体との軋轢、上司や同僚と
の問題に加え、その全体に影響
を与える賃金の問題が存するこ
とを考慮すれば、全体評価として
『強』に匹敵する負荷が生じた
と評価するのが相当である」。

④ 業務以外の要因による発

病の有無

被告は、2011年3月の子宮全
摘手術や同年7月のサルコイドー
シス診断による強い心理的負荷

が本件疾病発病の主たる原因、
個体側要因としてストレスに対す
る脆弱性が認められる、性格傾
向がうつ病と神話的なものとされ
る「メランコリー親和型性格」の
特徴を備える者で本件疾病発
病の個体側要因となり得る等と
主張したが、いずれも採用できな
いとされた。
以上から、本件疾病は原告の
業務に起因して発病したものと
認めるのが相当として、不支給
処分を取り消す判断を下したも
のである。
被告－国は控訴した

ウガンダ人女性の通勤災害
神奈川●非協力的な自動車保険会社

それは2018年6月半ばのこと
だった。ウガンダ人の友人から
電話があり、「同郷の女性が交
通事故にあって困っている、助け
てほしい」とのこと。「首都圏に住
むウガンダの人々の中では、何か
あったら［東京労働安全衛生］
センターに電話する」という情報
が飛び交っているのだろうか。実
はこれが5人目の相談である。
横須賀のペッドフード加工工
場で働いているJさんは、会社の
前の信号が青になったので渡っ
ていたら、右折してきた4トントラッ
クに追突されその場で気を失っ
た。会社の前だったので、仲間
が駆けつけただちに救急搬送さ
れた。肋骨骨折、頚屑部と腰部

打撲で通院加療と診断された。
私が訪問したときはまだ歩くこと
ができず、平塚の友人が食事の
買い出し等の面倒をみていた。
Jさんは難民申請中で、6か月

ごとに入国管理局に出頭しなが
ら同工場で働いている。シング
ルマザーで高校生と小学生の
子供がウガンダにいて、仕送りを
していた。日本に来て6年である
が、片言の日本語ができる程度
である。会社には英語ができる
日本人とガーナ人がいて、彼女を
支えていた。彼女は、交通事故
時の保険制度がわからず、大変
不安がっていた。「事故にあった
ときは警察も来ていた。ひき逃げ
ではないのだから、必ず補償され
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る。それまで治療に専念するこ
と」と話して、名刺を置いて引き
上げた。
しばらく連絡がなかったJさん
から、9月半ばに電話が入った。
「給料が振り込まれなくなった。
どうしたらよいの」とのこと。さっ
そく事情を聞くために本人を訪
問し、会社にも行って話を聞い
た。Jさんの工場は、10名程度の
小規模工場である。20kgくらい
ある冷凍状態の馬肉を1kgぐら
いに裁断して、ペットフードとして
店頭に出す。ペットフード馬肉加
工業としては結構有名な会社だ
が、総務や人事などの人事管理
部門がない。会社の担当者をは
じめ同僚はJさんのことを心配し
ているが、交通事故災害補償制
度や労災制度について知識がな
く、自動車保険会社からの対応
にどうしたらよいか困っていた。
自動車保険会社は、6、7月の
給料は補償したものの、8月以降
の支払いを停止していた。その
理由は、「診断書には肋骨骨折
となっているので、一般的に2か
月で治癒するはず。まだ働けな
いならその診断書を主治医から
もらってくるように」とのことであっ
た。しかし、Jさんの症状は、頚肩
部と腰部痛が残っていて、20kg
の冷凍肉を移動したり、加工し
たりすることは不可能な状態で
あった。病院を訪問し、主治医に
面談すると、英語が不得意なこと
もあってか、「治療は行うが、労
働実態がよくわからないので、い
まの症状で労働可か不可かの
診断書は書けない」と突っぱね
られた。

加害者側の自動車保険会社
は、事故当日から7月末日までは
対応していた。しかし、8月から治
療費は出すが、休業補償は「労
働不可」との主治医証明がない
と払わない、という。
そして、主治医は「治療はす

るが保険会社に労働可不可の
証明は書けない」という。そのは
ざまで当人は途方にくれてしまっ
ていた。幸い会社が家賃を立替
えてくれていた。が、働けないの
で給料はない。生活費は底をつ
き、友人からお金を借りていたよ
うだがそれも限界があり、ガスが
止まり、ライフラインのスマホが止
められてしまうこともあった。もち
ろん、子供たちへの仕送りもでき
ない状態である。
「通勤途上災害だから、労災
保険を使おう」と、本人と会社に
提案した。工場の同僚は、「労
災のそういう使い方もあるのか、
社長に税得してみる。その根拠
を教えてほしい」と言ってくれた。
さっそく、労働基準監督署に行っ
て事情を話した。労基署の担当
者は、「通院費は出ているから、
自動車保険でできるところまでは
してもらおう。休業給付は事故
当日から7月31日まで第1回目の
請求を準備してください。この間
はほぼ自動車保険で賄えると思
うが、それ以降の請求のために
必要です」と提案した。そして、
資料をコピーしてもらい、通勤途
上災害は事業者の負担はない
旨の文書を作成して会社に提出
した。
同僚の説得もあり、社長は

「通勤途上災害」で処理するこ

とを承諾し、申請書に会社印を押
してくれた。しかし、電話口で話
した保険会社の担当者は、「労
災請求」にすることに明らかに不
満そうな対応であった。通勤途
上災害の支払い請求は、労基署
を通じて結局は自動車保険会社
（加害者側）に回るからである。
そのため、労災保険に切り替え
る手続き上必要であった加害者
側の署名が、当方の手元に届く
まで1か月以上を有した。また、
警察にも不備があり、交通事故
証明書に記載されていた事故
現場の住所が間違っていて、こ
れを指摘したところ、平謝りして
訂正することとなった。
この一連の手続きが動きはじ
めたのは、10月になってからで
あった。Jさんも自分で日常生活
品を買いに行くことができるまで
に回復していた。「10月半ばから
だんだん働くようにしよう」という
提案を彼女は受け入れ、会社の
問僚たちも「無理しないで働ける
時間をだんだん長くしていこう」と
協力してくれた。この結果、10月
末からは彼女の収入も少しは入
るようになり、12月になると従来同
様フルタイム勤務が可能になっ
た。12月半ば、監督署からの第1
回の労災休業給付の支払い通
知が届いた。10万円くらいであっ
たが、これは後に続く一歩であ
る。本人、会社の同僚ともに喜び
合った。
通院は12月でいよいよ終了

となった。一部の痛みは残って
いるが、深刻な後遺症は残らな
かった。しかし、示談へ向けた交
渉は必要である。神奈川労災職

各地の便り



安全センター情報2019年7月号   61

業病センターの仲間の紹介で、
ユニオンヨコスカが行っている無
料法律相談を予約し、弁護士の
先生方を通じて示談交渉を行う
準備を進めた。後遺症診断を
横浜港町診療所で行い、それを
もって現在、示談交渉最終局面
に入っている。4月末、保険会社
が支払いを渋っていた8月から12
月までの休業給付が、労基署より
「通勤途上労災」として振り込ま
れた。これでJさんの不慮の交通
事故によって失った賃金は、ほぽ
取り戻すことができた。
難民申請を待ちながら、子ども

たちと遠く離れた日本で働き仕送

りを続けていたとき、突然交通事
故にあい、日本の労災保険制度
を知らない中、途方に暮れてい
たJさんだったが、皆の支援で一
歩一歩状況を改善し、いまは元
どおりに働けるようになった。そし
て、失った利益も着実に取り返し
ている。
職場の同僚たちが見守る温

かい雰囲気に、彼女も励まされ癒
された。Jさんが交通事故に負け
ず元気で働き続けられるように、
そしていつか子供さんたちと一
緒に生活できることを祈ら
ずにはいられない。
（東京労働安全衛生センター）

外国人労働者の労災相談
愛知等●専従生活まる10年での経験

名古屋で労災被災者や職業
病の患者さんを支援する名古屋
労災職業病研究会研の専従職
員になったのは、リーマンショック
の影響が色濃く残る2009年3月2
日だった。気が付いたら専従生
活まる10年になった。専従になり
たての頃の外国人の労災相談
について少しご紹介することに
する。
労職研に入った頃は外国人
労働者の労災支援ばかりしてい
た。トヨタ系部品会社で転倒し
頚椎を損傷したことから四肢麻
痩になってしまった日系ブラジル
人男性や、コンビニ向けにスイー
ツを製造している会社で水あめ

の入った一斗缶を機械でつぶ
す作業中に機械に腕を挟まれ
CRPS（複合性局所嬉痛症候
群〉を発症したペルー人元弁護
士の男性のケースなどはいまで
も思い出す。

頚椎損傷のブラジル人

頚椎を損傷した日系ブラジル
人男性のケースは、被災時の目
撃者がいなかったことから認定ま
で時闘がかかり、生活保護申請
や障がい者手帳申請を支援す
るだけでなく、被災者が何もでき
ない状況だったので病院、会社、
監督署との折衝など何もかもしな
ければならなかった。労災が認

定されたとき、生活保護を止める
ため市役所に男性と一緒に行っ
たのだが、男性が労災と生活保
護の両方をもらえると勘違いし、
生活保護を止めないでくれと私
に懇願してきたときの顔が目に焼
き付いている。

CRPSのペルー人

CRPSのペルー人の男性の
ケースでは、会社の総務が毎月
の休業補償給付請求書の事業
所証明をわざとすぐに行わず、
何週間も放置する嫌がらせをし
ていたことから、休業補償給付
請求書を会社に送付するたびに
総務担当者に電話をかけること
を1年以上した。症状固定する
まで数年かかり、男性は英語が
堪能だったこともあり、相談以外
にも様々なことを話したことが思
い出になっている。「日本に来た
のは働くためというより、妻が日系
人だったのでアドベンチャーのつ
もりだった」と話していたことをよ
く覚えている。男性が住んでい
たアパートからお連れ合い、子供
ともども追い出され、不動産屋で
交渉したこともあった。このブラジ
ル人男性とペルー人男性のケー
スは、最後にユニオンで補償交
渉を行い、解決した。

指を切断したロヒンギャ族

難民申請していたミャンマーの
ロヒンギャ男性の支援も印象に
残っている。小さな食品会社の
機械に手を巻き込まれ、指を2本
切断して、労職研に相談に訪れ
た。最近になって、ミャンマーでロ
ヒンギャの人々が迫害されてい
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るこユースにふれ、ロヒンギャとい
う民族を知るようになったが、当
時は、ミャンマ一国籍にもかかわ
らずイスラム教徒で、食べるもの
もイスラムの料理を好み、容貌も
立派な髭をはやしたイスラムの
男性が、仏教徒のイメージが強
いミャンマー人であることを不思
議に思っていた。この男性の労
災は認定されたものの、支援から
数年後、中古自動車輸出業の仕
事をしているときに名古躍入管
に収容され、収容中に待遇改善
を求めてハンストを行い、そのこ
とが大きく中日新聞に記事に載り
びっくりした。

労災続きのトルコ人

今年に入って、トルコ人男性
のAさんが指を骨折したと労職
研事務所に来所した。事情を聴
くと、「解体中に指を骨折し社長
に労災申請を頼んだところ、社長
も労災申請のやり方が分からな
いので自分で申請してほしい」と
言われたということだった。この
男性の労災はこれで3回目にな
る。最初の労災は、2010年に解
体現場で超きた指の切断事故
だった。解体屋の社長が労災請
求書に事業所の証明をしないと
いうので、本人を車に乗せ岐阜
駅近くの会社の土場までいき所
在地を確認したり、被災した小
牧市の現場の確認にいったりし
た。解体屋の社長どころか、元
請けから解体屋に仕事をまわし
だブローカーまで、元請けを明か
さず逃げるありさまで労災認定ま
で時間がかかり、Aさんから「い
つ労災のお金くれるの。私、生活

できない」と何度も私に電話がか
かってきた。
Aさんの2回目の労災は、解体

中の家屋の屋根からの転落事
故で、腰の骨を折り入院してい
た名古屋東医療センターから私
に電話してきた。指の怪我の障
害補償給付が出て間がないとき
だったので、私は携帯電話を握
りながら驚きのあまり絶句した。
さんの労災請求の手伝いをす
るため東医療センターを訪れた
とき、キャスター型歩行器に寄り
かかったAさんが、病院の廊下を
「ろうさい、ろうさい」と言いなが
らスイスイと私に近づいてきた姿
を忘れられずにいる。この後、多
くのトルコ人労災被災者が労職
研を訪れるようになった。

2010年に最初に支援したと
き、Aさんは日本語も英語もほと
んどわからず私も苦労したが、先
日の来所時はかなり日本語が分
かるようになっていた。在留資格
も2010年は難民申請したばかり
だったが、現在は永住者の資格
を持ったタイ人女性と結婚し、日
本に定住することが可能な資格
になっていた。トルコから呼び寄
せた息子さんは日本人女性と結
婚したということで、スマートフォン
に登録された生まれたばかりの
お孫さんの動画を見せてくれた。
いまは、Aさんが4回目の労災

に被災しないことを祈って
いる。

（名古屋労災職業研究会

成田博厚）

元水道職員の中皮腫認定
山口●下関市と岩国市で二人相次ぎ

2017年にアスベストが原因の
悪性胸膜中皮腫を発症した下関
市と岩国市の元職員が、今回、相
次いで公務災害認定された。
石綿関連疾病に係る公務
災害の申請・認定件数は、2015
年度は申請12件で認定が5件、
2016年度は申請10件で認定12
件、2017年度は申請18件で認定
8件となっている。さらに、職種別
の分類において「電気・ガス・水
道事業職員」の申請・認定件数
は、2015年度は申請5件で認定3
件、2016年度は申請1件で認定2

件、2017年度は申請5件で認定
1件となっている（決定件数は前
年度以前に請求があったものを
含む）。
労働災害に比べ、決して多い

とは言えない公務員の申請・認
定状況の中で、同一県で、同職
種で、同時期に悪性胸膜中皮腫
を発症し、同時期に公務災害と
認定されるケースはきわめて稀
れである。
Aさん（発症時65歳）は、1972
年9月に岩国市水道局へ入局。
工務課に配属された1979～
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1983年の期間は1か月に2、3日程
度、1984～1992年の期間は1年
間に1、2日程度、石綿管の修繕
作業等に従事した。2017年8月
に悪性胸膜中皮腫と診断され、
同年9月に岩国市へ公務災害認
定申請を行った。
Bさん（発症時73歳）は、1965
年1月に菊川町役場（現下関市）
に入所。l976年1月から1980年
6月までの間、石綿管の修繕作
業及び石綿管から鋳鉄管への
敷設立ち合い作業に従事した。
2017年10月に悪性胸膜中皮腫
を発症し、同年12月に下関市へ
公務災害認定申請を行った。
Bさんは2018年12月11日付け

で公務災害と認定され、Aさんの
請求も2019年1月28日付けで公
務災害と認定された。残念なが
ら、Aさんは、公務災害申請直後
の2017年12月に逝去された。
公務災害の申請にあたり、2人

から聞き取りを行ったが、作業に
ついては2人ともほぼ同じ内容を
語られた。「石綿管は圧に弱く、
よく裂けていました」「住民から
漏水の連絡を受け、現場に確認
に行き、漏れている水道の量で
破裂箇所の大きさを判断します」
「修繕作業は、まず重機等を用
いて破裂した部分の周囲を掘り
起こします。掘る穴の大きさは、
管の大きさや破裂の大きさによっ
て異なりますが、幅は約1～2m四
方で、深さは約1mから1m20cm
ほどです」。
石綿曝露に関しては、「本管

の仕切弁で水道水を止め、作業
員が穴の中に入り、破裂した部
分をエンジンカッターを用いて切

ります。その際、穴の中は目の前
が見えないぐらい石綿粉じんが
飛散し、真っ白になっていました」
「エンジンカッターで切れ残った
場合は、管の下に手を差し込み、
サンダーやノコを用いて切りまし
た」「切り取った部分に新しい管
をつなぐ際は、予備として保管し
てある石綿管を寸法に合わせて
エンジンカッターで裁断し、管の
先端部分の角を削っていました。
その際も電動工具を使用するた
め挨が大量に飛散しました」と
話されていた。
2018年12月に公務災害と認定

されたBさんは、岩国市のAさん
の認定を気にかけながら、機会
があるごとに「全国の自治体で同
じ仕事をしていた職員の健康が
気になる」と話されていた。そこ
で、Aさんの公務災害認定を待
ち、記者会見の準備を進めた。
Aさんの遺族の元に認定の通
知が届いたのは2月末だった。そ
れから日程を調整し、3月18日に
山口県庁において記者会見を行
うことにした。ところがBさんの体
調が悪化し、緊急入院することに
なった。Bさんは大変残念な思
いのなかで、「ご迷惑をおかけし
ます」と何度も謝っていた。
記者会見は、中皮腫サポート

キャラパン隊を通じて親交が深
かった右田さんに急きょ出席を依
頼し、中皮腫・アスベスト疾患・患
者と家族の会山口支部世話人
の久保さんも同席して行った。B
さんは、コメントを寄せ、次のよう
に訴えた。
「山口宇部毘療センターに入
院しているときに、アスベスト患者

と家族の会の皆さんと出逢い、
岩国市の水道局の職員も私と同
じ病気を発症し、同じ病院に入
院されていることを知りました。ア
スベストの病気になったのが私
だけではないと知り、心配がさら
に大きくなりました。私が働いて
いた当時は、全国の自治体で石
綿管が使われており、全国の同
じ仕事をしていた職員の健康が
気になりました。石綿管の修繕
作業に従事された方は、胸の異
常を感じたら、アスベストを疑って
下さい。そして、一日も早く病院を
受診してください。このたび、私
は公務災害と認定されましたが、
認定までに約1年の時間を要しま
した。職員の皆さんにも大変お
世話になりましたが、認定が出る
までの1年間は、病気の私にとっ
てとても長い時間でした。少しで
も早く決定が出るように、調査方
法を検討していただきたいと思い
ます。そして、石綿管の修繕作
業に従事した職員に対して、健
康診断の呼びかけを強めていた
だきたいと思います」。
全国的にアスベストにより疾
病が増加するなかで、今回の2
人の公務災害認定は、同種労
働者及びアスベストにばく露した
方 に々対して警鐘を発していると
いえる。
公務員であっても、アスベスト

を取り扱う作業に10年以上従事
した労働者若しくは胸部画像に
より石綿所見がある方について
は、石綿健康管理手帳が交付さ
れ、年2回無料の健康診断を受
けることができる。個人での手続
きは困難を伴うため、労働組合と
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して退職者への健康診断の呼
びかけや情報周知の取り組みが
求められている。また、石綿関連
疾患を発症されている場合は、
公務災害申請の手続き支援が

必要である。私たちは、自治労の
皆さんとともに、被災者の皆さん
やご家族の皆さんに寄り添った
活動を続けていく決意である。
（ひょうご労働安全衛生センター）

いじめ予防・対応マニュアル作成
韓国●改正勤労基準法施行に向けて

■「職場内いじめ」とは何か
雇用労働部が職場内いじめ

を禁止する改正勤労基準法の
施行を前に、いじめの予防と対
応のために会社が事前に準備
すべき事項を整理した「マニュア
ル」を出した。
マニュアルには、法による職場
内いじめの概念と行為の判断基
準、予防活動や社内で解決の
手続きを作るときに考慮する事
項、就業規則の標準案などが盛
り込まれた。労働者が10人以上
の事業場は、7月の法施行の前
に、関連内容を就業規則に反映
しなければならない。
「職場内いじめ」は、使用者や
労働者が△職場での地位また
は関係の優位を利用して、△業
務上の適正範囲を越えて他の
労働者に、△身体的・精神的苦
痛を与えたり勤務環境を悪化さ
せる行為、と定義される。雇用部
は具体的に「身体に対して暴行
したり脅迫する行為」「持続・反
復的な悪口や暴言」「他の職員
の前またはオンライン上で、侮辱
感を与えたり個人的な評判を立

てるなどの名誉を傷つける行為」
「合理的な理由なく、繰り返し個
人の手伝いなど私的な用務を指
示する行為」「合理的理由なく、
業務能力や成果を認定しなかっ
たりばかにする行為」等を例に
挙げた。就業規則に、社内で禁
止される職場内いじめ行為と予
防教育、事件処理手続き、被害
者保護措置、行為者制裁、再発
防止措置などを規定しなければ
ならない。
法改正を主導した労働人権
団体「職場の甲質119」は、「社長
や部署の長から甲質にあった職
員が会社に申告することは、解雇
や不利益を甘受するくらいの勇
気が必要」で、「雇用部のマニュ
アルには、匿名申告など重要な
部分が抜けている」と指摘した。

2019.2.21	ハンギョレ新聞

■安全保健の新しい30年を開く
キーワード「労働者参加」
昨年末に国会を通過した産
業安全保健法の全面改正は、
2020年1月16日から施行される。
1990年に一度改正された産業

安全保健法が、28年ぶりの大手
術を受けた。二度の改正の背後
には2人の青年の死があった。
1988年に温度計の工場で水銀
中毒で死亡した15歳のムン・ソン
ミョン君と、2018年に火力発電所
でコンベアに挟まれて亡くなった
24歳のキム・ヨンギュンさんであ
る。2人の間の30年間で変わった
ものは何だろうか。いま私たちは
何を変えれば労働者の死の行
列を防げるのか。
［2月］22～23日、「安全保健
の新しい30年を開こう」をテーマ
に「2019労働者健康権フォーラ
ム」が開かれ、労働安全保健活
動家と専門家180人が会した。
政府が集計した産業災害統
計によれば、2001年から2016年
までに3万3902人が労災で亡く
なった。民主労総のチェ・ミョンソ
ン労働安全保健室長は「労働
者健康権運動をして無数の闘い
を展開し、新しいパラダイムで法・
制度の変化を作ってきたが、労
災は30年間減っていない」と批
判した。
ペク・トミョン・ソウル大保健大
学院教授が一般人口の死亡率
と労災死亡万人率を比較したと
ころ、2000年以後の一般人口の
死亡減少率が労災死亡の減少
率より高かった。労災死亡の減
少は社会全般の事故死亡が減
少した結果であって、事業場の
労災予防の効果ではないと分析
した。事業場の重大災害の態
様と頻度はもちろん、代表的な職
業病である騒音性難聴と重金
属中毒が減らないのも同じように
解釈される。

世界から
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チェ・ミョンソン室長は、「全面
改正された産業安全保健法を
現場に定着させるには、労働者
参加を大幅に拡大しなければな
らない」と主張した。
同じ期間に、判例で労働者の
健康権はどれくらい進展したの
だろうか。クォン・オソン誠信女子
大教授（法学）は、「私たちは日
常的に労働者健康権という言
葉を使うが、判例から労働者健
康権という言葉を見つけるのは
難しかった」と話した。「労働関
係法は使用者に安全（健康）配
慮義務を賦課することによって、
労働者の健康を守ろうとしてい
る」。「労働者自らが自身の健康
問題に関して法的な主張ができ
る『権利』として把握された概念
ではない」と指摘した。
今回の健康権フォーラムを貫

くキーワードは「労働者参加」
だ。泰安火力発電所は、キム・ヨ
ンギュンさんが死亡するまで、非
正規職の作業環境改善要求を
30回以上も無視した。「設備を改
善するには金がかかる」が理由
だった。
ソン・ジンウ労働安全保健研
究所執行委員長は、「安全を権
利として宣言することに終わって
はいけない」とし、「権利を実現
できるように労働者の参加を実
質的に保障するためには、制度
整備がカギ」と話した。このため
には、事業場の産業安全保健
委員会を全面的に拡大し、権限・
機能を強化しなければならない。
「過半数労組がない場合には、
勤労者の過半数を代表する勤
労者代表制を現実に合うように

手入れし、労働者の作業中止権
を具体化しなければならない」と
注文した。
2019.2.25	毎日労働ニュース

■これから環境美化労働者は
昼間に働く
環境部が環境美化員の安全

のために、作業時間帯を夜間・明
け方から昼間に変える「環境美
化員作業安全指針」を全国の
地方自治体に通知する。
2015～17年に作業途中で事
故にあった環境美化員は1,822
人。この内18人が亡くなった。環
境美化員は夜8時からの夜間勤
務と明け方4時からの明け方勤
務をするが、視野の確保が難し
く、疲労で事故に遭うケースが頻
繁だった。環境部は指針で昼間
作業を原則にするものの、具体
的な作業時間帯は、現場の条件
を考慮して、労使協議と住民の
意見聴取を経て、地方自治体が
決めることにした。
清掃車の安全基準について

も、環境美化員の位置を運転者
が確認できるように、映像装置の
設置を義務化した。環境美化員
が直接制御できる安全スイッチと
安全柵も設置する。
ディーゼルの排気ガスのばく露

を最小化するために、排気管の
方向を車道方向に変える。作業
は3人1組が原則である。猛暑・
厳寒、豪雨・大雪、微細粉塵が激
しい日は、作業時間を短縮した
り、中止できる。
この指針は、生活廃棄物収
集・運搬作業に従事する全国の
環境美化員4万3千人に適用さ

れる。自治体長と清掃代行業者
の代表は指針の遵守状況を毎
年1回以上点検し、その結果を
公開する。
労働界は、指針の発表を歓迎

しながらも「最近3年間に事故で
死亡した環境美化員18人の内
16人は委託業者の所属で、根本
的な解決法は地方自治体による
直接雇用だ」と話した。

2019.3.6 毎日労働ニュース

■「焼き入れ」訴えて亡くなった
看護師に初の産災認定
ソウル牙山病院の集中治療
室で働いていたパク・ソンウク看
護師は、昨年2月に自ら命を絶っ
た。入社6か月目だった彼女は、
生前に過重な業務による深刻な
負担感を吐露していた。パク看
護師の死後、病院内の「灰にな
るまでいじめる」「焼き入れ」文
化の存在が明らかになり、看護
師の勤務条件改善要求が本格
化した。
業務上疾病判定委員会は6

日に審議会議を開いて、過重な
業務による負担が故人の死に繋
がったと判断した。委員会は「非
常に鋭敏な性格で、業務をより上
手にしようと努力していたが、集
中治療室に勤めることになり、業
務上の負担が大きかった」。「職
場内の適切な教育体系や支援
なしで過重な業務を遂行し、疲
労が累積して憂うつ感が増加し、
自殺につながった」とした。しか
し、勤労福祉公団は職場内いじ
め「焼き入れ」による自殺という遺
族の主張は受け容れなかった。

2019.3.7 京郷新聞

世界から
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■「政府が約束を履行せず、正規
職転換の一歩も踏み出せない」
「泰安火力非正規職青年労
働者故キム・ヨンギュン死亡事故
真相究明と責任者処罰市民対
策委員会」は記者懇談会を主
催し、「政府と与党は党政調の
発表が忠実に執行されるように、
履行を点検して支援せよ」と催
促した。
政府・与党は2月5日、キム・ヨン

ギュン作業員死亡の後続対策と
して、真相究明委員会の構成、
発電所非正規職の正規職転換
のための統合労・使・専門家協
議体の構成、石炭発電所の作
業現場の安全のための2人1組
勤務の施行など、緊急安全措置
を履行すると発表し、履行状況
は、発電産業安全強化と雇用安
定TF（タスクフォース）を構成し
て点検するとした。政府の対策
発表以後、一か月が過ぎたが約
束は守られていない。政府次元
の真相究明委は構成されず、正
規職転換を議論するための統
合労・使・専門家協議体もできて
いない。

2019.3.13 毎日労働ニュース

■高圧電流に触る電気工の白
血病に二度目の産災認定
高圧電流に触れて白血病に
罹った電気員労働者に、産業災
害が認められた。昨年の2月に
続いて今回が二度目。
光州勤労者健康センターによ

れば、勤労福祉公団ソウル業務
上疾病判定委員会は、2004年
4月に白血病の診断受けたイム・
某さん（62歳）の疾患が業務と相

当因果関係があると判断した。
イムさんは、韓国電力の協力業
者所属で、光州・全南地域で30
年間、配電設備の保守業務を
行った。電流が流れる電線（活
線）を絶縁手袋だけを使用して
作業した。
イムさんの産災認定には、昨年
の電気員労働者白血病産災事
件が影響を及ぼしたと見られる。
昨年2月、ソウル疾病判定委は
2015年5月に白血病で亡くなった
チャン・某さん（死亡当時54歳）の
疾病が業務上災害に該当すると
判定した。電磁波が電気員労働
者の白血病に影響を与えるとい
う、国内で初めての決定だった。
光州勤労者センターによれ

ば、現在、公団の疾病判定委は、
2016年6月末に電気員労働者18
人が出した産災補償申請を審査
している。脳腫瘍（2人）、鼻腔が
ん（1人）、甲状腺がん（3人）、大
腸がん（1人）、食道がん（1人）、
脳梗塞（2人）、脳出血（1人）、膝
の炎症（1人）、胸椎骨折（1人）
で、いずれも活線作業をして電
磁波にばく露して発病したと主張
した。

2019.3.18 毎日労働ニュース

■原子力発電所「下請け労働者
の被ばく線量」は正規職の25倍
3月27日に「原子力発電所安
全管理外注化労働実態討論
会」が開かれた。ウ・ウォンシク共
に民主党議員は「文在寅政府
は原子力発電所の安全関連業
務の外注化禁止を国政課題とし
て採択したが、産業通商資源部
と原子力安全委員会・韓水原が

2年たっても検討さえしていない」
と批判した。「稼動中の原子力
発電所23基には、20余りの分野
に7千人の下請け労働者が働い
ているが、放射能汚染と各種事
故の危険の中で、雇用不安と差
別的な処遇に苦しめられている」
と指摘した。
2012年から17年までの5年間

に原子力発電所の事故で労働
者187人が負傷し、9人が死亡し
た。90％以上が下請け労働者。
原子力の安全と未来ハンビッ事
務所長は「放射線被ばくを伴う
廃棄物の回収や分類・運搬・測
定業務は、ほとんどが下請け労
働者に押し付けられている」と憂
慮した。
昨年、韓水原放射線安全チー

ム411人の総被ばく量は9.9mSv
だった。同じような業務を行う
下請け労働者1,624人の総被ば
く量は978.29mSvで、一人当た
り25倍も高かった。パク・サンヒ
放射線安全管理労組委員長は
「福島のような大事故がなくて
も、原子力発電所を維持・管理・
解体する過程で、原子力発電所
の労働者は被ばくの恐怖を抱い
て暮らしている」と話した。
キム・ソンファン共に民主党議
員は、「原子力発電所の元請・下
請け構造は労働者の安全を脅
かし、不平等と差別を招くだけで
なく、国民の生命にも深刻な脅威
になる」。「監視と牽制の死角地
帯である原子力発電所に、地方
自治体と地域住民、市民団体と
専門家が介入できる制度を拡大
すべきだ」と注文した。

2019.3.28 毎日労働ニュース

世界から
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